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ａ 調査課題名 
平成 31 年度 水産基盤整備調査委託事業 水産都市の活性化に向けた連携施策の 

事業化等調査 

 

ｂ 実施機関及び担当者名 
一般財団法人 漁港漁場漁村総合研究所 伊藤靖、後藤卓治、土屋詩織、富田宏 

 

ｃ ねらい 
水産都市においては、水産振興に資する様々な施策が展開されている一方で、近

年、漁業者及び水産関係事業者の減少、水産関係施設の老朽化等の課題のほか、ま

ちづくりにおいては、居住密度の低下、都市機能の分散化、公共交通のサービスレ

ベルの低下等の課題が生じている。 
このため、水産とまちづくりとの施策連携と、必要に応じた民間活力の活用によ

り、水産都市の活性化方策を展開することが重要であると考え、水産庁と国上交通

省都市局が共同で検討を進め、平成 30 年 7 月に「民間事業者等との連携による水産

都市の活性化方策の手引き（案）」が公表されている。 

これを踏まえ、水産都市の活性化に資する連携施策の事業化を推進するため、水

産都市の現状分析を行い、事業化の候補地区を抽出するとともに、モデル地区にお

ける事業化の検討支援を行い、事例の創出を図るための調査・検討を行った。 

 

ｄ 方法 
以下の課題について検討を行った。 

 

１．水産都市の現状分析 

平成 29 年度に実施した漁港機能の現状把握調査（以下、漁港機能の現状把握調査）

の結果から、施設整備経過年数の平均年が長い漁港と判断され、老朽化が著しい地

区を 100 地区抽出し、漁港背後の空き地・空き家及び水産都市活性化に向けた連携

事業実施のための与条件についてアンケート調査を実施し、水産都市の活性化の取

組が必要と考えられる 10 地区を抽出した。抽出 10 地区については、現地調査及び

関係者聞取調査等を行い、以下の詳細事項を確認・整理し、課題解決方策の検討、

開発イメージ及び民間活力の導入の可能性等の検討を行った。 

（１）背後の空き地・空き家の実態調査 

（２）漁港と都市を結ぶアクセス道路の実態調査 

（３）民間等における需要の把握 
 （現地調査項目） 

①漁港区域と都市計画区域の位置関係 

②民有地を含む漁港の背後地（漁港区域を想定）における空き家、空き地率 

③漁港の機能再編の計画や構想の有無 

④市町村の振興計画等における地域の水産資源を活用した活性化の検討の有無 

⑤漁港周辺における利用上の支障（水産物運搬車両と歩行者の動線の輻輳、道 

路幅が狭隘、交差点が多い等）がある道路の有無 

⑥その他、市街地と漁港周辺が連携した活性化方策の可能性の有無 
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⑦アクセス道路の実態把握と課題の抽出 

⑧民間等における需要の把握 

 （水産都市の活性化の取組の可能性検討） 

  ①課題解決方策の検討 

  ②開発イメージの検討 

③民間活力の導入の可能性の検討等 

２．事業実施に係る優遇措置等の整理 

水産都市活性化の取組に資する税制優遇措置や融資制度の抽出し、実施内容別に、

適用可能な税制優遇措置や融資節度を整理した。 
なお、下記３のモデル地区で検討した整備内容と適用事業に対し、有効な現行措

置がないものを抽出し、その整備内容と適用事業について、有効であると考えられ

る税制優遇措置や融資制度を検討した。更に、検討した税制優遇措置や融資制度の

適用条件を取りまとめた。 
調査の具体的な実施項目は以下の通りである。 

（１）水産都市活性化に関する税制優遇措置や融資制度の整理 

（２）有効な優遇措置等の提案 

３．モデル地区における事業化の検討支援 

水産都市の活性化の必要性が高いと判断された地区より、水産庁と協議の上、過

年度に引き続き、焼津、高浜、牛深の 3 モデル地区について、水産都市の活性化に

向けた連携施策の事業化に向けた検討援を行うと共に、全国に成果を普及するため

の事業化のための事例を整理した。 

具体的な検討支援の実施項目は、以下の通りである。 

（１）モデル地区における連携施策の事業化に向けた支援 

1) 焼津漁港地区における連携施策の事業化に向けた支援 

昨年度の勉強会を継続し、外港地区からの迂回ルートを確保する事業に特化し、 

具体的事業化に向けての検討を進めた。 

・事業実施者の検討（漁港管理者である県又は道路を所有している市） 

・道路法線の検討（現地の状況及び事業実施者などの状況を踏まえ最適案を検討） 

・事業手法の検討（水産基盤整備と都市再生整備計画事業などの組合せ方法） 

  2) 高浜漁港地区における連携施策の事業化に向けた支援 

昨年度の勉強会を継続し、高浜町水産部局と都市部局に加え、県嶺南振興局水

産課(漁港担当)とで連携した計画を検討した。本地区の場合、漁港内における６

次産業施設（農山漁村活性化プロジェクト）及び衛生管理型市場及び関連施設（浜

の活力交付金）の事業申請段階にあり、それらとの調整に配慮した。 

・総合計画の再確認（駅前から城山公園に至る道路計画の再確認） 

・漁港背後の小規模区画整理案の精査（町、県の意向確認） 

・城山公園観光拠点と漁港区域・施設が重なる地域の連携施策の検討 

・事業手法の検討（水産基盤整備と都市再生整備計画事業などの組合せ方法） 

3) 牛深漁港地区における連携施策の事業化に向けた支援 

昨年度のシミュレーション結果を天草市へ説明すると共に、以下の検討支援を

行った。 
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・市の土地区画整理事業導入の可能性の有無を確認。 

・市と県を交えて漁港施設用地を市有地に移行する方法及び配置の検討。 

・土地区画整理事業を導入に必要な手続き、内容、手順等を整理。 

（２）検討事例の整理 

全国の都道府県及び市町村の水産部局及び都市部局の担当者に広く普及するため、

モデル地区の事業化支援を通じて得られた、水産都市の活性化の事業化に向けた検

討体制、検討過程、検討内容、検討結果等を事例として整理した。 
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ｅ 結果 
１．水産都市の現状分析 

（１）漁港機能施設の老朽化が著しい地区の抽出 

空き地・空き家の実態把握及び水産都市の活性化の取組が必要と考えられる地区

の抽出をするためのアンケート調査を実施するにあたり、対象漁港の検討をするた

めに、流通拠点漁港及び生産拠点漁港のうち漁港区域と都市計画区域が重複又は近

接している漁港を抽出し、漁港機能の現状把握調査の結果を踏まえ、各漁港におけ

る漁港施設の竣工からの平均経過年数を整理した。そして、平均経過年数が長い漁

港から順に 102位までの漁港を漁港機能施設の老朽化が著しい地区として抽出した。

抽出結果を表に示す。 

 

表 1-(1)-1 漁港施設の老朽化が著しい漁港（1/2） 

平均経過年数 順位
愛知県 蒲郡市 知柄 2 生産拠点 7 52.0 1

愛知県 南知多町 豊浜 3 流通拠点 13 48.9 2
北海道 網走市 能取（二見ケ岡） 4 流通拠点 1 44.0 3
兵庫県 新温泉町 浜坂 3 生産拠点 9 43.1 4
山口県 長門市 通 2 生産拠点 7 42.9 5
北海道 佐呂間町 富武士（富武士） 1 生産拠点 9 42.7 6
石川県 能登町 松波 2 生産拠点 10 42.4 7
北海道 白糠町 白糠 2 流通拠点 10 41.8 8
愛知県 南知多町 師崎 2 流通拠点 8 41.6 9
兵庫県 明石市 林崎 2 生産拠点 9 41.6 9
千葉県 いすみ市 大原 3 生産拠点 12 41.0 11
千葉県 鴨川市 天津 3 生産拠点 8 40.9 12
福井県 美浜町 日向 2 生産拠点 8 40.8 13
北海道 北斗市 北斗（当別） 1 生産拠点 7 40.6 14
秋田県 にかほ市 平沢 2 生産拠点 5 40.2 15
和歌山県 串本町 串本 3 流通拠点 16 40.1 16
千葉県 銚子市 銚子 3 流通拠点 15 39.8 17
秋田県 男鹿市 北浦 4 生産拠点 18 39.4 18
千葉県 鴨川市 小湊 3 生産拠点 17 39.2 19
徳島県 松茂町 長原 2 生産拠点 6 39.2 19
兵庫県 南あわじ市 丸山 2 生産拠点 7 39.1 21
広島県 広島市 草津 3 流通拠点 4 39.0 22
北海道 室蘭市 追直 3 流通拠点 5 38.8 23
神奈川県 横須賀市 佐島 2 生産拠点 11 38.7 24
福井県 高浜町 高浜 2 生産拠点 9 38.7 24
滋賀県 大津市 堅田 1 生産拠点 8 38.4 26
大分県 宇佐市 長洲 2 流通拠点 9 38.2 27
沖縄県 那覇市 泊 2 生産拠点 6 38.0 28
静岡県 吉田町 吉田 2 生産拠点 6 37.8 29
愛知県 西尾市 西幡豆 2 生産拠点 7 37.6 30
静岡県 沼津市 静浦 2 生産拠点 7 37.4 31
福岡県 福岡市 博多 特3 流通拠点 7 37.4 31
北海道 福島町 福島 3 生産拠点 7 37.3 33
秋田県 男鹿市 椿（船川港） 3 生産拠点 8 37.1 34
鹿児島県 日置市 江口 2 生産拠点 9 37.1 34
石川県 珠洲市 蛸島 3 流通拠点 10 37.1 34
京都府 舞鶴市 舞鶴 3 流通拠点 19 37.0 37
愛知県 碧南市 大浜 2 生産拠点 15 36.9 38
愛媛県 碧南市 大浜 2 生産拠点 15 36.9 38
和歌山県 田辺市 田辺 3 流通拠点 24 36.7 40
愛知県 西尾市 一色 2 流通拠点 13 36.5 41
長崎県 対馬市 阿須湾 1 生産拠点 9 36.4 42
島根県 大田市 仁万 2 生産拠点 5 36.2 43
鹿児島県 阿久根市 阿久根 3 流通拠点 21 36.2 43
愛知県 田原市 赤羽根 4 生産拠点 6 36.2 43

市町村 種別
竣工からの経過年数

都道府県 漁港 拠点指定 施設数
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表 1-(1)-2 漁港施設の老朽化が著しい漁港（2/2） 

平均経過年数 順位

新潟県 糸魚川市 能生 3 流通拠点 8 36.0 46

滋賀県 近江八幡市 沖之島 1 生産拠点 7 36.0 46
千葉県 九十九里町 片貝 4 流通拠点 12 35.9 48
岡山県 倉敷市 大畠 2 生産拠点 8 35.9 48
静岡県 浜松市 舞阪 3 流通拠点 11 35.8 50
静岡県 静岡市 用宗 3 生産拠点 7 35.7 51
大分県 中津市 小祝 2 生産拠点 7 35.3 52
山形県 鶴岡市 由良 2 生産拠点 11 35.2 53
岡山県 倉敷市 下津井 2 生産拠点 8 34.9 54
北海道 木古内町 木古内（札苅） 1 生産拠点 11 34.7 55
三重県 志摩市 和具 4 生産拠点 9 34.7 55
香川県 東かがわ市 引田 2 生産拠点 9 34.7 55
静岡県 焼津市 焼津 3 流通拠点 25 34.5 58
兵庫県 香美町 香住 3 生産拠点 5 34.4 59
和歌山県 すさみ町 周参見 2 生産拠点 12 34.3 60
神奈川県 小田原市 小田原 3 流通拠点 13 34.1 61
北海道 函館市 函館 3 流通拠点 1 34.0 62
静岡県 磐田市 福田 4 生産拠点 9 33.7 63
福岡県 糸島市 野北 2 生産拠点 15 33.5 64
富山県 黒部市 黒部 2 生産拠点 11 33.5 64
茨城県 ひたちなか市 那珂湊 3 流通拠点 14 33.4 66
石川県 能登町 高倉 2 生産拠点 7 33.3 67
島根県 浜田市 浜田 3 流通拠点 13 32.8 68
青森県 鰺ヶ沢町 鰺ヶ沢 3 生産拠点 22 32.6 69
青森県 八戸市 八戸 3 流通拠点 12 32.4 70
神奈川県 三浦市 三崎 特3 流通拠点 26 32.3 71
千葉県 館山市 船形 3 生産拠点 26 32.2 72
石川県 加賀市 橋立 3 生産拠点 14 32.1 73
鹿児島県 いちき串木野市 串木野 3 生産拠点 23 32.0 74
神奈川県 三浦市 間口 2 生産拠点 11 31.9 75
秋田県 にかほ市 象潟 2 生産拠点 8 31.8 76
茨城県 ひたちなか市 久慈 3 生産拠点 16 31.7 77
山口県 下関市 下関 特3 流通拠点 23 31.5 78
鳥取県 境港市 境 3 流通拠点 2 31.5 78
北海道 北斗市 北斗（茂辺地） 1 生産拠点 6 31.2 80
和歌山県 有田市 箕島 2 流通拠点 8 31.1 81
富山県 滑川市 滑川 2 生産拠点 15 30.9 82
千葉県 鴨川市 鴨川 3 流通拠点 30 30.7 83
神奈川県 横須賀市 長井 2 流通拠点 10 30.7 83
千葉県 勝浦市 勝浦 3 流通拠点 13 30.7 83
和歌山県 勝浦市 勝浦 3 流通拠点 13 30.7 83
福井県 小浜市 小浜 3 流通拠点 12 30.6 87
福岡県 山田町 船越 2 生産拠点 12 30.6 87
島根県 大田市 和江 2 流通拠点 16 30.4 89
三重県 熊野市 遊木 2 流通拠点 11 30.4 89
千葉県 富津市 富津（下洲） 2 生産拠点 16 30.3 91
兵庫県 淡路市 生穂 1 生産拠点 5 30.2 92
富山県 魚津市 経田 2 生産拠点 13 30.2 92
新潟県 佐渡市 姫津 2 生産拠点 8 30.1 94
山口県 萩市 萩 3 流通拠点 25 30.0 95
兵庫県 たつの市 室津 2 生産拠点 9 29.8 96
島根県 大田市 和江（五十猛） 2 流通拠点 7 29.7 97
茨城県 神栖市 波崎 3 流通拠点 11 29.5 98
北海道 網走市 能取（卯原内） 4 流通拠点 3 29.3 99
東京都 新島村 若郷 1 生産拠点 6 29.3 99
沖縄県 糸満市 糸満 3 流通拠点 14 29.3 99
北海道 北見市 栄浦 1 生産拠点 9 29.1 102
千葉県 富津市 富津（富津） 2 生産拠点 18 29.1 102

種別 拠点指定 施設数
竣工からの経過年数

都道府県 市町村 漁港
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（２）背後の空き地・空き家の実態調査 

上記（１）における漁港機能施設の老朽化が著しい漁港の抽出結果を踏まえて調

査対象漁港を選定し、漁港背後の空き地・空き家及び水産都市活性化に向けた連携

事業実施のための与条件についてアンケート調査を実施した。 

 

１）調査概要 

アンケート調査にて、漁港区域における漁港施設等の低利用化の状況と今後の利用

及び漁港背後における空き家・空き地率を把握した。 

1)-1.対象漁港 

①漁港区域と都市計画区域が重複又は近接している流通拠点漁港…94 漁港 

（平成 28 年度及び平成 29 年度に実施した「漁港の土地利用再編に係るアンケ

ート調査」結果と、漁港背後集落調査結果を元に抽出） 

②漁港区域と都市計画区域が重複又は近接し、漁港施設の老朽化が特に進行してい

る生産拠点漁港…64 漁港 

（平成 29 年度に実施した「漁港機能の現状把握調査」結果を元に、老朽化が進

行している流通拠点・生産拠点漁港上位 102 位までの漁港のうち、流通拠点

漁港を除いた漁港を抽出） 

                                 合計 158 漁港 

1)-2.調査対象範囲 

・漁港区域全域 

※本調査では、漁港区域のうち、漁港施設用地以外を「漁港背後」と呼称する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1-(2)-1)-1 調査対象範囲のイメージ 

 

1)-3.調査対象施設 

漁港区域における漁港施設等の低利用化の状況と今後の利用については、下記の 8

種類の施設及びその施設用地を対象とした。なお、施設及びその施設用地の所有者に

ついては限定をしなかった。 

①荷さばき所（市場を含む）、②冷蔵冷凍施設、③製氷・貯氷施設、④給油施設、

⑤漁具倉庫、⑥加工場、⑦その他の漁港施設、⑧漁協事務所 

また、空き家・空き施設及び空き地については、民間（個人や企業）や漁協等が所

有するものと、公共が所有するものに分けて状況を把握した。 

漁港区域

漁港背後
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２）調査結果 

アンケート調査において、調査対象 158 漁港のうち、144 漁港より回答を得た（回

答率 91.1%）。各漁港のアンケート回答を踏まえ、整理した結果を以下に示す。なお、

2)-1.については、「調査対象施設に該当する施設及び用地がない」との回答や、未回

答は除外して集計した。 

 

2)-1.漁港区域における施設・用地の低利用化の状況と今後の利用について 

①対象施設別の低利用化の状況と今後の利用について 

漁港区域における調査対象施設別の低利用化状況と今後の利用についての結

果を図 2 に示す。 

低利用化の状況については、いずれの施設においても、「低利用化しておらず、

撤去や利用の変更の必要はない」と回答した漁港（青のバー）が最も多く、その

他の漁港施設以外の施設では 70%を超える割合となった。 

今後の利用についても、いずれの施設においても、低利用化していない場合を

含め、今後も同様の利用を継続する漁港（青のバー及び赤のバー）が多く、全て

の施設において 80%を超える割合であり、最も高い割合を示した漁具倉庫におい

ては 96.2％であった。 

一方、低利用等のために水産以外の利用を含めた再活用が考えられる漁港の割

合（緑のバー、紫のバー、水色のバーの合計）については、最も割合が大きい施

設はその他の漁港施設（12.7%）、最も割合が小さい施設は漁具倉庫（3.8%）とな

っている。このうち、全施設の低利用化が進行し、再活用の構想や計画あるいは

可能性があると回答した漁港（緑のバー及び紫のバー）については、割合が最も

大きい施設は冷蔵冷凍施設であり、9.0%であった。 
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0%
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回
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し

た
漁

港
の

割
合

漁港区域における対象施設別の低利用化の状況と今後の利用

について

 

漁港数 割合 漁港数 割合 漁港数 割合 漁港数 割合 漁港数 割合 漁港数 割合 漁港数 割合 漁港数 割合

■
低利用化しておらず、撤去や利

用の変更の必要はない。
114 81.4% 89 80.2% 100 78.7% 102 85.7% 107 81.7% 82 79.6% 84 71.2% 108 84.4%

■

低利用化しているが、現在と同様

の利用を継続する（更新・改良・

補修を含む）。

14 10.0% 8 7.2% 16 12.6% 11 9.2% 19 14.5% 12 11.7% 19 16.1% 12 9.4%

■
低利用化しており、再活用（利用

変更等）の構想や計画がある。
6 4.3% 6 5.4% 5 3.9% 1 0.8% 2 1.5% 3 2.9% 5 4.2% 5 3.9%

■

低利用化しており、再活用（利用

変更等）の可能性はあるが検討

はしていない。

5 3.6% 4 3.6% 5 3.9% 3 2.5% 2 1.5% 4 3.9% 4 3.4% 2 1.6%

■

低利用化しており、再活用（利用

変更等）の可能性が無く、今後も

検討の予定がない。

0 0.0% 3 2.7% 1 0.8% 2 1.7% 1 0.8% 1 1.0% 6 5.1% 1 0.8%

■ その他 1 0.7% 1 0.9% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 1 1.0% 0 0.0% 0 0.0%

合計 140 100% 111 100% 127 100% 119 100% 131 100% 103 100% 118 100% 128 100%

漁具倉庫 加工場
その他の漁港

施設
漁協事務所

選択肢

対象施設
荷さばき所

（市場を含む）
冷蔵冷凍施設

製氷・貯氷

施設
給油施設

 

図 1-(2)-2)-1 漁港区域における対象施設別の低利用化の状況と今後の利用について 

 

②対象施設用地別の低利用化の状況と今後の利用について 

漁港区域における調査対象施設用地別の低利用化状況と今後の利用について

の結果を図 3 に示す。 

低利用化の状況については、いずれの施設用地においても、「低利用化してお

らず、撤去や利用の変更の必要はない」と回答した漁港（青のバー）が最も多く、

その他の漁港施設以外の施設用地では 70%を超える割合となった。 

今後の利用についても、いずれの施設用地においても、低利用化していない場

合を含め、今後も同様の利用を継続する漁港（青のバー及び赤のバー）が多く、

その他の漁港施設以外の施設用地において 80%を超える割合であり、最も大きい

割合を示した漁具倉庫用地においては 94.7％であった。 

一方、低利用等のために水産以外の利用を含めた再活用が考えられる漁港の割

合（緑のバー、紫のバー、水色のバーの合計）については、最も割合が大きい施

設はその他の漁港施設用地（15.0%）、最も割合が小さい施設は給油施設用地
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（4.2%）となっている。このうち、低利用化が進行し、再活用の構想や計画ある

いは可能性があると回答した漁港（緑のバー及び紫のバー）については、割合が

最も大きい施設はその他の漁港施設用地であり、10.8%であった。 
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し
た

漁
港

の
割

合

漁港区域における対象施設用地別の低利用化の状況と今後

の利用について

 

漁港数 割合 漁港数 割合 漁港数 割合 漁港数 割合 漁港数 割合 漁港数 割合 漁港数 割合 漁港数 割合

■
低利用化しておらず、撤去や利

用の変更の必要はない。
115 82.7% 91 82.0% 101 80.2% 103 87.3% 107 81.1% 83 79.0% 83 69.2% 110 86.6%

■

低利用化しているが、現在と同様

の利用を継続する（更新・改良・

補修を含む）。

14 10.1% 7 6.3% 12 9.5% 10 8.5% 18 13.6% 12 11.4% 19 15.8% 10 7.9%

■
低利用化しており、再活用（利用

変更等）の構想や計画がある。
5 3.6% 6 5.4% 6 4.8% 1 0.8% 4 3.0% 4 3.8% 8 6.7% 4 3.1%

■

低利用化しており、再活用（利用

変更等）の可能性はあるが検討

はしていない。

4 2.9% 5 4.5% 5 4.0% 3 2.5% 2 1.5% 4 3.8% 5 4.2% 2 1.6%

■

低利用化しており、再活用（利用

変更等）の可能性が無く、今後も

検討の予定がない。

0 0.0% 1 0.9% 2 1.6% 1 0.8% 1 0.8% 1 1.0% 5 4.2% 1 0.8%

■ その他 1 0.7% 1 0.9% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 1 1.0% 0 0.0% 0 0.0%

合計 139 100% 111 100% 126 100% 118 100% 132 100% 105 100.0% 120 100% 127 100%

漁具倉庫用地 加工場用地
その他の漁港

施設用地

漁協事務所

用地
対象施設

選択肢

荷さばき所用地

（市場を含む）

冷蔵冷凍施設

用地

製氷・貯氷

施設用地
給油施設用地

 

図 1-(2)-2)-2 漁港区域における対象施設用地別の低利用化の状況と今後の利用につ

いて 
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③漁港施設の老朽化状況との比較 

漁港機能の現状把握調査の結果を元に、各漁港が有する漁港機能施設の竣工か

らの経過年数を整理し、各漁港の漁港施設の平均経過年数を求めた。この各漁港

の漁港施設の平均経過年数を各漁港における漁港施設等の老朽化状況の尺度と

し、平均経過年数により、「20 年未満」、「30 年未満」、「40 年未満」、「40 年以上」

と漁港施設等の老朽化状況を 4 段階に分類した。 

この分類を基に、老朽化状況による漁港区域における漁港施設等の低利用化の

状況と今後の利用の違いを整理した。なお、漁港機能の現状把握調査に未回答で

あった漁港（3 漁港）については、老朽化状況が不明であるため、除外した。 

老朽化状況の各段階に該当する漁港の割合を図に示す。 

 

 

 

10%

26%

52%

12%

各老朽化状況に該当する漁港の割合

20年未満

30年未満

40年未満

40年以上

 

表 1-(2)-2)-1 老朽化状況の各段階に該当する漁港の割合 

 

 

a.漁港施設の老朽化状況による対象施設別の低利用化の状況と今後の利用について

の比較 

漁港区域における調査対象施設ごとの老朽化状況別の低利用化状況と今後の

利用についての結果を図 4～図 7 に示す。 

どの漁港施設においても、漁港機能施設の平均経過年数が「20 年未満」の漁

港においては、一部低利用化している施設がみられるものの、全て現在の利用を

継続するとの回答（青のバー及び赤のバー）であった。 

漁港機能施設の平均経過年数が「30 年未満」以降の漁港における、各施設の

再活用の余地があると考えられる割合（緑色のバー、紫色のバー、水色のバーの

合計）については、特に、冷凍冷蔵施設は、「30 年未満」では 10.3%、「40 年未

満」では 13.8%、「40 年以上」では 16.7%と、老朽化状況の段階が上がるごとに

再活用の余地があると考えられる割合が増加している。また、漁協事務所につい

ては、「40 年未満」の漁港では 3.0%と低いが、「40 年以上」では 13.3%と冷凍冷

蔵施設に次ぐ高い割合となっている。そのため、冷凍冷蔵施設や漁協事務所につ

老朽化状況 漁港数

20年未満 14

30年未満 36

40年未満 74

40年以上 17

合計 141

不明 3
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いては、漁港機能施設の老朽化が進んだ場合に、利用の低下に伴い再活用の検討

の余地が高まると考えられる。 

なお、荷さばき所や製氷・貯氷施設、加工場、その他漁港施設については、「40

年未満」が再活用の余地があると考えられる割合のピークとなっており、「40 年

以上」では各施設ともに割合が大幅に減少している。そのため、これらの４種の

施設については、ある程度の老朽化の段階であれば再活用の余地があるが、老朽

化が著しい場合には、再活用の余地が減少するものと考えられる。 

 

0%
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80%
90%

100%

20年未満 30年未満 40年未満 40年以上

回
答

し
た

漁
港

の
割

合

荷さばき所（市場含む）

 

漁港数 割合 漁港数 割合 漁港数 割合 漁港数 割合

■
低利用化しておらず、撤去や利

用の変更の必要はない。
11 84.6% 31 88.6% 55 76.4% 14 82.4%

■

低利用化しているが、現在と同様

の利用を継続する（更新・改良・

補修を含む）。

2 15.4% 1 2.9% 9 12.5% 2 11.8%

■
低利用化しており、再活用（利用

変更等）の構想や計画がある。
0 0.0% 2 5.7% 3 4.2% 1 5.9%

■

低利用化しており、再活用（利用

変更等）の可能性はあるが検討

はしていない。

0 0.0% 0 0.0% 5 6.9% 0 0.0%

■

低利用化しており、再活用（利用

変更等）の可能性が無く、今後も

検討の予定がない。

0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

■ その他 0 0.0% 1 2.9% 0 0.0% 0 0.0%

合計 13 100% 35 100% 72 100% 17 100%

選択肢

対象施設 20年未満 30年未満 40年未満 40年以上

 
図 1-(2)-2)-3 漁港施設の老朽化状況別の荷さばき所（市場含む）の低利用化の状況

と今後の利用について 
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冷凍冷蔵施設

 

漁港数 割合 漁港数 割合 漁港数 割合 漁港数 割合

■
低利用化しておらず、撤去や利用

の変更の必要はない。
7 77.8% 24 82.8% 46 79.3% 9 75.0%

■

低利用化しているが、現在と同様

の利用を継続する（更新・改良・補

修を含む）。

2 22.2% 1 3.4% 4 6.9% 1 8.3%

■
低利用化しており、再活用（利用変

更等）の構想や計画がある。
0 0.0% 3 10.3% 3 5.2% 0 0.0%

■

低利用化しており、再活用（利用変

更等）の可能性はあるが検討はし

ていない。

0 0.0% 0 0.0% 2 3.4% 2 16.7%

■

低利用化しており、再活用（利用変

更等）の可能性が無く、今後も検討

の予定がない。

0 0.0% 0 0.0% 3 5.2% 0 0.0%

■ その他 0 0.0% 1 3.4% 0 0.0% 0 0.0%

合計 9 100% 29 100% 58 100% 12 100%

選択肢

対象施設 20年未満 30年未満 40年未満 40年以上

 
図 1-(2)-2)-4 漁港施設の老朽化状況別の冷凍冷蔵施設の低利用化の状況と今後の利

用について 
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製氷・貯氷施設

 

漁港数 割合 漁港数 割合 漁港数 割合 漁港数 割合

■
低利用化しておらず、撤去や利

用の変更の必要はない。
8 72.7% 26 83.9% 52 77.6% 11 73.3%

■

低利用化しているが、現在と同様

の利用を継続する（更新・改良・

補修を含む）。

3 27.3% 2 6.5% 8 11.9% 3 20.0%

■
低利用化しており、再活用（利用

変更等）の構想や計画がある。
0 0.0% 2 6.5% 3 4.5% 0 0.0%

■

低利用化しており、再活用（利用

変更等）の可能性はあるが検討

はしていない。

0 0.0% 1 3.2% 3 4.5% 1 6.7%

■

低利用化しており、再活用（利用

変更等）の可能性が無く、今後も

検討の予定がない。

0 0.0% 0 0.0% 1 1.5% 0 0.0%

■ その他 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

合計 11 100% 31 100% 67 100% 15 100%

40年以上対象施設 20年未満 30年未満 40年未満

選択肢

 

図 1-(2)-2)-5 漁港施設の老朽化状況別の製氷・貯氷施設の低利用化の状況と今後の

利用について 
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給油施設

 

漁港数 割合 漁港数 割合 漁港数 割合 漁港数 割合

■
低利用化しておらず、撤去や利用

の変更の必要はない。
7 87.5% 27 87.1% 56 86.2% 10 76.9%

■

低利用化しているが、現在と同様

の利用を継続する（更新・改良・補

修を含む）。

1 12.5% 2 6.5% 6 9.2% 2 15.4%

■
低利用化しており、再活用（利用変

更等）の構想や計画がある。
0 0.0% 0 0.0% 1 1.5% 0 0.0%

■

低利用化しており、再活用（利用変

更等）の可能性はあるが検討はし

ていない。

0 0.0% 2 6.5% 0 0.0% 1 7.7%

■

低利用化しており、再活用（利用変

更等）の可能性が無く、今後も検討

の予定がない。

0 0.0% 0 0.0% 2 3.1% 0 0.0%

■ その他 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

合計 8 100% 31 100% 65 100% 13 100%

40年以上対象施設 30年未満 40年未満20年未満

選択肢

 

図 1-(2)-2)-6 漁港施設の老朽化状況別の給油施設の低利用化の状況と今後の利用に

ついて 
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漁具倉庫

 

漁港数 割合 漁港数 割合 漁港数 割合 漁港数 割合

■
低利用化しておらず、撤去や利

用の変更の必要はない。
10 83.3% 28 90.3% 53 77.9% 13 76.5%

■

低利用化しているが、現在と同様

の利用を継続する（更新・改良・

補修を含む）。

2 16.7% 3 9.7% 10 14.7% 4 23.5%

■
低利用化しており、再活用（利用

変更等）の構想や計画がある。
0 0.0% 0 0.0% 2 2.9% 0 0.0%

■

低利用化しており、再活用（利用

変更等）の可能性はあるが検討

はしていない。

0 0.0% 0 0.0% 2 2.9% 0 0.0%

■

低利用化しており、再活用（利用

変更等）の可能性が無く、今後も

検討の予定がない。

0 0.0% 0 0.0% 1 1.5% 0 0.0%

■ その他 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

合計 12 100% 31 100% 68 100% 17 100%

40年以上対象施設 20年未満 30年未満 40年未満

選択肢

 
図 1-(2)-2)-7 漁港施設の老朽化状況別の漁具倉庫の低利用化の状況と今後の利用に

ついて 

 
 
 
 



16 
 

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

20年未満 30年未満 40年未満 40年以上

回
答

し
た

漁
港

の
割

合

加工場

 

漁港数 割合 漁港数 割合 漁港数 割合 漁港数 割合

■
低利用化しておらず、撤去や利用

の変更の必要はない。
7 77.8% 19 86.4% 41 74.5% 12 85.7%

■

低利用化しているが、現在と同様

の利用を継続する（更新・改良・補

修を含む）。

2 22.2% 0 0.0% 8 14.5% 2 14.3%

■
低利用化しており、再活用（利用変

更等）の構想や計画がある。
0 0.0% 1 4.5% 2 3.6% 0 0.0%

■

低利用化しており、再活用（利用変

更等）の可能性はあるが検討はし

ていない。

0 0.0% 1 4.5% 3 5.5% 0 0.0%

■

低利用化しており、再活用（利用変

更等）の可能性が無く、今後も検討

の予定がない。

0 0.0% 0 0.0% 1 1.8% 0 0.0%

■ その他 0 0.0% 1 4.5% 0 0.0% 0 0.0%

合計 9 100% 22 100% 55 100% 14 100%

40年以上対象施設 30年未満 40年未満20年未満

選択肢

 
図 1-(2)-2)-8 漁港施設の老朽化状況別の加工場の低利用化の状況と今後の利用につ

いて 
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割
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その他の漁港施設

 

漁港数 割合 漁港数 割合 漁港数 割合 漁港数 割合

■
低利用化しておらず、撤去や利

用の変更の必要はない。
9 81.8% 24 77.4% 38 63.3% 10 76.9%

■

低利用化しているが、現在と同様

の利用を継続する（更新・改良・

補修を含む）。

2 18.2% 4 12.9% 10 16.7% 3 23.1%

■
低利用化しており、再活用（利用

変更等）の構想や計画がある。
0 0.0% 1 3.2% 4 6.7% 0 0.0%

■

低利用化しており、再活用（利用

変更等）の可能性はあるが検討

はしていない。

0 0.0% 0 0.0% 4 6.7% 0 0.0%

■

低利用化しており、再活用（利用

変更等）の可能性が無く、今後も

検討の予定がない。

0 0.0% 2 6.5% 4 6.7% 0 0.0%

■ その他 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

合計 11 100% 31 100% 60 100% 13 100%

選択肢

対象施設 20年未満 30年未満 40年未満 40年以上

 
図 1-(2)-2)-9 漁港施設の老朽化状況別のその他の漁港施設の低利用化の状況と今後

の利用について 
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の
割

合

漁協事務所

 

漁港数 割合 漁港数 割合 漁港数 割合 漁港数 割合

■
低利用化しておらず、撤去や利用

の変更の必要はない。
8 88.9% 30 88.2% 57 85.1% 10 66.7%

■

低利用化しているが、現在と同様

の利用を継続する（更新・改良・補

修を含む）。

1 11.1% 0 0.0% 8 11.9% 3 20.0%

■
低利用化しており、再活用（利用変

更等）の構想や計画がある。
0 0.0% 3 8.8% 1 1.5% 1 6.7%

■

低利用化しており、再活用（利用変

更等）の可能性はあるが検討はし

ていない。

0 0.0% 1 2.9% 0 0.0% 1 6.7%

■

低利用化しており、再活用（利用変

更等）の可能性が無く、今後も検討

の予定がない。

0 0.0% 0 0.0% 1 1.5% 0 0.0%

■ その他 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

合計 9 100% 34 100% 67 100% 15 100%

40年以上30年未満 40年未満対象施設 20年未満

選択肢

 

図 1-(2)-2)-10 漁港施設の老朽化状況別の漁協事務所の低利用化の状況と今後の利

用について 

 

表 1-(2)-2)-2 各施設の再活用の余地があると考えられる割合（緑色のバー、紫色の

バー、水色のバーの合計） 
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b.漁港施設の老朽化状況による対象施設用地別の低利用化の状況と今後の利用につ

いての比較 

漁港区域における調査対象施設用地ごとの老朽化状況別の低利用化状況と今

後の利用についての結果を図 4～図 7 に示す。 

漁港施設と同様に、どの漁港施設用地においても、漁港機能施設の平均経過年

数が「20 年未満」の漁港においては、一部低利用化している施設がみられるも

のの、全て現在の利用を継続するとの回答（青のバー及び赤のバー）であった。 

漁港機能施設の平均経過年数が「30 年未満」以降の漁港における、各施設用

地の再活用の余地があると考えられる割合（緑色のバー、紫色のバー、水色のバ

ーの合計）については、特に、冷凍冷蔵施設用地及び製氷・貯氷施設用地におい

て、「40 年未満」ではやや割合が減少するものの、冷凍冷蔵施設用地が「30 年未

満」では 13.8%であったが「40 年以上」では 25.0%、製氷・貯氷施設用地が「30

年未満」では 12.9%であったが「40 年以上」では 14.3%と、老朽化状況の段階が

上がるごとに再活用の余地があると考えられる割合が増加している。また、漁協

事務所については、「40 年未満」の漁港では 3.0%と低いが、「40 年以上」では 14.3%

と冷凍冷蔵施設に次ぐ高い割合となっている。そのため、冷凍冷蔵施設用地や製

氷・貯氷施設用地、漁協事務所用地については、漁港機能施設の老朽化が進んだ

場合に、利用の低下に伴い再活用の検討の余地が高まると考えられる。 

なお、加工場については「40 年未満」が、その他の漁港施設用地については

「30 年未満」が再活用の余地があると考えられる割合のピークとなっており、

それ以降の老朽化状況においては各施設用地ともに割合が減少している。そのた

め、これらの２種の施設については、ある程度の老朽化の段階であれば再活用の

余地があるが、老朽化が著しい場合には、再活用の余地が減少するものと考えら

れる。 
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20年未満 30年未満 40年未満 40年以上

回
答

し
た

漁
港

の
割

合

荷さばき所用地（市場含む）

 

漁港数 割合 漁港数 割合 漁港数 割合 漁港数 割合

■
低利用化しておらず、撤去や利

用の変更の必要はない。
11 84.6% 30 88.2% 57 79.2% 14 82.4%

■

低利用化しているが、現在と同様

の利用を継続する（更新・改良・

補修を含む）。

2 15.4% 1 2.9% 9 12.5% 2 11.8%

■
低利用化しており、再活用（利用

変更等）の構想や計画がある。
0 0.0% 2 5.9% 2 2.8% 1 5.9%

■

低利用化しており、再活用（利用

変更等）の可能性はあるが検討

はしていない。

0 0.0% 0 0.0% 4 5.6% 0 0.0%

■

低利用化しており、再活用（利用

変更等）の可能性が無く、今後も

検討の予定がない。

0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

■ その他 0 0.0% 1 2.9% 0 0.0% 0 0.0%

合計 13 100% 34 100% 72 100% 17 100%

選択肢

40年以上対象施設 20年未満 30年未満 40年未満

 
図 1-(2)-2)-11 漁港施設の老朽化状況別の荷さばき所用地（市場含む）の低利用化の

状況と今後の利用について 
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港

の
割

合

冷凍冷蔵施設用地

 

漁港数 割合 漁港数 割合 漁港数 割合 漁港数 割合

■
低利用化しておらず、撤去や利用

の変更の必要はない。
7 9.7% 23 79.3% 49 84.5% 9 75.0%

■

低利用化しているが、現在と同様

の利用を継続する（更新・改良・補

修を含む）。

2 2.8% 1 3.4% 4 6.9% 0 0.0%

■
低利用化しており、再活用（利用変

更等）の構想や計画がある。
0 0.0% 3 10.3% 2 3.4% 1 8.3%

■

低利用化しており、再活用（利用変

更等）の可能性はあるが検討はし

ていない。

0 0.0% 1 3.4% 2 3.4% 2 16.7%

■

低利用化しており、再活用（利用変

更等）の可能性が無く、今後も検討

の予定がない。

0 0.0% 0 0.0% 1 1.7% 0 0.0%

■ その他 0 0.0% 1 3.4% 0 0.0% 0 0.0%

合計 9 13% 29 100% 58 100% 12 100%

40年以上

選択肢

対象施設 20年未満 30年未満 40年未満

 
図 1-(2)-2)-12 漁港施設の老朽化状況別の冷凍冷蔵施設用地の低利用化の状況と今

後の利用について 
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20年未満 30年未満 40年未満 40年以上

回
答

し
た

漁
港

の
割

合

製氷・貯氷施設用地

 

漁港数 割合 漁港数 割合 漁港数 割合 漁港数 割合

■
低利用化しておらず、撤去や利

用の変更の必要はない。
8 72.7% 26 83.9% 53 79.1% 11 78.6%

■

低利用化しているが、現在と同様

の利用を継続する（更新・改良・

補修を含む）。

3 27.3% 1 3.2% 7 10.4% 1 7.1%

■
低利用化しており、再活用（利用

変更等）の構想や計画がある。
0 0.0% 3 9.7% 2 3.0% 1 7.1%

■

低利用化しており、再活用（利用

変更等）の可能性はあるが検討

はしていない。

0 0.0% 1 3.2% 3 4.5% 1 7.1%

■

低利用化しており、再活用（利用

変更等）の可能性が無く、今後も

検討の予定がない。

0 0.0% 0 0.0% 2 3.0% 0 0.0%

■ その他 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

合計 11 100% 31 100% 67 100% 14 100%

対象施設 20年未満 30年未満 40年未満 40年以上

選択肢

 

図 1-(2)-2)-13 漁港施設の老朽化状況別の製氷・貯氷施設用地の低利用化の状況と今

後の利用について 
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20年未満 30年未満 40年未満 40年以上

回
答

し
た

漁
港

の
割

合

給油施設用地

 

漁港数 割合 漁港数 割合 漁港数 割合 漁港数 割合

■
低利用化しておらず、撤去や利用

の変更の必要はない。
7 87.5% 27 87.1% 57 89.1% 10 76.9%

■

低利用化しているが、現在と同様

の利用を継続する（更新・改良・補

修を含む）。

1 12.5% 2 6.5% 5 7.8% 2 15.4%

■
低利用化しており、再活用（利用変

更等）の構想や計画がある。
0 0.0% 0 0.0% 1 1.6% 0 0.0%

■

低利用化しており、再活用（利用変

更等）の可能性はあるが検討はし

ていない。

0 0.0% 2 6.5% 0 0.0% 1 7.7%

■

低利用化しており、再活用（利用変

更等）の可能性が無く、今後も検討

の予定がない。

0 0.0% 0 0.0% 1 1.6% 0 0.0%

■ その他 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

合計 8 100% 31 100% 64 100% 13 100%

選択肢

対象施設 20年未満 30年未満 40年未満 40年以上

 

図 1-(2)-2)-14 漁港施設の老朽化状況別の給油施設用地の低利用化の状況と今後の

利用について 
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20年未満 30年未満 40年未満 40年以上

回
答

し
た

漁
港

の
割

合

漁具倉庫用地

 

漁港数 割合 漁港数 割合 漁港数 割合 漁港数 割合

■
低利用化しておらず、撤去や利

用の変更の必要はない。
10 83.3% 27 87.1% 54 78.3% 13 76.5%

■

低利用化しているが、現在と同様

の利用を継続する（更新・改良・

補修を含む）。

2 16.7% 3 9.7% 10 14.5% 3 17.6%

■
低利用化しており、再活用（利用

変更等）の構想や計画がある。
0 0.0% 1 3.2% 2 2.9% 1 5.9%

■

低利用化しており、再活用（利用

変更等）の可能性はあるが検討

はしていない。

0 0.0% 0 0.0% 2 2.9% 0 0.0%

■

低利用化しており、再活用（利用

変更等）の可能性が無く、今後も

検討の予定がない。

0 0.0% 0 0.0% 1 1.4% 0 0.0%

■ その他 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

合計 12 100% 31 100% 69 100% 17 100%

選択肢

対象施設 20年未満 30年未満 40年未満 40年以上

 
図 1-(2)-2)-15 漁港施設の老朽化状況別の漁具倉庫用地の低利用化の状況と今後の

利用について 
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20年未満 30年未満 40年未満 40年以上

回
答

し
た

漁
港

の
割

合

加工場用地

 

漁港数 割合 漁港数 割合 漁港数 割合 漁港数 割合

■
低利用化しておらず、撤去や利用

の変更の必要はない。
7 77.8% 20 87.0% 42 75.0% 11 78.6%

■

低利用化しているが、現在と同様

の利用を継続する（更新・改良・補

修を含む）。

2 22.2% 0 0.0% 8 14.3% 2 14.3%

■
低利用化しており、再活用（利用変

更等）の構想や計画がある。
0 0.0% 1 4.3% 2 3.6% 1 7.1%

■

低利用化しており、再活用（利用変

更等）の可能性はあるが検討はし

ていない。

0 0.0% 1 4.3% 3 5.4% 0 0.0%

■

低利用化しており、再活用（利用変

更等）の可能性が無く、今後も検討

の予定がない。

0 0.0% 0 0.0% 1 1.8% 0 0.0%

■ その他 0 0.0% 1 4.3% 0 0.0% 0 0.0%

合計 9 100% 23 100% 56 100% 14 100%

20年未満 30年未満 40年未満 40年以上

選択肢

対象施設

 
図 1-(2)-2)-16 漁港施設の老朽化状況別の加工場用地の低利用化の状況と今後の利

用について 
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答
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た
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の
割

合

その他の漁港施設用地

 

漁港数 割合 漁港数 割合 漁港数 割合 漁港数 割合

■
低利用化しておらず、撤去や利

用の変更の必要はない。
9 75.0% 21 65.6% 40 66.7% 10 76.9%

■

低利用化しているが、現在と同様

の利用を継続する（更新・改良・

補修を含む）。

3 25.0% 4 12.5% 10 16.7% 2 15.4%

■
低利用化しており、再活用（利用

変更等）の構想や計画がある。
0 0.0% 4 12.5% 3 5.0% 1 7.7%

■

低利用化しており、再活用（利用

変更等）の可能性はあるが検討

はしていない。

0 0.0% 1 3.1% 4 6.7% 0 0.0%

■

低利用化しており、再活用（利用

変更等）の可能性が無く、今後も

検討の予定がない。

0 0.0% 2 6.3% 3 5.0% 0 0.0%

■ その他 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

合計 12 100% 32 100% 60 100% 13 100%

選択肢

40年以上対象施設 20年未満 30年未満 40年未満

 
図 1-(2)-2)-17 漁港施設の老朽化状況別のその他の漁港施設用地の低利用化の状況

と今後の利用について 
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回
答
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た
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の
割

合

漁協事務所用地

 

漁港数 割合 漁港数 割合 漁港数 割合 漁港数 割合

■
低利用化しておらず、撤去や利用

の変更の必要はない。
8 88.9% 31 91.2% 58 86.6% 10 71.4%

■

低利用化しているが、現在と同様

の利用を継続する（更新・改良・補

修を含む）。

1 11.1% 0 0.0% 7 10.4% 2 14.3%

■
低利用化しており、再活用（利用変

更等）の構想や計画がある。
0 0.0% 2 5.9% 1 1.5% 1 7.1%

■

低利用化しており、再活用（利用変

更等）の可能性はあるが検討はし

ていない。

0 0.0% 1 2.9% 0 0.0% 1 7.1%

■

低利用化しており、再活用（利用変

更等）の可能性が無く、今後も検討

の予定がない。

0 0.0% 0 0.0% 1 1.5% 0 0.0%

■ その他 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

合計 9 100% 34 100% 67 100% 14 100%

40年以上

選択肢

対象施設 20年未満 30年未満 40年未満

 

図 1-(2)-2)-18 漁港施設の老朽化状況別の漁協事務所用地の低利用化の状況と今後

の利用について 

 

表 1-(2)-2)-3 各施設用地の再活用の余地があると考えられる割合（緑色のバー、紫

色のバー、水色のバーの合計） 

漁協事務所用地 0.0% 8.8% 3.0% 14.3%

その他の漁港施設用地 0.0% 21.9% 16.7% 7.7%

加工場用地 0.0% 8.7% 10.7% 7.1%

漁具倉庫用地 0.0% 3.2% 7.2% 5.9%

給油施設用地 0.0% 6.5% 3.1% 7.7%

製氷・貯氷施設用地 0.0% 12.9% 10.4% 14.3%

冷蔵冷凍施設用地 0.0% 13.8% 8.6% 25.0%

荷さばき所用地　（市場を含む） 0.0% 5.9% 8.3% 5.9%

対象施設 20年未満 30年未満 40年未満 40年以上
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④漁港種別との比較 

漁港種別による漁港区域における漁港施設等の低利用化の状況と今後の利用

の違いを整理した。 

各漁港種別の老朽化状況別の漁港数を表に示す。 

 

表 1-(2)-2)-4 各漁港種別の漁港数 

老朽化状況 第１種 第２種 第３種 第４種 特定第３種

20年未満 0 4 10 0 0

30年未満 1 15 19 1 0

40年未満 6 31 30 5 2

40年以上 2 8 5 2 0

不明 0 1 2 0 0

合計 9 59 66 8 2  

 

a.漁港種別による対象施設別の低利用化の状況と今後の利用についての比較 

漁港区域における調査対象施設ごとの漁港種別別の低利用化状況と今後の利

用についての結果を図 4～図 7 に示す。 

漁港種別によって、再活用の余地があると考えられるとの回答（緑色のバー、

紫色のバー、水色のバーの合計）があった施設に偏りがあった。 

第１種漁港は荷さばき所（市場を含む）、冷凍冷蔵施設、製氷・貯氷施設、加

工場といった水産物の流通や加工に係る施設には再活用の余地があるが、給油施

設や漁具倉庫といった準備に係る施設については、全ての漁港において現在の利

用を継続するとの回答（青のバー及び赤のバー）であった。 

第２種漁港については、全ての施設において再活用の余地があると考えられる

との回答があり、特に加工場（12.5%）やその他の漁港施設（17.6%）において割

合が高かった。 

第３種漁港については、漁具倉庫以外の施設において再活用の余地があると考

えられるとの回答があり、特に冷凍冷蔵施設（14.3%）や製氷・貯氷施設（10.0%）

において割合が高かった。 

第４種漁港については、その他の漁港施設（20.0%）と漁港事務所（16.7%）の

みに再活用の余地があると考えられるとの回答が見られ、これら２種類の施設に

おける再活用の余地があると考えられる漁港の割合は、５種類の漁港種別の中で

最も高い割合であった。 

特定第３種漁港については、回答漁港数が２漁港であるものの、製氷・貯氷施

設以外の漁港はすべての全ての漁港において現在の利用を継続するとの回答で

あった。 
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0%
10%
20%
30%
40%
50%
60%
70%
80%
90%

100%

第１種 第２種 第３種 第４種 特定第３種

回
答

し
た

漁
港

の
割

合

荷さばき所（市場含む）

 

漁港数 割合 漁港数 割合 漁港数 割合 漁港数 割合 漁港数 割合

■
低利用化しておらず、撤去や利

用の変更の必要はない。
5 55.6% 46 79.3% 53 84.1% 8 100.0% 2 100.0%

■

低利用化しているが、現在と同様

の利用を継続する（更新・改良・

補修を含む）。

3 33.3% 7 12.1% 4 6.3% 0 0.0% 0 0.0%

■
低利用化しており、再活用（利用

変更等）の構想や計画がある。
1 11.1% 2 3.4% 3 4.8% 0 0.0% 0 0.0%

■

低利用化しており、再活用（利用

変更等）の可能性はあるが検討

はしていない。

0 0.0% 3 5.2% 2 3.2% 0 0.0% 0 0.0%

■

低利用化しており、再活用（利用

変更等）の可能性が無く、今後も

検討の予定がない。

0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

■ その他 0 0.0% 0 0.0% 1 1.6% 0 0.0% 0 0.0%

合計 9 100% 58 100% 63 100% 8 100% 2 100%

第４種

選択肢

対象施設 第１種 第２種 第３種 特定第３種

 
図 1-(2)-2)-19 漁港種別と荷さばき所（市場含む）の低利用化の状況と今後の利用に

ついて 
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第１種 第２種 第３種 第４種 特定第３種

回
答

し
た

漁
港

の
割

合

冷凍冷蔵施設

 

漁港数 割合 漁港数 割合 漁港数 割合 漁港数 割合 漁港数 割合

■
低利用化しておらず、撤去や利用

の変更の必要はない。
4 80.0% 36 81.8% 43 76.8% 4 100.0% 2 100.0%

■

低利用化しているが、現在と同様

の利用を継続する（更新・改良・補

修を含む）。

0 0.0% 4 9.1% 4 7.1% 0 0.0% 0 0.0%

■
低利用化しており、再活用（利用変

更等）の構想や計画がある。
0 0.0% 1 2.3% 5 8.9% 0 0.0% 0 0.0%

■

低利用化しており、再活用（利用変

更等）の可能性はあるが検討はし

ていない。

1 20.0% 2 4.5% 1 1.8% 0 0.0% 0 0.0%

■

低利用化しており、再活用（利用変

更等）の可能性が無く、今後も検討

の予定がない。

0 0.0% 1 2.3% 2 3.6% 0 0.0% 0 0.0%

■ その他 0 0.0% 0 0.0% 1 1.8% 0 0.0% 0 0.0%

合計 5 100% 44 100% 56 100% 4 100% 2 100%

第４種

選択肢

第１種 第２種 第３種 特定第３種対象施設

 
図 1-(2)-2)-20 漁港種別と冷凍冷蔵施設の低利用化の状況と今後の利用について 
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40%
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70%

80%

90%

100%

第１種 第２種 第３種 第４種 特定第３種

回
答

し
た

漁
港

の
割

合

製氷・貯氷施設

 

漁港数 割合 漁港数 割合 漁港数 割合 漁港数 割合 漁港数 割合

■
低利用化しておらず、撤去や利

用の変更の必要はない。
4 50.0% 42 82.4% 48 80.0% 5 83.3% 1 50.0%

■

低利用化しているが、現在と同様

の利用を継続する（更新・改良・

補修を含む）。

3 37.5% 6 11.8% 6 10.0% 1 16.7% 0 0.0%

■
低利用化しており、再活用（利用

変更等）の構想や計画がある。
0 0.0% 1 2.0% 4 6.7% 0 0.0% 0 0.0%

■

低利用化しており、再活用（利用

変更等）の可能性はあるが検討

はしていない。

1 12.5% 1 2.0% 2 3.3% 0 0.0% 1 50.0%

■

低利用化しており、再活用（利用

変更等）の可能性が無く、今後も

検討の予定がない。

0 0.0% 1 2.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

■ その他 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

合計 8 100% 51 100% 60 100% 6 100% 2 100%

第４種

選択肢

対象施設 第１種 第２種 第３種 特定第３種

 
図 1-(2)-2)-21 漁港種別と製氷・貯氷施設の低利用化の状況と今後の利用について 
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0%
10%
20%
30%
40%
50%
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70%
80%
90%

100%

第１種 第２種 第３種 第４種 特定第３種

回
答

し
た

漁
港

の
割

合

給油施設

 

漁港数 割合 漁港数 割合 漁港数 割合 漁港数 割合 漁港数 割合

■
低利用化しておらず、撤去や利用

の変更の必要はない。
4 100.0% 40 78.4% 50 89.3% 6 100.0% 2 100.0%

■

低利用化しているが、現在と同様

の利用を継続する（更新・改良・補

修を含む）。

0 0.0% 7 13.7% 4 7.1% 0 0.0% 0 0.0%

■
低利用化しており、再活用（利用変

更等）の構想や計画がある。
0 0.0% 1 2.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

■

低利用化しており、再活用（利用変

更等）の可能性はあるが検討はし

ていない。

0 0.0% 2 3.9% 1 1.8% 0 0.0% 0 0.0%

■

低利用化しており、再活用（利用変

更等）の可能性が無く、今後も検討

の予定がない。

0 0.0% 1 2.0% 1 1.8% 0 0.0% 0 0.0%

■ その他 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

合計 4 100% 51 100% 56 100% 6 100% 2 100%

第４種

選択肢

第１種 第２種 第３種 特定第３種対象施設

 
図 1-(2)-2)-22 漁港種別と給油施設の低利用化の状況と今後の利用について 
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第１種 第２種 第３種 第４種 特定第３種

回
答

し
た

漁
港

の
割

合

漁具倉庫

 

漁港数 割合 漁港数 割合 漁港数 割合 漁港数 割合 漁港数 割合

■
低利用化しておらず、撤去や利

用の変更の必要はない。
5 62.5% 41 75.9% 53 89.8% 6 75.0% 2 100.0%

■

低利用化しているが、現在と同様

の利用を継続する（更新・改良・

補修を含む）。

3 37.5% 8 14.8% 6 10.2% 2 25.0% 0 0.0%

■
低利用化しており、再活用（利用

変更等）の構想や計画がある。
0 0.0% 2 3.7% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

■

低利用化しており、再活用（利用

変更等）の可能性はあるが検討

はしていない。

0 0.0% 2 3.7% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

■

低利用化しており、再活用（利用

変更等）の可能性が無く、今後も

検討の予定がない。

0 0.0% 1 1.9% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

■ その他 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

合計 8 100% 54 100% 59 100% 8 100% 2 100%

第４種

選択肢

対象施設 第１種 第２種 第３種 特定第３種

 
図 1-(2)-2)-23 漁港種別と漁具倉庫の低利用化の状況と今後の利用について 
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第１種 第２種 第３種 第４種 特定第３種

回
答

し
た

漁
港

の
割

合

加工場

 

漁港数 割合 漁港数 割合 漁港数 割合 漁港数 割合 漁港数 割合

■
低利用化しておらず、撤去や利用

の変更の必要はない。
4 57.1% 30 75.0% 41 85.4% 5 83.3% 2 100.0%

■

低利用化しているが、現在と同様

の利用を継続する（更新・改良・補

修を含む）。

2 28.6% 5 12.5% 4 8.3% 1 16.7% 0 0.0%

■
低利用化しており、再活用（利用変

更等）の構想や計画がある。
1 14.3% 2 5.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

■

低利用化しており、再活用（利用変

更等）の可能性はあるが検討はし

ていない。

0 0.0% 2 5.0% 2 4.2% 0 0.0% 0 0.0%

■

低利用化しており、再活用（利用変

更等）の可能性が無く、今後も検討

の予定がない。

0 0.0% 1 2.5% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

■ その他 0 0.0% 0 0.0% 1 2.1% 0 0.0% 0 0.0%

合計 7 100% 40 100% 48 100% 6 100% 2 100%

選択肢

第４種第１種 第２種 第３種 特定第３種対象施設

 
図 1-(2)-2)-24 漁港種別と加工場の低利用化の状況と今後の利用について 
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第１種 第２種 第３種 第４種 特定第３種

回
答

し
た

漁
港

の
割

合

その他の漁港施設

 

漁港数 割合 漁港数 割合 漁港数 割合 漁港数 割合 漁港数 割合

■
低利用化しておらず、撤去や利

用の変更の必要はない。
6 66.7% 33 64.7% 40 78.4% 3 60.0% 2 100.0%

■

低利用化しているが、現在と同様

の利用を継続する（更新・改良・

補修を含む）。

3 33.3% 9 17.6% 6 11.8% 1 20.0% 0 0.0%

■
低利用化しており、再活用（利用

変更等）の構想や計画がある。
0 0.0% 4 7.8% 1 2.0% 0 0.0% 0 0.0%

■

低利用化しており、再活用（利用

変更等）の可能性はあるが検討

はしていない。

0 0.0% 4 7.8% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

■

低利用化しており、再活用（利用

変更等）の可能性が無く、今後も

検討の予定がない。

0 0.0% 1 2.0% 4 7.8% 1 20.0% 0 0.0%

■ その他 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

合計 9 100% 51 100% 51 100% 5 100% 2 100%

選択肢

第４種対象施設 第１種 第２種 第３種 特定第３種

 
図 1-(2)-2)-25 漁港種別とその他の漁港施設の低利用化の状況と今後の利用につい

て 
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第１種 第２種 第３種 第４種 特定第３種

回
答

し
た

漁
港

の
割

合

漁協事務所

 

漁港数 割合 漁港数 割合 漁港数 割合 漁港数 割合 漁港数 割合

■
低利用化しておらず、撤去や利用

の変更の必要はない。
6 75.0% 46 82.1% 49 87.5% 5 83.3% 2 100.0%

■

低利用化しているが、現在と同様

の利用を継続する（更新・改良・補

修を含む）。

2 25.0% 6 10.7% 4 7.1% 0 0.0% 0 0.0%

■
低利用化しており、再活用（利用変

更等）の構想や計画がある。
0 0.0% 2 3.6% 3 5.4% 0 0.0% 0 0.0%

■

低利用化しており、再活用（利用変

更等）の可能性はあるが検討はし

ていない。

0 0.0% 1 1.8% 0 0.0% 1 16.7% 0 0.0%

■

低利用化しており、再活用（利用変

更等）の可能性が無く、今後も検討

の予定がない。

0 0.0% 1 1.8% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

■ その他 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

合計 8 100% 56 100% 56 100% 6 100% 2 100%

選択肢

第４種第１種 第２種 第３種 特定第３種対象施設

 
図 1-(2)-2)-26 漁港種別と漁協事務所の低利用化の状況と今後の利用について 

 
表 1-(2)-2)-5 各施設の再活用の余地があると考えられる割合（緑色のバー、紫色の

バー、水色のバーの合計） 

0.0%

0.0%

20.0%

16.7%

第４種

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

漁協事務所 0.0% 7.1% 5.4% 0.0%

その他の漁港施設 0.0% 17.6% 9.8% 0.0%

加工場 14.3% 12.5% 4.2% 0.0%

漁具倉庫 0.0% 9.3% 0.0% 0.0%

給油施設 0.0% 7.8% 3.6% 0.0%

製氷・貯氷施設 12.5% 5.9% 10.0% 50.0%

冷蔵冷凍施設 20.0% 9.1% 14.3% 0.0%

荷さばき所　（市場を含む） 11.1% 8.6% 7.9% 0.0%

対象施設 第１種 第２種 第３種 特定第３種
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b.漁港種別による対象施設用地別の低利用化の状況と今後の利用についての比較 

漁港区域における調査対象施設用地ごとの漁港種別別の低利用化状況と今後

の利用についての結果を図 4～図 7 に示す。 

漁港種別によって、再活用の余地があると考えられるとの回答（緑色のバー、

紫色のバー、水色のバーの合計）があった施設用地に偏りがあった。 

第１種漁港は荷さばき所（市場を含む）、冷凍冷蔵施設、製氷・貯氷施設、加

工場といった水産物の流通や加工に係る施設用地には再活用の余地があるが、給

油施設や漁具倉庫といった準備に係る施設用地については、全ての漁港において

現在の利用を継続するとの回答（青のバー及び赤のバー）であった。また、冷凍

冷蔵施設用地における再活用の余地があると考えられる漁港の割合は、５種類の

漁港種別の中で最も高い割合であった。 

第２種漁港については、全ての施設用地において再活用の余地があると考えら

れるとの回答があり、特に漁具倉庫用地（11.1%）や加工場用地（12.5%）、その

他の漁港施設用地（23.1%）において割合が高かった。 

第３種漁港についても全ての施設用地において再活用の余地があると考えら

れるとの回答があり、特に冷凍冷蔵施設用地（12.5%）や製氷・貯氷施設用地

（11.7%）において割合が高かった。 

第４種漁港については、その他の漁港施設用地（20.0%）と漁港事務所用地

（16.7%）のみに再活用の余地があると考えられるとの回答が見られ、漁港事務

所用地における再活用の余地があると考えられる漁港の割合は、５種類の漁港種

別の中で最も高い割合であった。 

特定第３種漁港については、回答漁港数が２漁港であるものの、製氷・貯氷施

設用地以外の漁港はすべての全ての漁港において現在の利用を継続するとの回

答であった。 
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第１種 第２種 第３種 第４種 特定第３種

回
答

し
た

漁
港

の
割

合

荷さばき所用地（市場含む）

 

漁港数 割合 漁港数 割合 漁港数 割合 漁港数 割合 漁港数 割合

■
低利用化しておらず、撤去や利

用の変更の必要はない。
5 55.6% 46 80.7% 55 87.3% 7 87.5% 2 100.0%

■

低利用化しているが、現在と同様

の利用を継続する（更新・改良・

補修を含む）。

3 33.3% 6 10.5% 4 6.3% 1 12.5% 0 0.0%

■
低利用化しており、再活用（利用

変更等）の構想や計画がある。
1 11.1% 2 3.5% 2 3.2% 0 0.0% 0 0.0%

■

低利用化しており、再活用（利用

変更等）の可能性はあるが検討

はしていない。

0 0.0% 3 5.3% 1 1.6% 0 0.0% 0 0.0%

■

低利用化しており、再活用（利用

変更等）の可能性が無く、今後も

検討の予定がない。

0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

■ その他 0 0.0% 0 0.0% 1 1.6% 0 0.0% 0 0.0%

合計 9 100% 57 100% 63 100% 8 100% 2 100%

選択肢

第４種第２種 第３種 特定第３種対象施設 第１種

 
図 1-(2)-2)-27 漁港種別と荷さばき所（市場含む）用地の低利用化の状況と今後の利

用について 
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第１種 第２種 第３種 第４種 特定第３種

回
答
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漁
港

の
割

合

冷凍冷蔵施設用地

 

漁港数 割合 漁港数 割合 漁港数 割合 漁港数 割合 漁港数 割合

■
低利用化しておらず、撤去や利用

の変更の必要はない。
4 80.0% 37 84.1% 45 80.4% 3 75.0% 2 100.0%

■

低利用化しているが、現在と同様

の利用を継続する（更新・改良・補

修を含む）。

0 0.0% 3 6.8% 3 5.4% 1 25.0% 0 0.0%

■
低利用化しており、再活用（利用変

更等）の構想や計画がある。
0 0.0% 1 2.3% 5 8.9% 0 0.0% 0 0.0%

■

低利用化しており、再活用（利用変

更等）の可能性はあるが検討はし

ていない。

1 20.0% 2 4.5% 2 3.6% 0 0.0% 0 0.0%

■

低利用化しており、再活用（利用変

更等）の可能性が無く、今後も検討

の予定がない。

0 0.0% 1 2.3% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

■ その他 0 0.0% 0 0.0% 1 1.8% 0 0.0% 0 0.0%

合計 5 100% 44 100% 56 100% 4 100% 2 100%

第３種 特定第３種

選択肢

第４種対象施設 第１種 第２種

 
図 1-(2)-2)-28 漁港種別と冷凍冷蔵施設用地の低利用化の状況と今後の利用につい

て 
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第１種 第２種 第３種 第４種 特定第３種

回
答

し
た

漁
港

の
割

合

製氷・貯氷施設用地

 

漁港数 割合 漁港数 割合 漁港数 割合 漁港数 割合 漁港数 割合

■
低利用化しておらず、撤去や利

用の変更の必要はない。
4 66.7% 42 80.8% 49 81.7% 5 83.3% 1 50.0%

■

低利用化しているが、現在と同様

の利用を継続する（更新・改良・

補修を含む）。

1 16.7% 6 11.5% 4 6.7% 1 16.7% 0 0.0%

■
低利用化しており、再活用（利用

変更等）の構想や計画がある。
0 0.0% 1 1.9% 5 8.3% 0 0.0% 0 0.0%

■

低利用化しており、再活用（利用

変更等）の可能性はあるが検討

はしていない。

1 16.7% 1 1.9% 2 3.3% 0 0.0% 1 50.0%

■

低利用化しており、再活用（利用

変更等）の可能性が無く、今後も

検討の予定がない。

0 0.0% 2 3.8% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

■ その他 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

合計 6 100% 52 100% 60 100% 6 100% 2 100%

選択肢

第４種第２種 第３種 特定第３種対象施設 第１種

 
図 1-(2)-2)-29 漁港種別と製氷・貯氷施設用地の低利用化の状況と今後の利用につい

て 
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第１種 第２種 第３種 第４種 特定第３種

回
答

し
た

漁
港

の
割

合

給油施設用地

 

漁港数 割合 漁港数 割合 漁港数 割合 漁港数 割合 漁港数 割合

■
低利用化しておらず、撤去や利用

の変更の必要はない。
4 100.0% 40 80.0% 51 91.1% 6 100.0% 2 100.0%

■

低利用化しているが、現在と同様

の利用を継続する（更新・改良・補

修を含む）。

0 0.0% 6 12.0% 4 7.1% 0 0.0% 0 0.0%

■
低利用化しており、再活用（利用変

更等）の構想や計画がある。
0 0.0% 1 2.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

■

低利用化しており、再活用（利用変

更等）の可能性はあるが検討はし

ていない。

0 0.0% 2 4.0% 1 1.8% 0 0.0% 0 0.0%

■

低利用化しており、再活用（利用変

更等）の可能性が無く、今後も検討

の予定がない。

0 0.0% 1 2.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

■ その他 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

合計 4 100% 50 100% 56 100% 6 100% 2 100%

第３種 特定第３種

選択肢

第４種対象施設 第１種 第２種

 
図 1-(2)-2)-30 漁港種別と給油施設用地の低利用化の状況と今後の利用について 
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第１種 第２種 第３種 第４種 特定第３種

回
答

し
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漁
港

の
割

合

漁具倉庫用地

 

漁港数 割合 漁港数 割合 漁港数 割合 漁港数 割合 漁港数 割合

■
低利用化しておらず、撤去や利

用の変更の必要はない。
5 62.5% 41 75.9% 53 88.3% 6 75.0% 2 100.0%

■

低利用化しているが、現在と同様

の利用を継続する（更新・改良・

補修を含む）。

3 37.5% 7 13.0% 6 10.0% 2 25.0% 0 0.0%

■
低利用化しており、再活用（利用

変更等）の構想や計画がある。
0 0.0% 3 5.6% 1 1.7% 0 0.0% 0 0.0%

■

低利用化しており、再活用（利用

変更等）の可能性はあるが検討

はしていない。

0 0.0% 2 3.7% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

■

低利用化しており、再活用（利用

変更等）の可能性が無く、今後も

検討の予定がない。

0 0.0% 1 1.9% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

■ その他 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

合計 8 100% 54 100% 60 100% 8 100% 2 100%

選択肢

第４種第２種 第３種 特定第３種対象施設 第１種

 
図 1-(2)-2)-31 漁港種別と漁具倉庫用地の低利用化の状況と今後の利用について 
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第１種 第２種 第３種 第４種 特定第３種

回
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漁
港

の
割

合

加工場用地

 

漁港数 割合 漁港数 割合 漁港数 割合 漁港数 割合 漁港数 割合

■
低利用化しておらず、撤去や利用

の変更の必要はない。
4 57.1% 31 77.5% 41 82.0% 5 83.3% 2 100.0%

■

低利用化しているが、現在と同様

の利用を継続する（更新・改良・補

修を含む）。

2 28.6% 4 10.0% 5 10.0% 1 16.7% 0 0.0%

■
低利用化しており、再活用（利用変

更等）の構想や計画がある。
1 14.3% 2 5.0% 1 2.0% 0 0.0% 0 0.0%

■

低利用化しており、再活用（利用変

更等）の可能性はあるが検討はし

ていない。

0 0.0% 2 5.0% 2 4.0% 0 0.0% 0 0.0%

■

低利用化しており、再活用（利用変

更等）の可能性が無く、今後も検討

の予定がない。

0 0.0% 1 2.5% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

■ その他 0 0.0% 0 0.0% 1 2.0% 0 0.0% 0 0.0%

合計 7 100% 40 100% 50 100% 6 100% 2 100%

第３種 特定第３種

選択肢

第４種対象施設 第１種 第２種

 
図 1-(2)-2)-32 漁港種別と加工場用地の低利用化の状況と今後の利用について 
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その他の漁港施設用地

 

漁港数 割合 漁港数 割合 漁港数 割合 漁港数 割合 漁港数 割合

■
低利用化しておらず、撤去や利

用の変更の必要はない。
6 66.7% 32 61.5% 40 76.9% 3 60.0% 2 100.0%

■

低利用化しているが、現在と同様

の利用を継続する（更新・改良・

補修を含む）。

3 33.3% 8 15.4% 7 13.5% 1 20.0% 0 0.0%

■
低利用化しており、再活用（利用

変更等）の構想や計画がある。
0 0.0% 7 13.5% 1 1.9% 0 0.0% 0 0.0%

■

低利用化しており、再活用（利用

変更等）の可能性はあるが検討

はしていない。

0 0.0% 4 7.7% 1 1.9% 0 0.0% 0 0.0%

■

低利用化しており、再活用（利用

変更等）の可能性が無く、今後も

検討の予定がない。

0 0.0% 1 1.9% 3 5.8% 1 20.0% 0 0.0%

■ その他 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

合計 9 100% 52 100% 52 100% 5 100% 2 100%

選択肢

第４種第２種 第３種 特定第３種対象施設 第１種

 
図 1-(2)-2)-33 漁港種別とその他の漁港施設用地の低利用化の状況と今後の利用に

ついて 
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漁協事務所用地

 

漁港数 割合 漁港数 割合 漁港数 割合 漁港数 割合 漁港数 割合

■
低利用化しておらず、撤去や利用

の変更の必要はない。
6 85.7% 48 85.7% 49 87.5% 5 83.3% 2 100.0%

■

低利用化しているが、現在と同様

の利用を継続する（更新・改良・補

修を含む）。

1 14.3% 5 8.9% 4 7.1% 0 0.0% 0 0.0%

■
低利用化しており、再活用（利用変

更等）の構想や計画がある。
0 0.0% 1 1.8% 3 5.4% 0 0.0% 0 0.0%

■

低利用化しており、再活用（利用変

更等）の可能性はあるが検討はし

ていない。

0 0.0% 1 1.8% 0 0.0% 1 16.7% 0 0.0%

■

低利用化しており、再活用（利用変

更等）の可能性が無く、今後も検討

の予定がない。

0 0.0% 1 1.8% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

■ その他 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

合計 7 100% 56 100% 56 100% 6 100% 2 100%

第３種 特定第３種

選択肢

第４種対象施設 第１種 第２種

 
図 1-(2)-2)-34 漁港種別と漁協事務所用地の低利用化の状況と今後の利用について 

 
表 1-(2)-2)-6 各施設用地の再活用の余地があると考えられる割合（緑色のバー、紫

色のバー、水色のバーの合計） 

20.0%

16.7%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

第４種

0.0% 5.4% 5.4% 0.0%

0.0% 23.1% 9.6% 0.0%

漁協事務所用地

14.3% 12.5% 6.0% 0.0%

その他の漁港施設用地

0.0% 11.1% 1.7% 0.0%

加工場用地

0.0% 8.0% 1.8% 0.0%

漁具倉庫用地

16.7% 7.7% 11.7% 50.0%

給油施設用地

20.0% 9.1% 12.5% 0.0%

製氷・貯氷施設用地

11.1% 8.8% 4.8% 0.0%

冷蔵冷凍施設用地

第１種 第２種 第３種 特定第３種

荷さばき所用地　（市場を含む）

対象施設
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⑤漁港機能施設の効率的な配置についての考察 

漁港機能施設の老朽化状況別及び漁港種別別による漁港区域における漁港施

設等の低利用化の状況と今後の利用の違いから、今後の漁港機能施設の効率的な

配置について考察した。 

本調査において対象とした 8 つの漁港機能施設は、その機能から、荷さばき所

（市場を含む）、冷凍冷蔵施設、製氷・貯氷施設、加工場といった水産物の流通

や加工に係る施設、給油施設や漁具倉庫といった準備に係る施設、その他の施設

に大別できる。 

まず、水産物の流通や加工に係る施設については、第１種、第２種、第３種漁

港や老朽化状況が「40 年未満」の施設において、再活用の余地があると考えら

れる割合が大きい。特に、１種漁港においては、他の漁港種別と比較しても割合

が高くなっている。準備に係る施設については、第２種漁港や老朽化状況が「40

年未満」及び「40 年以上」における、再活用の余地があると考えられる割合が

比較的大きいが、流通や加工に係る施設ほどの割合ではなく、今後も利用が継続

されることが主であると考えられる。特に、１種漁港においては全ての漁港にお

いて利用を継続するとの回答である。その他の施設については第２種漁港と第４

種漁港において再活用の余地があると考えられる割合が大きい。 

そのため、今後の漁港施設の効率的な配置としては、水産物の流通や加工に係

る施設については、老朽化が進行した場合には、第１種漁港や第２種漁港、第３

種漁港においては、周囲の漁港において同等の機能を有する施設がある場合には

機能再編を検討することが有効であると考えられる。一方、準備に係る施設につ

いては、どの種別においても老朽化が進行した場合でも利用が継続される可能性

が高いため、機能再編は実施せず、各漁港における機能維持が適切であると考え

られる。 

 

 

 

表 1-(2)-2)-7 漁港種別別の老朽化状況別の漁港の割合 

老朽化状況 第１種 第２種 第３種 第４種 特定第３種

20年未満 0.0% 6.8% 15.2% 0.0% 0.0%

30年未満 11.1% 25.4% 28.8% 12.5% 0.0%

40年未満 66.7% 52.5% 45.5% 62.5% 100.0%

40年以上 22.2% 13.6% 7.6% 25.0% 0.0%

不明 0.0% 1.7% 3.0% 0.0% 0.0%  
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表 1-(2)-2)-8 老朽化状況別の各施設の再活用の余地があると考えられる割合（緑色

のバー、紫色のバー、水色のバーの合計） 

10.9%

20.0%

3.0%

5.9%

16.7%

6.7%

7.7%

0.0%

0.0%

0.0%

13.3%

11.1%

13.8%

10.4%

4.6%

7.4%

0.0%

0.0%

0.0%

5.7%

10.3%

9.7%

6.5%

0.0%

9.1%

9.7%

11.8%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%漁具倉庫

加工場

その他の漁港施設

漁協事務所

荷さばき所　（市場を含む）

冷蔵冷凍施設

製氷・貯氷施設

給油施設

対象施設 20年未満 30年未満 40年未満 40年以上

 
 
 
 

表 1-(2)-2)-9 漁港種別別の各施設の再活用の余地があると考えられる割合（緑色の

バー、紫色のバー、水色のバーの合計） 

0.0%

0.0%

20.0%

16.7%

第４種

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

漁協事務所 0.0% 7.1% 5.4% 0.0%

その他の漁港施設 0.0% 17.6% 9.8% 0.0%

加工場 14.3% 12.5% 4.2% 0.0%

漁具倉庫 0.0% 9.3% 0.0% 0.0%

給油施設 0.0% 7.8% 3.6% 0.0%

製氷・貯氷施設 12.5% 5.9% 10.0% 50.0%

冷蔵冷凍施設 20.0% 9.1% 14.3% 0.0%

荷さばき所　（市場を含む） 11.1% 8.6% 7.9% 0.0%

対象施設 第１種 第２種 第３種 特定第３種
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2)-2 漁港背後における空き家・空き地率について 

①空き家、空き施設率について 

漁港背後における空き家・空き施設率の結果を図 12 に示す。漁港背後全体に

おける空き家・空き施設率では、「5%未満」と回答した漁港が最も多く、全体の

56.9%を占めた。平均値は 7.5%であり、平成 30 年住宅・土地統計調査（総務省

統計局）における平成 30 年の全国の総住宅数に占める空き家の割合は 13.6%で

あるため、漁港背後における空き家・空き施設率は全国と比較して小さい値であ

った。 

また、建物の所有者別の空き家・空き施設率については、民間（個人や企業）

や漁協が所有するものについては平均値が 7.6%、公共が所有する者については

平均値が 6.9%であり、民間（個人や企業）や漁協が所有するものの方が空き家・

空き施設率が高い状況であった。 

 

0%
10%
20%
30%
40%
50%
60%
70%
80%
90%

100%

回
答

し
た

漁
港

の
割

合

漁港背後の空き家・空き施設率

 

漁港数 割合 漁港数 割合 漁港数 割合

■ 5%未満 82 59.0% 47 33.8% 50 36.0%

■ 10%未満 29 20.9% 9 6.5% 4 2.9%

■ 15%未満 13 9.4% 0 0.0% 0 0.0%

■ 20%未満 9 6.5% 2 1.4% 1 0.7%

■ 25%未満 1 0.7% 0 0.0% 0 0.0%

■ 30%未満 2 1.4% 1 0.7% 0 0.0%

■ 40%未満 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

■ 50%以上 3 2.2% 3 2.2% 3 2.2%

合計 139 100% 62 45% 58 42%

漁港背後全体
民間（個人や企業）

や漁協等が所有する

もの

公共が所有するもの対象

選択肢

7.5% 6.9%7.6%
空き家・空き施設率

平均値  
図 1-(2)-2)-35 漁港背後の空き家・空き施設率 
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②空き地率について 

漁港背後における空き家・空き施設率の結果を図 12 に示す。漁港背後全体に

おける空き家・空き施設率では、「5%未満」と回答した漁港が最も多く、全体の

57.6%を占めた。平均値は 10.1%であり、平成 25 年土地基本調査（国土交通省）

における平成 25 年の全国の空き地率は 8.2%であるため、漁港背後における空き

地設率は全国と比較して大きい値であった。なお、漁港背後全体の空き地率が

「50%以上」及び「40%未満」と回答した 9 漁港のうち 5 漁港は岩手県の漁港であ

り、これは、東日本大震災の復興の過程にて一時的に空き地が多くなっているも

のと考えられる。 

また、建物の所有者別の空き地率については、民間（個人や企業）や漁協が所

有するものについては平均値が 10.5%、公共が所有する者については平均値が

8.3%であり、民間（個人や企業）や漁協が所有するものの方が空き家・空き施設

率が高い状況であった。 
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漁港数 割合 漁港数 割合 漁港数 割合

■ 5%未満 80 57.6% 46 33.1% 48 34.5%

■ 10%未満 24 17.3% 10 7.2% 5 3.6%

■ 15%未満 13 9.4% 0 0.0% 2 1.4%

■ 20%未満 9 6.5% 2 1.4% 1 0.7%

■ 25%未満 2 1.4% 0 0.0% 0 0.0%

■ 30%未満 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

■ 40%未満 1 0.7% 0 0.0% 0 0.0%

■ 50%以上 8 5.8% 6 4.3% 4 2.9%

合計 137 99% 64 46% 60 43%

対象 漁港背後全体
民間（個人や企業）

や漁協等が所有する

もの

公共が所有するもの

空き地率平均値 8.3%10.5%10.1%

選択肢

 
図 1-(2)-2)-36 漁港背後の空き地率 
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③漁港の特徴による空き家・空き施設率、空き地率の比較 

漁港背後全体の空き家・空き施設率及び空き地率について、漁港の特徴による

発生状況の違いを比較する為に、漁港種別及び拠点の種類ごとに整理した。 

各漁港種別の漁港数を表に、各拠点の種類の漁港数を表に示す。 

 

表 1-(2)-2)-10 各漁港種別の漁港数 

漁港種別 漁港数

第1種 9

第2種 59
第3種 66
第4種 8
特定第3種 2

合計 144  

 

 

表 1-(2)-2)-11 各拠点の種類の漁港数 

拠点の種類 漁港数

流通拠点 85

生産拠点 59

合計 144  

 

a.漁港種別による比較 

漁港種別別の漁港背後全体の空き家・空き施設率を図 14 に、空き地率を図 15

に示す。漁港種別による差をみると、「5%未満」と回答した漁港の割合は、空き

家・空き施設率及び空き地率共に、第 1 種、第 4 種、特定第 3 種漁港が高く、第

2 種、第 3 種漁港が低くなった。 

漁港種別による平均値の違いをみると、空き家・空き施設率については、第２

種漁港が最も高く、9.8%であった。これは、「5%未満」と回答した漁港の割合が

全漁港種別のなかで最も低かったことと、空き家・空き施設率が「50%以上」で

あると回答した漁港があるのは第２種漁港のみであったことによるものである。 

空き地率についても同様に第２種漁港が最も高く、13.4%であった。なお、漁

港背後全体の空き地率が「50%以上」及び「40%未満」と回答した 9 漁港は第２種

及び第３種漁港であり、これら２種類の漁港種別の空き地率の平均値は全国平均

よりも高い割合となっていた。 
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漁港数 割合 漁港数 割合 漁港数 割合 漁港数 割合 漁港数 割合

■ 5%未満 6 66.7% 32 56.1% 37 58.7% 5 62.5% 2 100.0%

■ 10%未満 2 22.2% 11 19.3% 14 22.2% 2 25.0% 0 0.0%

■ 15%未満 0 0.0% 6 10.5% 6 9.5% 1 12.5% 0 0.0%

■ 20%未満 1 11.1% 4 7.0% 4 6.3% 0 0.0% 0 0.0%

■ 25%未満 0 0.0% 0 0.0% 1 1.6% 0 0.0% 0 0.0%

■ 30%未満 0 0.0% 1 1.8% 1 1.6% 0 0.0% 0 0.0%

■ 40%未満 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

■ 50%以上 0 0.0% 3 5.3% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

合計 9 100% 57 100% 63 100% 8 100% 2 100%

空き家・空き施設率

平均値

第4種

2.5%5.0%

選択肢

6.2%9.8%5.3%

第3種 特定第3種漁港種別 第1種 第2種

 

図 1-(2)-2)-37 漁港種別別の漁港背後全体の空き家・空き施設率 
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漁港数 割合 漁港数 割合 漁港数 割合 漁港数 割合 漁港数 割合

■ 5%未満 7 77.8% 32 56.1% 35 55.6% 4 50.0% 2 100.0%

■ 10%未満 1 11.1% 7 12.3% 14 22.2% 2 25.0% 0 0.0%

■ 15%未満 1 11.1% 4 7.0% 8 12.7% 0 0.0% 0 0.0%

■ 20%未満 0 0.0% 6 10.5% 1 1.6% 2 25.0% 0 0.0%

■ 25%未満 0 0.0% 0 0.0% 2 3.2% 0 0.0% 0 0.0%

■ 30%未満 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

■ 40%未満 0 0.0% 0 0.0% 1 1.6% 0 0.0% 0 0.0%

■ 50%以上 0 0.0% 6 10.5% 2 3.2% 0 0.0% 0 0.0%

合計 9 100% 55 96% 63 100% 8 100% 2 100%

空き地率平均値

選択肢

2.5%7.5%8.6%13.4%4.2%

第4種 特定第3種漁港種別 第1種 第2種 第3種

 

図 1-(2)-2)-38 漁港種別別の漁港背後全体の空き地率 
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b.拠点の種類による比較 

流通拠点と生産拠点に分けた場合の漁港背後全体の空き家・空き施設率を図

16 に、空き地率を図 17 に示す。 

漁港種別による差をみると、「5%未満」と回答した漁港の割合は、空き家・空

き施設率及び空き地率共に、生産拠点の方が低くなった。特に、空き家・空き施

設率については、生産拠点では「5%未満」と回答した漁港の割合が 50%以下とな

っており、回答のあった漁港全体の傾向と比較しても低い割合となった。 

漁港種別による平均値の違いをみると、空き家・空き施設率については、生産

拠点の方が高く、8.1%であった。一方、空き地率については流通拠点のほうが高

く、11.0%であった。 
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漁港数 割合 漁港数 割合

■ 5%未満 54 66.7% 28 48.3%

■ 10%未満 14 17.3% 15 25.9%

■ 15%未満 5 6.2% 8 13.8%

■ 20%未満 4 4.9% 5 8.6%

■ 25%未満 0 0.0% 1 1.7%

■ 30%未満 2 2.5% 0 0.0%

■ 40%未満 0 0.0% 0 0.0%

■ 50%以上 2 2.5% 1 1.7%

合計 81 100% 58 100%

空き家・空き施設率

平均値

選択肢

8.1%7.1%

拠点の種類 流通拠点 生産拠点

 

図 1-(2)-2)-39 拠点別の漁港背後全体の空き家・空き施設率 
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漁港数 割合 漁港数 割合

■ 5%未満 49 60.5% 31 53.4%

■ 10%未満 13 16.0% 11 19.0%

■ 15%未満 7 8.6% 6 10.3%

■ 20%未満 3 3.7% 6 10.3%

■ 25%未満 2 2.5% 0 0.0%

■ 30%未満 0 0.0% 0 0.0%

■ 40%未満 1 1.2% 0 0.0%

■ 50%以上 6 7.4% 2 3.4%

合計 81 100% 56 97%

8.8%11.0%空き地率平均値

選択肢

拠点の種類 流通拠点 生産拠点

 

図 1-(2)-2)-40 拠点別の漁港背後全体の空き地率 
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c.漁港施設の老朽化状況による比較 

漁港施設の老朽化状況と、空き家・空き施設率及び空き地率の相関を確認する

為に、散布図を作成した。 

漁港施設の老朽化が進んでいるほど空き家・空き施設率及び空き地率が高いと

いった相関は見られなかったが、漁港機能施設の平均経過年数が 40 年以上の漁

港では、空き家・空き施設率及び空き地率ともに「15%未満」より大きい割合の

回答は見られなかった。 

なお、漁港機能施設の平均経過年数が 10 年未満の漁港は東日本大震災にて被

災した岩手県、宮城県、福島県の漁港であり、空き家・空き施設率及び空き地率

ともに「25%未満」以上の割合の回答が多くなっている。 
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図 1-(2)-2)-41 漁港施設の老朽化状況と空き家・空き施設率の比較 
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図 1-(2)-2)-42 漁港施設の老朽化状況と空き地率の比較 
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３）水産都市の活性化の取組の必要と考えられる地区の抽出 

（モデル 10 地区の抽出） 

(ア)の（1）で実施した 100 地区アンケート調査の結果から、水産都市の活性化の取組が必要かつ、連携事業実施の可能性があると考

えられるモデル 10 地区を抽出した。下表のとおり抽出した。 

 

表 1-(2)-3)-1 モデル地区候補と 10 モデル地区の抽出表 

番
号

漁港名
漁港
種別

所在地 管理者 拠点
陸揚量
（t/年）

陸揚金額
（百万円/

年）

漁港施設
の整備から
の平均経
過年数

漁港背の
空き家率

漁港背の
空き地率

地域防災
計画上の
位置づけ

都市計画条件

区域区分
用途
地域
指定

都市MP
への位置

づけ

DID
※

立地適正
化計画

1 ア 3 A県 a市 A県 流通 1,562.9 439 33.4 5%未満 15%未満 ○ 市街化区域 あり ○ ○ 作成中

2 イ 3 B県 b市 B県
流通
防災

26,512.9 10,344 30.7 5%未満 5%未満 ○ 非線引き あり ○ × ×

3 ウ 3 B県 c市 B県 流通 1,791 477 32.2 25%未満 10%未満 × 非線引き あり ○ △ ×

4 エ 2 C県 d市 d市 生産 2,516.5 662 38.7 5%未満 5%未満 × 市街化区域 あり ○ △ 作成済

5 オ 2 E県 f町 f町 生産 2,145.1 1,205 38.2 20%未満 20%未満 ○ 非線引き あり ○ △ ×

6 カ 2 F県 g市 F県 生産 1,463 553 52.0 10%未満 10%未満 × 市街化区域 あり ○ ○ 作成済

7 キ 2 G県 h市 h市 流通 2,678.8 1,567 31.1 不明 不明 ○ 非線引き あり × △ 作成済

8 ク 3 G県 i町 G県
流通
防災

11,867.9 7,409 26.0 30%未満 10%未満 ○ 非線引き なし ○ × ×

9 ケ 2 H県 j市 j市 流通 5,782.1 2,269 27.7 15%未満 15%未満 ×
市街化調整
区域

なし ○ △ 作成済

10 コ 3 I県 k市 I県 流通 17,739.1 2,170 36.2 10%未満 5%未満 × 非線引き あり ○ × ×

※○：漁港区域がDID地区に含まれる △：市町内にDID地区がある ×：市町内にDID地区がない
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４）モデル１０地区詳細調査結果 

関係者聞取調査を含むモデル１０地区の現地調査結果を以下に示す。 

4)-1.ア漁港地区（A 県 a 市） 

①地域の水産業・都市計画の概要 

a.水産業の概要 

 ア漁港はかつては外来の近海かつお一本釣りの有数の陸揚げ港として栄えたが、近

年の急激なかつお陸揚量の減少により、過去 20 年間で属地総陸揚量は 13％に、属地陸

揚金額も 18％に激減しており、利用、登録漁船隻数も約 52％、約 49％に減少している。 

 

表 1-(2)-4)-1 主要港勢の推移（ア漁港：第３種） 

現状
平成9年 平成14年 平成19年 平成24年 平成28年 5年変化 10年変化 20年変化

（1997年） （2002年） （2007年） （2012年） （2016年） Ｈ28/Ｈ24 H28/H19 H28/H9
組合員数 （人） 334 285 183 172 155 0.901 0.847 0.464
経営体数 （体） 63 54 20 40 42 1.050 2.100 0.667
さんま （t) 244 413 576 993 250 0.252 0.434 1.025
ひらめ・かれい類 （t) 126 85 139 163 182 1.119 1.306 1.444
かつお類 （t) 3,202 856 274 47 24 0.513 0.088 0.007
いわし類 （t) 133 76 54 71 22 0.311 0.404 0.165
その他魚類 （t) 0 0 34 20 20 0.990 0.588 -

属地量計 （t) 4,949 2,069 1,720 1,682 645 0.383 0.375 0.130
計 （t) 0 0 0 0 0 - - -
計 (百万円) 1,623 739 494 397 297 0.748 0.601 0.183

実隻数 （隻) 205 161 132 120 106 0.883 0.803 0.517
総㌧数 （t) 6,146 4,723 1,620 860 1,209 1.406 0.746 0.197
平均㌧数 （t/隻) 30 29.3 12.3 7.2 11 1.591 0.929 0.380
実隻数 （隻) 144 124 103 80 70 0.875 0.680 0.486
総㌧数 （t) 738 1,082 729 684 716 1.047 0.982 0.970
平均㌧数 （t/隻) 5 8.7 7.1 8.6 10.2 1.196 1.445 1.996

資料 那 湊漁港港勢調査

主要指標
過去20年の推移（5年毎〉 増減傾向

担い手(漁港地区）

魚種別属地陸揚量
（上位5位）

陸上搬入量
　　　属地陸揚金額

漁　船

利用漁船

登録漁船

 
参照：平成 28 年港勢調査 

 
 

 

b.漁港施設の利用状況 

ア漁港の漁港施設の老朽化状況及び利用状況を表に示す。 

ア漁港の漁港施設の平均経過年数は 33.4年であり、冷凍冷蔵施設や製氷・貯氷施設、

加工場といった整備からの経過年数が 5 年の新しい施設もあるが、給油施設やその他

の漁港施設（船舶上下架施設）においては、整備から 50 年が経過している。 

また、利用状況については、荷さばき所において利用が低下し、施設の所要に対し

余剰が生じている状況であるが、その他の施設については、利用に若干の余裕がある

が、利用は低下していない状況であり、老朽化が著しいその他の漁港施設（船舶上下

0

0.2

0.4

0.6

0.8

1

1.2

平成9年 平成14年 平成19年 平成24年 平成28年

経営体数 属地陸揚量 属地陸揚金額

利用漁船隻数 登録漁船隻数

参照：平成 28 年港勢調査 
図 1-(2)-4)-1 主要港勢指数推移 

 
資料-A 県漁港協会ＨＰ 

図 1-(2)-4)-2 ア漁港の概況 
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架施設）においては、所要に対し利用が十分なされている状況である。今後の需要に

ついては、どの施設においても当面は現状の利用が維持されることが想定される。 

 

表 1-(2)-4)-2 ア漁港の漁港施設の老朽化状況及び利用状況 

荷さばき所（市場施設） H2 29 中 低 維持
冷蔵冷凍施設 H26 5 低 中 維持
製氷・貯氷施設 H26 5 低 中 維持
給油施設 S42 52 中 中 維持
給油施設 S42 52 中 中 維持
給油施設 S42 52 中 中 維持
漁具倉庫 H10 21 中 中 維持
漁具倉庫 S57 37 中 中 維持
漁具倉庫 S56 38 中 中 維持
漁具倉庫 S49 45 中 中 維持
加工場 H26 5 低 中 維持
その他漁港施設 S51 43 高 高 維持
その他漁港施設 S40 54 中 中 維持
漁協事務所 H2 29 中 中 維持

平均経過年数＝33.4年

老朽化
状況

経過年数整備年施設の種類
現在の
利用状況

今後の
需要

 
＜凡例＞

・老朽化状況
高＝老朽化が著しい
中＝老朽化しているが、すぐに更新が必要というほどではない
低＝ほとんど老朽化しておらず、当面更新の必要はない

・現在の利用状況
高＝施設の所要に対し、利用が十分なされている状況

（施設が不足している状況も含む）、
中＝施設の所要に対し、利用に若干の余裕がある状況、
低＝利用が低下し、余剰が生じている状況

・今後の需要
増＝現状と比べて今後需要が増加することが想定される場合
維持＝当面は現状の利用が維持されることが想定される場合
減＝現状と比べて今後需要が減少することが想定される場合

 
 

最盛期の陸揚量や利用漁船隻数に対応して、河口部の旧港を起点に大規模な外港整

備が実施されてきたが、現状の港勢からすると、用地や泊地の低・未利用状況が見ら

れる。 

昭和 50 年過ぎくらいから、漁港北側に加工団地が完成し、それまで市街地に分散立

地していた加工場が集約された。 
現在、おさかな市場が立地している場所は、もともと荷捌所があり、背後に仲買人

の荷立場があったところであるが、北側に漁港施設の展開により地方卸売市場が移っ

たため、現在、前面岸壁は特目岸壁となり、岸壁敷と防潮堤を隔てて駐車場（県所有

漁港駐車阿であるが、おさかな市場来訪客用に費用徴収を前提に貸している）、臨港

道路、おさかな市場（もともと市の単独用地で、各量販店事業者に賃貸している）の
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順に配置されている。 
 

c.都市の規模と都市計画要件 

ア漁港(第 3 種：県管理)の立地する a 市は、A 県の県北地域にある市で、平成 6 年

11 月 1 日に l 市とア市が合併して発足した。平成 28 年の人口、世帯数は約 15.6 万人、

6.2 万世帯である。 

ア漁港区域のおさかな市場や地方卸売市場の立地する南側地区は、都市計画市街化

区域の準工業用途地域が指定され、背後地は、第 1 種住居地域を中心に、商業地域、

準工業地域指定が混在している。 
一方、漁港区域北側用地は工業地域指定で、背後は第 1 種住居地域と第 1 種中高層

住居専用地域が混在している。 
残土処理用地については、今のところ具体的利用方針が決定していないこともあり、

地域指定はなく、背後は第 1 種中高層住居専用地域に指定されている。  
漁港背後の空き家率は 5%未満、空き地率は 15%未満であり、漁港周辺の特におさか

な市場背後の第１種住居地域を中心とした区域には、空き家は少ないが、空き地は比

較的見られる。しかし、いずれの空き地も、既に駐車場として利用されている。 
一方、外港整備に合わせて、市場が移転した跡地周辺には、民間事業者によるおさ

かな市場が形成され、年間 100 万人前後の来訪者を呼ぶ市内有数の観光拠点になって

いる反面、旧港周辺の用地不足と背後居住地との近接状況から、観光車両の増加によ

る渋滞や駐車場不足等の問題が顕在化している。 

 

 

 

 

 

 
資料-a 市ＨＰ(常住人口調査) 

      区  分 人　　　　　口１世帯当りの

  年 総  数 人　口

　　Ｈ28 62,025 155,884 2.5

世帯数

表 1-(2)-4)-3 a 市の人口・世帯数 

https://ja.wikipedia.org/wiki/%E8%8C%A8%E5%9F%8E%E7%9C%8C
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%B8%82
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%B9%B3%E6%88%90
https://ja.wikipedia.org/wiki/11%E6%9C%881%E6%97%A5
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%8B%9D%E7%94%B0%E5%B8%82
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E9%82%A3%E7%8F%82%E6%B9%8A%E5%B8%82
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那珂湊漁港
 

図 1-(2)-4)-3 a 市内におけるア漁港の位置 

出典：a 市第２次都市計画マスタープラン（平成 24 年 7 月） 

 

那珂湊漁港

 
図 1-(2)-4)-4 ア漁港周辺の用途地域指定状況 

出典：a 市都市計画図（平成 28 年 3 月） 

 

 

ア漁港周辺地区 

ア漁港 

ア漁港 
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d.活性化の状況 

漁港区域の南側の岸壁には、おさかな市場が立地している。おさかな市場には 12 店

の飲食店及び鮮魚店が軒を連ねており、新鮮な魚介類を低価格で販売する量販店街と

して人気があり、近年来訪者数が 100 万人超/年を数え､a 市有数の観光拠点となってい

る。なお、各店舗で取り扱われている魚介類については地元産のものは少なく、重量

にて約 2 割と考えられる。 

 

②地域活性化に係る将来構想 

現在は、当該箇所（漁港周辺）の活性化に向けた協議会などは動いていない。 
一方、漁港区域とは別に、県及び a 市、m 町等を構成メンバーとして、海と観光をテ

ーマとした地域振興策について今年から議論が開始された。ただし、主な対象地区は、

「m 町の海浜」と「a 市の国営公園周辺」であり、その中間に位置するア漁港地区は、

現時点では、はっきりした位置付けがない。 
本構想と連携により、漁港用地の活用や漁港区域の活性化に関連付けるため、水産

部局から積極的に売り込んでいく必要があると考えている。なお、構想事務局では、

水産部局との連携希望があり、今後は次期整備計画とも関連するので、今後はア漁港

用地の活用方法についても水産部局側から積極的に提案したいと考えている。 
A 県（水産振興課）が事務局の「臨港道路協議会」（A 県、a 市(水産課)、おさかな

市場量販店事業者、地元県議等が構成メンバー）があり、おさかな市場に面する臨港

道路の使用方法の改善を主として年 1 回程度協議の場を持っている。具体的には、「お

さかな市場に隣接する漁港区域内の県営駐車場の利用方法及び改善要望」、「観光客

用のトイレ設置要望」等が主な議題である。 
 
 

③地域活性化のための課題 

問題が生じているのは、特に、JR の駅からおさかな市場付近の漁港駐車場に至る道

路での渋滞である。来訪者の 9 割は自家用車又は観光バス利用であり、平成 27 年から

平成 30 年の漁港駐車場の年間平均駐車台数は、普通車が 431,778 台、中型車（定員

11～29 人）が 474 台、大型車（定員 30 人以上）が 299 台である。特に、ゴールデン

ウイークやお盆、年末には集客が集中し大規模な渋滞が発生しており、a 市が高速道路

の I.C から国道を通りおさかな市場に向かう 5km 程のルートにおける所要時間を実走

により検証したところ、渋滞によって約 5 時間半の時間がかかった。更に、来訪者使

用車両の目的地となるおさかな市場が、道路の突き当りに位置する構造であることか

ら、当該道路に車両の流れが集中する。 
a 市では、a 市が事務局となった周辺主要道路の渋滞対策に関する協議会（おさかな

市場周辺渋滞対策連絡会）を年 2 回開催し、対応を協議している。A 県では、駐車場

出口の混雑解消と車の流れをスムーズにするため、臨港道路の一方通行化を検討し、

その試行を行ったうえで、令和元年 10 月末から一方通行規制が開始された。 
その他、①臨時駐車場の確保、②迂回ルートの設置（平成 27 年度以降、インターチ

ェンジからおさかな市場に向かうまでの３箇所で渋滞ルートを避けるための迂回ルー

トをドライバーに提示する取組みを実施）、③交通誘導員の配置、④迂回ルートマッ

プの配布などを実践している。しかし、未だ問題解消に至っておらず、①必要十分な

臨時駐車場の確保、②公共交通機関の利用促進などが課題となっている。 
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【地域活性化に係る利用の構想や可能性】
残土処理護岸に整地していない用地（※市
街化調整区域）があり、当該箇所を活性化
することについて、町や民間などと協議を
進めている。ここに投入できる補助などが
あると良いと考えている。

【漁港及び漁港周辺道路の問題】
観光客と一般住民の導線が混在。住宅街なの
で道路拡幅は厳しいと考えている。
岸壁背後や漁港を駐車場（下図点線部分）と
しているが、そこの位置関係も要因。現在工
夫はしているが、問題解消に至っていない。

ア漁港

 

図 1-(2)-4)-5 ア漁港における地域活性化のための課題 
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図 1-(2)-4)-6 平成 27 年から平成 30 年の駐車場の平均月間利用台数（普通車） 
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図 1-(2)-4)-7 平成 27 年から平成 30 年の駐車場の平均月間利用台数（中型車・大型車） 
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図 1-(2)-4)-8 平成 27 年から平成 30 年のピーク時における駐車場平均利用台数（普通

車） 

 
④連携施策による課題の解決手法 

a.解決の方針 

ア漁港における今後の地域活性化にあたっては、既存の観光拠点であるおさかな市

場周辺の道路交通問題及び背後居住地域の環境保全、現在整備中で都市計画用途地域

指定のない残土処理用地の有効活用が課題である。このため、残土処理用地に観光交

流拠点を整備し、おさかな市場の一部店舗を移転させる手法について検討する。 
残土処理用地は、おさかな市場の一部店舗の移転、駐車場の整備を行うことで観光

交流拠点としての機能を持たせ、m 町から国営公園へ至る既存の観光動線における立ち
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寄り地としての位置づけを目指す。観光客を分散させることで周辺道路の渋滞を緩和

するとともに、出店者においては、１店舗あたりの売り場面積が広くなることによる

売上増加の効果が期待される。 
従来のおさかな市場における駐車場の確保にあたっては、漁港周辺の空き地や、住

宅地内に点在している駐車場を集約して駐車場用地を確保し、大型の駐車場の整備を

検討する。 
また、漁港北側の泊地では低利用化している水面や岸壁を再活用し、漁業体験を実

施することで集客の場として機能させる。 
さらに、防災対策として、現在でも高台となっている残土処理用地を避難広場とし

て整備し、漁業体験に訪れた観光客等の避難所として機能させる。また、L1 津波や高

潮・波浪への対策にあたり、おさかな市場全面の漁港駐車場と岸壁の間において、1.2m
高さの防潮堤の整備が検討されている。これと合わせ、おさかな市場近辺における避

難施設の整備について検討する。 
 

 

図 1-(2)-4)-9 開発イメージの検討 

 

b.具体的な手法 

駐車場や空地を集約して大規模化するためには、集約しようとする位置付近の住

宅等の建築物の建て替え時期に、その敷地と他の駐車場や空き地を交換したうえで、

他の位置で建て替えをしてもらう方法がある。 

交換にあたっては、所得税法第 58 条による資産の「等価交換」を活用することに

より、所得税の非課税の特例の適用を受けることができる。同条の適用要件は、①1

年以上所有していた固定資産(流動資産は不可)、②交換のために取得した資産でな

いこと、③交換後に同一用途に供すること、④交換資産の差額の金額が多い方の資

産の金額の 100 分の 20 以下であること、⑤確定申告書に同条の規定の適用を受ける

旨記載すること、となっている。 
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所得税法 

（固定資産の交換の場合の譲渡所得の特例）  
第五十八条 居住者が、各年において、一年以上有していた固定資産で次の各号に

掲げるものをそれぞれ他の者が一年以上有していた固定資産で当該各号に掲げる

もの（交換のために取得したと認められるものを除く。）と交換し、その交換によ

り取得した当該各号に掲げる資産（以下この条において「取得資産」という。）を

その交換により譲渡した当該各号に掲げる資産（以下この条において「譲渡資産」

という。）の譲渡の直前の用途と同一の用途に供した場合には、第三十三条（譲渡

所得）の規定の適用については、当該譲渡資産（取得資産とともに金銭その他の資

産を取得した場合には、当該金銭の額及び金銭以外の資産の価額に相当する部分を

除く。）の譲渡がなかつたものとみなす。  
一 土地（建物又は構築物の所有を目的とする地上権及び賃借権並びに農地法（昭

和二十七年法律第二百二十九号）第二条第一項（定義）に規定する農地（同法第四

十三条第一項（農作物栽培高度化施設に関する特例）の規定により農作物の栽培を

耕作に該当するものとみなして適用する同法第二条第一項に規定する農地を含

む。）の上に存する耕作（同法第四十三条第一項の規定により耕作に該当するもの

とみなされる農作物の栽培を含む。）に関する権利を含む。）  
(中省) 
２ 前項の規定は、同項の交換の時における取得資産の価額と譲渡資産の価額との

差額がこれらの価額のうちいずれか多い価額の百分の二十に相当する金額を超え

る場合には、適用しない。 

３ 第一項の規定は、確定申告書に同項の規定の適用を受ける旨、取得資産及び譲

渡資産の価額その他財務省令で定める事項の記載がある場合に限り、適用する。 

(以下省略) 
 

 

図 1-(2)-4)-10 おさかな市場背後地における民間時間貸し駐車場と空き地の分

布状況 

https://elaws.e-gov.go.jp/search/elawsSearch/elaws_search/lsg0500/327AC0000000229_20191101_501AC0000000012
https://elaws.e-gov.go.jp/search/elawsSearch/elaws_search/lsg0500/327AC0000000229_20191101_501AC0000000012#7
https://elaws.e-gov.go.jp/search/elawsSearch/elaws_search/lsg0500/327AC0000000229_20191101_501AC0000000012
https://elaws.e-gov.go.jp/search/elawsSearch/elaws_search/lsg0500/327AC0000000229_20191101_501AC0000000012#365
https://elaws.e-gov.go.jp/search/elawsSearch/elaws_search/lsg0500/327AC0000000229_20191101_501AC0000000012#365
https://elaws.e-gov.go.jp/search/elawsSearch/elaws_search/lsg0500/327AC0000000229_20191101_501AC0000000012
https://elaws.e-gov.go.jp/search/elawsSearch/elaws_search/lsg0500/327AC0000000229_20191101_501AC0000000012#7
https://elaws.e-gov.go.jp/search/elawsSearch/elaws_search/lsg0500/327AC0000000229_20191101_501AC0000000012
https://elaws.e-gov.go.jp/search/elawsSearch/elaws_search/lsg0500/327AC0000000229_20191101_501AC0000000012#365
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図 1-(2)-4)-11 Ａの建物の建替え時期におけるＢとの敷地交換 

 

 

図 1-(2)-4)-12 Ｃの建物の建替え時期におけるＤとの敷地交換 

 

 

図 1-(2)-4)-13 集約された駐車場や空き地 

 

この等価交換の方法は、土地の１対１の交換の場合には効果的であるが、同時に

多数の土地の交換を行ったうえで整形化をともなうような場合には、敷地整序型土

地区画整理事業を活用することが効果的である。大都市の中心部では、敷地整序型

土地区画整理事業の活用により駐車場や空地を集約し、マンションの敷地やオフィ

スビルの敷地を創出している事例があり、ア漁港周辺の市街地のように戦災復興土

地区画整理事業により都市基盤が整備済となっている市街地では、きわめて有効な

手法である。 
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4)-2.イ漁港地区（B 県 b 市） 

①地域の水産業・都市計画の概要 

a.水産業の概要 

b 市の中心市街地を背後に控えるイ漁港(第 3 種：県管理)は、古くから生鮮かつおの

陸揚港として知られ、その陸揚量は全国上位であり、平成 28 年時点の属地総陸揚量は

かつお、まぐろ類を中心に 20,881 ㌧で、過去 20 年間の属地陸揚量推移は約 79％にと

どまり、同陸揚金額はほぼ変化無く推移している。 

また、利用漁船隻数の減少も 20 年間推移で約 8 割にとどまっている反面、漁港地区

内の経営体数や登録漁船隻数は 6～7 割とやや減少傾向が大きく、外来かつお・まぐろ

漁船の全国的陸揚げ漁港として、従前の港勢を比較的維持していると言えよう。 

 

表 1-(2)-4)-4 主要港勢の推移（イ漁港：第３種） 

現状
平成9年 平成14年 平成19年 平成24年 平成28年 5年変化 10年変化 20年変化

（1997年） （2002年） （2007年） （2012年） （2016年） Ｈ28/Ｈ24 H28/H19 H28/H9
組合員数 （人） 402 364 337 311 286 0.920 0.849 0.711
経営体数 （体） 85 81 73 66 61 0.924 0.836 0.718
かつお類 （t) 19,342 10,852 8,429 8,372 11,691 1.396 1.387 0.604
まぐろ類 （t) 0 0 24,226 17,782 8,655 0.487 0.357 -
かじき類 （t) 49 73 290 238 178 0.748 0.614 3.633
さんま （t) 527 93 99 210 81 0.385 0.818 0.154
きんめだい （t) 40 97 145 87 76 0.870 0.524 1.900

属地計 （t) 26,517 17,569 33,382 26,852 20,881 0.778 0.626 0.787
計 （t) 0 0 0 0 0 - - -
計 (百万円) 8,614 6,372 9,791 9,564 8,820 0.922 0.901 1.024

実隻数 （隻) 295 252 383 238 261 1.097 0.681 0.885
総㌧数 （t) 12,040 13,917 9,984 11,357 12,700 1.118 1.272 1.055
平均㌧数 （t/隻) 40.8 55.2 26.1 47.7 48.7 1.020 1.867 1.192
実隻数 （隻) 95 87 80 73 61 0.836 0.763 0.642
総㌧数 （t) 262 233 233 216 189 0.875 0.811 0.721
平均㌧数 （t/隻) 2.8 2.7 2.9 3.0 3.1 1.047 1.064 1.123

資料 勝浦漁港港勢調査

主要指標
過去20年の推移（5年毎〉 増減傾向

担い手(漁港地区）

魚種別属地陸揚量
（上位5位）

陸上搬入量
　　　属地陸揚金額

漁　船

利用漁船

登録漁船

 
参照：平成 28 年港勢調査 

 
 
b.漁港施設の利用状況 

イ漁港の漁港施設の老朽化状況及び利用状況を表に示す。 

イ漁港の漁港施設の平均経過年数は 30.7年であり、老朽化が著しい施設が多数ある。

しかし、利用状況については、全ての施設において所要に対し利用が十分なされてい

る状況である。今後の需要については、荷さばき所、冷凍冷蔵施設、製氷・貯氷施設

は現状と比べて今後需要が増加することが想定されており、その他の施設においても

参照：平成 28 年港勢調査 
図 1-(2)-4)-14 主要港勢指数推移(イ漁港） 
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平成9年 平成14年 平成19年 平成24年 平成28年

経営体数 属地陸揚量 属地陸揚金額

利用漁船隻数 登録漁船隻数 資料-B 県ＨＰB 県の漁港(県管理漁港) 

図 1-(2)-4)-15  イ漁港の概況 
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当面は現状の利用が維持されることが想定されている。 

 

表 1-(2)-4)-5 イ漁港の漁港施設の老朽化状況及び利用状況 

荷さばき所（市場施設） S39 55 高 高 増
荷さばき所（市場施設） S53 41 中 高 増
荷さばき所（市場施設） H20 11 高 高 増
冷凍冷蔵施設 H22 9 低 高 増
製氷・貯氷施設 S54 40 低 高 増
給油施設 S56 38 高 高 維持
給油施設 S56 38 高 高 維持
給油施設 S56 38 高 高 維持
給油施設 H9 22 中 高 維持
給油施設 H9 22 中 高 維持
漁具倉庫 S49 45 高 高 維持
漁具倉庫 H8 23 高 高 維持
その他漁港施設 H14 17 高 高 維持

平均経過年数＝30.7年

老朽化
状況

経過年数整備年施設の種類
現在の
利用状況

今後の
需要

＜凡例＞
・老朽化状況

高＝老朽化が著しい
中＝老朽化しているが、すぐに更新が必要というほどではない
低＝ほとんど老朽化しておらず、当面更新の必要はない

・現在の利用状況
高＝施設の所要に対し、利用が十分なされている状況

（施設が不足している状況も含む）、
中＝施設の所要に対し、利用に若干の余裕がある状況、
低＝利用が低下し、余剰が生じている状況

・今後の需要
増＝現状と比べて今後需要が増加することが想定される場合
維持＝当面は現状の利用が維持されることが想定される場合
減＝現状と比べて今後需要が減少することが想定される場合

 
 

c.都市の規模と都市計画要件 

イ漁港の立地する、b 市は、B 県南東部に位置し、海域公園と海岸部は国定公園に指

定されている。快水浴場百選、日本の水浴場 88 選、日本の渚百選に選定され、透明な

水質の海水浴場で知られるリゾート地でもある。平成 28 年の人口、世帯数は約 4.7 万

人、約 2.0 万世帯である。 

イ漁港区域は、都市計画市街化区域の準工業用途地域が指定され、背後地は、近隣

商業地域や商業地域に指定されている。 
漁港背後の空き家率は 5%未満、空き地率は 5%未満であり、空き家や空き地はある

ものの、所有者が b 市から離れている箇所も多く、取り壊しも出来ない状況なので、

空き家や空き地を利用した取り組みが進み難い状況である。 
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図 1-(2)-4)-16 b 市内におけるイ漁港の位置 

出典：b 市都市計画マスタープラン（平成 26 年 3 月 b 市）  

      区  分 人　　　　　口１世帯当りの

  年 総  数 人　口

　　Ｈ28 8,694 18,672 2.1

世帯数

  資料－b 市ＨＰ（常住人口調査）  

表 1-(2)-3)-6 b 市の人口・世帯数 

イ漁港 
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図 1-(2)-4)-17 イ漁港周辺の用途地域指定状況 

出典：b 市都市計画図（b 市） 

 

d.活性化の状況 

イ漁港周辺では、b 市の観光の目玉である日本三大朝市に数えられる朝市が毎日開か

イ漁港 
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れている。朝市では地元の新鮮な魚介類や野菜、雑貨等が販売されており、観光客の

人気を集めている。しかし、近年は観光客数が伸び悩んでおり、平成 26 年には年間

202,000 人訪れていた観光客が平成 30 年には 108,000 人となり、半減している状況で

ある。 

 
②地域活性化に係る将来構想 

b 市では、平成 29 年に「観光戦略書」を策定している。この中で、市民に対して実

施した観光客を増やすために行うべきだと思うことについてのアンケートの結果では、

「朝市の充実」、「駐車場の充実」、「地元の特産を活かした食事・お土産の提供」、

「観光施設や商業施設の整備、充実」、「鮮魚やおいしい魚、かつお等の提供を PR」

との回答が多く挙げられている。また、b 市の観光における強みを把握するための市民

と市内への宿泊者を対象としたアンケートの結果では、市民が観光資源・魅力として

市外の人にお勧めしたいものとして回答率が高かったカツオや神社（イ漁港から徒歩

５分ほどにある神社）は宿泊者の接触率（これまでに観光・体験・購入したことがあ

る割合）が低く、b 市の強みである観光資源が活かしきれていない現状が明らかとなっ

た。  
また、b 市の水産振興を図るにあたり、現在、市内の漁港に陸揚げされた水産物は８

市場に分散していることから、市場の統合に向けて周辺漁港からイ漁港に水揚物を集

約して市場取引を活性化するとともに、流通機能の効率化・合理化を図っているとこ

ろである。 拠点となるイ漁港については、荷さばき所等の陸上施設の老朽化や能力不

足が顕在化していることから、食の安全・安心に対応した高度な品質衛生管理型施設

に再整備するとともに、大型化している外来船の受入が可能となるよう、泊地・岸壁

等の漁港整備を予定している。なお、全国の新設の衛生管理型市場では、施設内に見

学通路を設けている例もあるが、イ漁港では予算やスペースもあり生産優先で整備す

ることとし、そういった観光客向けの施設整備は行わないこととしている。 
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図 1-(2)-4)-18 b 市民が推奨する b 市の観光資源・魅力と宿泊者の接触率 

出典：b 市の観光戦略書（平成 29 年 3 月 b 市） 

 

③地域活性化のための課題 

今後、イ漁港周辺の活性化を進めるにあたっての課題としては、朝市の集客を増や

すにあたり、現在、漁港近くの市営駐車場から観光客が朝市会場に向かう際に通る道

路に歩道がないことが挙げられる。この道路は水産物を運搬するトラックも通行する

道路であり、特に 4～6 月のカツオの時期になるとトラックの通行量が増えるため、歩

行者の安全性が懸念される。 
また、観光バスが通行可能な道路が限られることや、食事等のために大人数を受入

られる施設が少ないことから、団体客の受入が難しいといった課題がある。 
水産振興に係る課題としては、漁港施設用地が手狭であり、大型トラックが転回で

きるスペースが少ないことや、漁港利用者の駐車スペースが十分でないことが挙げら

れる。これらは、品質衛生管理型施設の整備後の市場統合により取扱量が増えた場合

にはさらに重要度が増す課題である。 

b 市 

b 市 
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⑤駅と漁港の
歩行者アク
セスルート
の未整備

①カツオ等売
上繁忙期に
おける貨物
交通と生活
交通の輻輳

②朝市来訪者の
既存駐車場
と会場への
歩行者アク
セス路

④漁港区域への来
訪者の歩行空間
の未整備

③漁港周辺の駐
車場の不足

駅

市営駐車場

朝市

 
図 1-(2)-4)-19 現況・課題図 

 

④連携施策による課題の解決手法 

イ漁港周辺における地域活性化及び水産振興に係る課題を解決するために、朝市へ

訪れる観光客のアクセスルートの整備、朝市と既存の観光資源（市民の推奨以降の高

い神社等）をつなぎ観光客の滞留時間を長くするための散策路の整備、今後イ漁港に

おける水産物の取扱量が増加することを踏まえたトラックや漁港利用者の車両の動線

の整理の実施を検討する。 
具体策としては、まずは、市営駐車場から朝市会場へ至るまでのアクセスルートに

ついては、漁港事業によって道路の拡幅を行い、車歩道の分離を行う。また、水産物

運搬トラックの通行を円滑にするためには、背後の空き地空き家を土地区画整理によ

り集約し、駐車場や道路（転回スペース）を確保する。そして、漁港周辺での魅力を

創出し、朝市の来訪者が回遊できる散策路を整備する。 
これによって、朝市や歴史的資産等を活用した中心市街地のまちづくりと連携した、

漁港地区の魅力を向上による地域全体のボトムアップを図り、来訪者の増加や滞留時

間の延伸等による活性化を図る。 
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地区の対応方策
《目標》
■朝市や歴史的資産等を活用した中心市街地のまちづくりと連携した、漁港地区

の魅力化の向上による活性化

《まちづくりの連携施策》
・まち中と漁港地区のそれぞれの既存ストックを活用し、魅力拠点機能を相互に

高め、地域全体のボトムアップを図り、来訪者の増加や滞留時間の延伸等によ
る活性化を図るための連携施策

①－ロ）

＜参考＞都市計画ＭＰにおけるイ地区のまちづくり方針（平成26年3月）
①都市の中心地区にふさわしい賑わいと魅力ある中心市街地、中心商業地の形成
・都市レベルの都市機能が集積するＪＲ駅東側の勝浦中心市街地について、既存の行政
サービス機能、文化機能等の都市機能の集積を活かしながら、商業サービス機能や福祉
機能の一層の充実・強化を図り、高齢社会の中心市街地にふさわしく高齢者等にとって
も便利で使いやすく魅力的な市街地の形成を進めます。

・また、交流人口の増加を図るとともに、それを地域経済の活性化に繋げるため、県下有
数の水揚げ高を誇りブランド化した水産物等の「食」を新鮮でリーズナブルな価格で提
供する場として、地域振興施設等（観光情報施設、シーフードレストラン、海産物販売
所、観光周遊ミニバスターミナル）を市場周辺の市街地の中心部に配置するよう検討し
ます。

施策①
来訪者の交通
アクセス機能
の向上

イ）鉄道利用による来訪者
を誘導する歩行者アク
セスルートの確保

・駅とまち中をつなぐ歩行ルート
・駅と漁港をつなぐ歩行ルート

ロ）自動車利用による来訪
者への駐車場及び大型
バス動線の確保

・国道297号等幹線道路による来訪者への
漁港後背地に駐車場及び漁港に至る大
型バスルードの整備

・漁港後背地の空地等の集約化による駐
車場整備

施策②
まち中と漁港
地区を回遊す
る歩行ルート
の確保

イ）まち歩きをネットワー
クする歩行ルート

・朝市のみならずまち中にある歴史的資
産を巡る「まち歩き」と連携した漁港
地区の歩行ルート

ロ）現駐車場と漁港地区を
つなぐ歩道空間の確保

・現駐車場と漁港をつなぐ道路の歩道整
備による歩行者交通の安全性の確保

施策③
漁港地区にお
ける魅力拠点
の向上

イ）高度衛生管理型荷捌き
施設整備にあわせ、勝
浦ブランドの拡大普及

・漁港関連施設を活用した直販売

ロ）漁港地区における由来
のある建築物のリノ
ベーション活用

・現存する漁港関連の歴史的建築物を活
用した交流空間化

駅

＜図＞地区の対応方策

①－イ）

③－ロ）

③－イ）

②－ロ）

②－イ）

【まち歩きマップ】

【歴史的建築物】

☆

★

☆ ★

 
 

図 1-(2)-4)-20 開発イメージの検討 

 

具体的な連携施策の考え方

①地区の課題
（道路関連）

・来訪者（観光客）が駐車場から漁港へ至るアクセス道路で、ト
ラック等貨物自動車と輻輳

・漁港周辺での自動車アクセス道路や駐車場の不足
（地域活性化関連）

・漁港の魅力不足による来訪者の集客力の弱さ

②まちづくりの課題
（地域活性化関連）

・朝市への来訪者を漁港と連携した回遊ネットワークにより、まち
なかの集客性を高める

・そのための自動車交通と歩行者の安全性の確保

【現状】

■来訪者の安全性を確保する道路整備と回遊歩行
ネットワークの整備

・駐車場から漁港へ至る道路のトラックと観光客の輻輳
・漁港周辺での駐車場及び道路不足
・漁港を活用した活性化

Ａ．漁港事業で車歩道の分離
Ｂ．背後の空き地空き家を土地区画整理により集約した駐車場や道路

（転回スペース）を確保
Ｃ．漁港周辺での魅力を創出、朝市来訪者が回遊できる散策路整備

【具体的な解決策】

☆

★

Ｂ
背後の空き
地空き家を
土地区画整
理により集
約した駐車
場や道路
（転回ス
ペース）を
確保

Ｃ
漁港周辺での魅力を創出、朝市
来訪者が回遊できる散策路整備

Ａ
漁港事業で車歩
道の分離

 

図 1-(2)-4)-21 具体的な連携施策の考え方 
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4)-3.ウ漁港地区（B 県 c 市） 

①地域の水産業・都市計画の概要 

a.水産業の概要 

都市計画区域指定の市街地を背後に控えるウ漁港（第３種：県管理）は、c 市の北部

に位置する。ウ漁港の港勢を概観すると、他事例漁港と異なり、巾着網によるいわし

類、さば類、ぶり類の漁獲が順調で、属地陸揚量、同金額共に、過去 20 年間順調な伸

びを見ている。 

一方、経営体数、利用・登録漁船隻数は、過去 20 年間で、65％、66％、66％とやや

減少傾向を示しているが、基本的には、最盛期の港勢を比較的維持している漁港と言

える。 

表 1-(2)-4)-7 主要港勢の推移（ウ漁港：第３種） 

現状
平成9年 平成14年 平成19年 平成24年 平成28年 5年変化 10年変化 20年変化

（1997年） （2002年） （2007年） （2012年） （2016年） Ｈ28/Ｈ24 H28/H19 H28/H9
組合員数 （人） 456 273 304 172 273 1.587 0.898 0.599
経営体数 （体） 85 82 66 38 55 1.447 0.833 0.647
いわし類 （t) - - 362 585 1,055 1.803 2.914 -
さば類 （t) 74 84 305 178 467 2.624 1.531 6.311
ぶり類 （t) 40 24 64 413 385 0.932 6.016 9.625
あじ類 （t) - 1 426 178 129 0.725 0.303 -
たちうお （t) 15 3 0 1 92 92.000 - 6.133

属地計 （t) 787 810 1,493 1,784 2,458 1.378 1.646 3.123
計 （t) 0 0 - 0 0 - - -
計 (百万円) 370 308 444 414 594 1.435 1.338 1.605

実隻数 （隻) 170 146 127 113 112 0.991 0.882 0.659
総㌧数 （t) 1,904 831 870 642 563 0.877 0.647 0.296
平均㌧数 （t/隻) 11.2 5.7 6.9 5.7 5.0 0.885 0.734 0.449
実隻数 （隻) 118 126 103 82 78 0.951 0.757 0.661
総㌧数 （t) 378 378 420 330 324 0.982 0.771 0.857
平均㌧数 （t/隻) 3.2 3.0 4.1 4.0 4.2 1.032 1.019 1.297

資料 船 漁港港勢調査

主要指標
過去20年の推移（5年毎〉 増減傾向

担い手(漁港地区）

魚種別属地陸揚量
（上位5位）

陸上搬入量
　　　属地陸揚金額

漁　船

利用漁船

登録漁船

 
参照：平成 28 年港勢調査 

 

 

 

b.漁港施設の利用状況 

ウ漁港の漁港施設の老朽化状況及び利用状況を表に示す。 

ウ漁港の漁港施設の平均経過年数は 32.2年であり、老朽化が著しい施設が多数ある。

利用状況については、所要に対し利用が十分なされている施設も多いが、給油施設、

その他の漁港施設（漁船のための給水、給氷及び給電施設）、漁協事務所は利用が低下

参照：平成 28 年港勢調査 
 図 1-(2)-4)-22 主要港勢指数推移(ウ漁港） 
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3.5

平成9年 平成14年 平成19年 平成24年 平成28年

経営体数 属地陸揚量 属地陸揚金額

利用漁船隻数 登録漁船隻数
資料-B 県ＨＰB 県の漁港(県管理漁港) 

図 1-(2)-4)-23  ウ漁港の概況 
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している施設もある。今後の需要についても、漁協事務所以外の利用が低下している

施設については今後の需要の減少が想定されている。 

 

表 1-(2)-4)-8 ウ漁港の漁港施設の老朽化状況及び利用状況 

荷さばき所（市場施設） S42 52 高 高 維持
荷さばき所（市場施設） S43 51 高 高 維持
製氷・貯氷施設 S61 33 中 高 維持
製氷・貯氷施設 H9 22 中 高 維持
給油施設 S49 45 高 中 維持
給油施設 S51 43 高 低 減
給油施設 S57 37 高 低 減
給油施設 S62 32 高 低 減
漁具倉庫 S46 48 高 高 維持
漁具倉庫 S48 46 高 高 維持
漁具倉庫 S52 42 高 高 維持
漁具倉庫 H3 28 高 高 維持
漁具倉庫 H17 14 高 高 維持
漁具倉庫 H24 7 高 高 維持
その他漁港施設 S42 52 施設なし
その他漁港施設 S52 42 高 低 減
その他漁港施設 S58 36 中 高 維持
その他漁港施設 S59 35 高 低 減
その他漁港施設 H2 29 高 中 維持
その他漁港施設 H14 17 高 高 維持
その他漁港施設 H19 12 低 高 維持
その他漁港施設 H20 11 低 高 維持
漁協事務所 S54 40 高 高 維持
漁協事務所 H2 29
漁協事務所 H3 28
漁協事務所 H24 7 高 低 維持

平均経過年数＝32.2年

整備年 経過年数
老朽化
状況

施設の種類
現在の
利用状況

今後の
需要

 
＜凡例＞

・老朽化状況
高＝老朽化が著しい
中＝老朽化しているが、すぐに更新が必要というほどではない
低＝ほとんど老朽化しておらず、当面更新の必要はない

・現在の利用状況
高＝施設の所要に対し、利用が十分なされている状況

（施設が不足している状況も含む）、
中＝施設の所要に対し、利用に若干の余裕がある状況、
低＝利用が低下し、余剰が生じている状況

・今後の需要
増＝現状と比べて今後需要が増加することが想定される場合
維持＝当面は現状の利用が維持されることが想定される場合
減＝現状と比べて今後需要が減少することが想定される場合
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c.都市の規模と都市計画要件 

ウ漁港の立地する c 市は、B 県南部に位置し、準商業中心都市および観光圏の観光都

市でもある。海岸部は国定公園に指定されている。平成 28 年の人口、世帯数は約 4.7

万人、約 2.0 万世帯である。 

漁港背後の空き家率は 25%未満、空き地率 10%未満であり、空き家率が高くなって

いる。 

 
 

 

図 1-(2)-4)-24 c 市内におけるウ漁港の位置 

出典：c 市都市計画マスタープラン（平成 21 年 4 月 c 市）  

      区  分 人　　　　　口１世帯当りの

  年 総  数 人　口

　　Ｈ28 20,299 47,094 2.3

世帯数

資料-c 市ＨＰ（常住人口調査）  

表 1-(2)-4)-9 c 市の人口・世帯数 

ウ漁港 
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図 1-(2)-4)-25 ウ漁港周辺の用途地域指定状況 

出典：c 市都市計画図（c 市） 

 

d.活性化の状況 

漁港の立地する湾は、国定公園指定区域内にあり、静穏な海面を持ち、春から夏に

かけ漁港周辺は、ヨット、ウインドサーフィン等を楽しむ観光客で賑わいを見せてお

り、漁港内での直販施設の整備など６次産業振興に向けた議論もなされている。 

 

②地域活性化に係る将来構想 

c 市の都市計画マスタープラン（平成 21 年 4 月）においては、ウ漁港周辺は、住宅が密

集した区域においてゆとりある良好な住居観光を形成するために必要な都市計画制度の検

討が適用されている。また、ウ漁港については、地域活性化に向けた漁港及び直売施設の

機能向上、遊休施設の活用方策等について地元住民や関係機関との調整を行うことが記載

されている。 

また、市内に立地する特定地域振興重要港湾である c 港においては、国土交通省・B 県・

c 市共同で策定した「港湾振興ビジョン」（平成 14 年 3 月）に基づき、みなとまちづくり

が進められており、港湾振興ビジョンにおける地域振興方策実現のために湾及び背後のま

ちづくりを一体的に検討した c 市をはじめとする周辺地域の活性化を見据えた総合的なビ

ジョンが策定された。 

https://www.city.tateyama.chiba.jp/minato/page000028.html
https://www.city.tateyama.chiba.jp/minato/page000028.html
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このビジョンでは戦略プロジェクトが 7 つ示されており、この戦略プロジェクトのひと

つとして、「ウ漁港・ウ地区活性化プロジェクト」がある。このプロジェクトでは、I.C か

ら国道を通り c 市中心市街地方面へ向かう従来の自動車の動線を、当地区から港へ続く海

岸沿いへと引き込むために、当地区を当湾北端部の拠点と位置付けて、飲食・物販・各種

情報発信機能の強化や漁港施設用地の有効利用、プレジャーボートの保留保管、クルージ

ングポイント等について検討する仕組みをつくることとしている。 

 

図 1-(2)-4)-26 都市計画マスタープランにおけるウ漁港の位置づけ 

 

ウ

ウ

ウ

B
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ウ

 
図 1-(2)-4)-27 振興ビジョンにおける「ウ漁港・ウ地区活性化プロジェクト」の概

要 
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③地域活性化のための課題 

上記の「ウ漁港・ウ地区活性化プロジェクト」における検討体制での検討項目は、市街

地への自動車の流れを海岸沿いに引き込むための魅力づくりが主であるが、実際に I.C か

らウ地区へとアクセスするための道路については、プロジェクトにおいて整備構想が示さ

れており、都市計画道路に位置づけられているものの、整備が進んでいない状況である。 

このため、プロジェクトの効果を高めるためには、ウ地区における魅力づくりを進める

とともに、併せてウ地区へのアクセス性の強化を図る必要がある。 

 

I.C

【アクセス道路の整備】
高速道路と漁港を結ぶアクセス道路は都
市計画道路として位置付けられているが、
整備が進んでおらず、海岸沿いへの人を
呼び込むルートがない。

現在の観光客の動線
（国道）

整備予定の
アクセス道路

ウ漁港

 

図 1-(2)-4)-28 ウ漁港における地域活性化にあたっての課題 

 

 

④連携施策による課題の解決手法 

ウ漁港周辺における地域活性化に係る課題を解決するために、I.C からウ地区へとア
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クセスするための道路について、都市計画道路と漁港関連道路事業の連携事業による

整備を検討する。 
これによって、観光客の動線を海岸沿いに引き込むことができ、ウ漁港において検

討されている飲食・物販・各種情報発信機能やフィッシャリーナ等が実現した際の利用者

の増加が期待できる。また、ウ地区だけでなく c 港までの観光動線が構築できるため、

市内全域の観光振興に寄与する。さらに、漁港から幹線道路へのアクセス性も向上す

るため、ウ漁港へ陸揚げされた水産物の円滑な流通にも効果が期待される。 
 

ウ

ウ

ウ

c

 

図 1-(2)-4)-29 振興ビジョンにおける「ウ漁港・ウ地区活性化プロジェクト」の将

来構想図に示されているアクセス道路の整備構想 
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4)-4.エ漁港地区（C 県 d 市） 

①地域の水産業・都市計画の概要 

a.水産業の概要 

エ漁港（第２種：市管理）の港勢を概観すると、大型定置網、小型定置網を中心漁

業として、いわし類、さば類、ぶり類が漁獲され、過去 20 年間の推移で属地陸揚量は

約 55％に減少しているが、同金額は約 80％を維持している。 

一方、経営体数、利用・登録漁船隻数は、過去 20 年間で、約 79％、約 68％、約 67％

とやや減少を示しているが、比較的港勢は維持している。 

 

表 1-(2)-4)-10 主要港勢の推移（エ漁港：第２種） 

現状
平成9年 平成14年 平成19年 平成24年 平成28年 5年変化 10年変化 20年変化

（1997年） （2002年） （2007年） （2012年） （2016年） Ｈ28/Ｈ24 H28/H19 H28/H9
組合員数 （人） 684 563 507 435 398 0.915 0.785 0.582
経営体数 （体） 94 94 87 82 74 0.902 0.851 0.787
いわし類 （t) 34 18 1,326 664 914 1.376 0.689 26.882
かつお類 （t) 55 112 161 68 108 1.579 0.673 1.964
ぶり類 （t) 50 58 126 240 103 0.429 0.817 2.060
さば類 （t) 139 232 654 941 100 0.106 0.153 0.719
その他魚類 （t) 0 0 15 24 90 3.830 6.122 -

属地計 （t) 2,901 2,075 3,021 2,427 1,598 0.658 0.529 0.551
計 （t) 0 0 0 80 0 0.000 - -
計 (百万円) 673 528 752 643 541 0.841 0.719 0.804

実隻数 （隻) 363 292 308 261 246 0.943 0.799 0.678
総㌧数 （t) 3,120 753 884 638 555 0.870 0.628 0.178
平均㌧数 （t/隻) 8.6 2.6 2.9 2.4 2.3 0.923 0.786 0.262
実隻数 （隻) 336 284 296 250 225 0.900 0.760 0.670
総㌧数 （t) 747 722 774 583 485 0.832 0.627 0.649
平均㌧数 （t/隻) 2.2 2.5 2.6 2.3 2.2 0.924 0.824 0.970

主要指標
過去20年の推移（5年毎〉 増減傾向

担い手(漁港地区）

魚種別属地陸揚量
（上位5位）

陸上搬入量
　　　属地陸揚金額

漁　船

利用漁船

登録漁船

 
参照：平成 28 年港勢調査 
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平成9年 平成14年 平成19年 平成24年 平成28年

経営体数 属地陸揚量 属地陸揚金額

利用漁船隻数 登録漁船隻数  
参照：平成 28 年港勢調査 
図 1-(2)-4)-30 主要港勢指数推移(エ漁港） 

 
b.漁港施設の利用状況 

エ漁港の漁港施設の老朽化状況及び利用状況を表に示す。 

エ漁港の漁港施設の平均経過年数は 38.7 年であり、２棟ある荷さばき所や、製氷・

貯氷施設の２棟、漁具倉庫の１棟については老朽化が著しい状況となっている。また、

利用状況については、老朽化が著しい製氷・貯氷施設のうち１棟において利用が低下

し、施設の所要に対し余剰が生じている状況であるが、その他の施設については、利

用に若干の余裕があるが、利用は低下していない状況である。今後の需要については、

どの施設においても当面は現状の利用が維持されることが想定される。 

資料-d 市ＨＰ(d 市の漁港) 

図 1-(2)-4)-31 エ漁港本港地区の概況 
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表 1-(2)-4)-11 エ漁港の漁港施設の老朽化状況及び利用状況 

荷さばき所（市場施設） S57 37 高 中 維持
荷さばき所（市場施設） S49 45 高 中 維持
製氷・貯氷施設 S57 37 高 低 維持
製氷・貯氷施設 H8 23 中 中 維持
製氷・貯氷施設 S57 37 高 中 維持
製氷・貯氷施設 H8 23 中 中 維持
給油施設 S57 37 中 高 維持
漁具倉庫 S48 46 高 中 維持
漁具倉庫 S49 45 中 中 維持
漁具倉庫 S49 45 中 中 維持
漁具倉庫 S43 51 中 中 維持
平均経過年数：38.7年

整備年 経過年数
老朽化
状況

施設の種類
現在の
利用状況

今後の
需要

 
＜凡例＞

・老朽化状況
高＝老朽化が著しい
中＝老朽化しているが、すぐに更新が必要というほどではない
低＝ほとんど老朽化しておらず、当面更新の必要はない

・現在の利用状況
高＝施設の所要に対し、利用が十分なされている状況

（施設が不足している状況も含む）、
中＝施設の所要に対し、利用に若干の余裕がある状況、
低＝利用が低下し、余剰が生じている状況

・今後の需要
増＝現状と比べて今後需要が増加することが想定される場合
維持＝当面は現状の利用が維持されることが想定される場合
減＝現状と比べて今後需要が減少することが想定される場合

 
 

c.都市の規模と都市計画要件 

エ漁港の立地する d 市は、C 県南東部に位置する都市であり、中核市に指定されてい

る。平成 28 年の人口、世帯数は約 40.3 万人、約 16.6 万世帯である。 

表 1-(2)-4)-12 d 市の人口・世帯数 

      区  分 人　　　　　口１世帯当りの

  年 総  数 人　口

　　Ｈ28 166,253 403,383 2.4

世帯数

 
資料-d 市ＨＰ（常住人口調査） 

 

エ漁港は、東側の中心市街地とは異なる西側に、都市計画区域指定の高密度な住宅

地を背後に控えている。基本的に背後は山地が迫り、高密度住宅地を形成しているた

め、漁港用地も狭い状況にある。 

また、エ漁港の漁港区域は都市計画区域の市街化区域に指定されている。現在の漁

港の用途地域は第２種中高層住居専用地域であり、水産加工施設は用途不適格である

ため、水産加工施設を整備する場合には、用途変更が必要である。市都市部局でも漁

港周辺の用途の変更を考えているが構想により用途も変わることもあり作業が進んで

いない状況である。 
漁港背後の空き家率 5%未満、空き地率 5%未満となっている。 
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図 1-(2)-4)-32 d 市内におけるエ漁港の位置 

出典：d 市都市計画マスタープラン（平成 28 年 3 月 d 市） 

エ漁港 
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図 1-(2)-4)-33 エ漁港周辺の用途地域指定状況 

出典：d 市わが街ガイド（令和 2 年 2 月） 

 
d.地域活性化に係る漁港周辺の状況 

漁港区域内にはマリーナが立地しており、近年朝市などのイベント（300 人程／日の

来訪者有）も実施されている。また、漁港区域内には、自然環境学習や海岸・海洋生

物、海岸地形などの研究の拠点であるビジターセンターと、自然環境・環境学習の場

を提供する施設である自然教育園が立地している。これらの施設の利用者数は、2015 

年（平成 27 年）から年々増加している。 

 

 

図 1-(2)-4)-34 ビジターセンター及び自然教育園の年間利用者数 

出典：エ漁港本港地区活性化方策等検討業務委託 業務報告書 

エ漁港 

d 

水族館 

水族館 
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その他に、漁港区域を含む漁港の近くには鮮魚店や地元産の魚や野菜を提供する飲

食店が立地しており、観光客が訪れている。なお、エ漁港周辺には公共交通機関とし

て路線バスが運行されているが、漁港周辺の 4 か所のバス停がいずれも平日一日あた

りの便数が 30 本未満（片道）と運行本数が少ない路線しかないため、観光客のほとん

どが自家用車を利用して来訪している状況である。 

また、漁港周辺には駐車場が不足している。現在は、ビジターセンターに 15 台、マ

リーナに 80 台分が整備されているが、5 月から 10 月まではビジターセンターでの磯観

察のシーズンであり、潮が満ちてくるまで車の入れ替えがない状況である。このため、

観光客によって県道からマリーナまでの市道・臨港道路において駐車場が空くのを待

つ車の行列ができてしまい、ビジターセンターよりも奥に位置するマリーナへ行きた

い車が通れなくなってしまうといった問題が生じている。 

 

 
図 1-(2)-4)-35 エ漁港周辺への来訪者の交通手段 

出典：エ漁港本港地区活性化方策等検討業務委託業務報告書 

 

②地域活性化に係る将来構想 

d 市の都市計画マスタープラン（平成 28 年 3 月）においては、当地区を含む西海岸

部は、都市計画マスタープランが目指す将来都市構造の中で“良好な海辺の環境を活

かしたリゾートゾーンと交流拠点”と位置付けられている。また、同マスタープラン

によるエ漁港地区（本港地区）の土地利用方針は、“漁業関連施設とリゾート施設が

共存する観光交流の場（漁業・朝市・地産地消の推進など”とされ、特に観光交流面

では、“地区内のマリーナや公園による「ブランド」の発信拠点づくり”が謳われて

いる。 
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エ

エ
エ

エ エ

 
図 1-(2)-4)-36 d 市都市計画マスタープランにおけるエ漁港の位置づけ 

 

さらに、市では、都市計画マスタープランとは別にエ漁港周辺の活性化方針の検討

調査を実施している。その結果において、地域活性化の将来像を「漁業を中心に多様

な交流を育む海街」とし、活性化の方針を「方針１．機能的で生産性の高い漁業・水

産環境の再生」、「方針２：漁港のブランドやポテンシャルを生かした攻めの漁業展開」、

「方針３：豊富な資源を活用した多様な交流活動の場づくり」と定めた。その実現に

あたって荷さばき所の更新や加工・販売施設の新設、一般駐車場やバス駐車場の新設

といった施設整備を実施するために、砂浜の埋立による用地拡大を検討している。 

現在市では、埋め立ての面積を３パターンに分けて土地利用や施設の配置を検討し

ている。どのパターンにおいても荷さばき所の更新や加工・販売施設及び一般駐車場・

バス駐車場の整備は共通事項であるが、最も埋立面積が広いパターンでは、集客施設

として、漁協が経営する加工・販売施設の他に、ゲストバースや、テナントを見込ん

だ集客施設の整備を検討しており、最も埋立面積が狭いパターンでは、共通事項のみ

の整備としている。 
なお、埋立を検討している砂浜は、現在は船揚場として利用されているほか、漁業

者が作業小屋や物置を置いたり、近隣住民が駐車場として利用している。埋め立てた

際には、船外機用の代替施設（船揚場と係船岸壁）が必要となるため、その分の施設

整備についても、各検討パターンに盛り込まれている。  
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図 1-(2)-4)-37 埋立面積と取組内容のパターン 

出典：エ漁港本港地区活性化方策等検討業務委託業務報告書 
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③地域活性化のための課題 

埋立地以外の周辺整備の課題として、地域へのアクセス道路となる都市計画道路の

整備（自動車、自転車、歩行者の通行空間確保）が挙げられる。上記のとおり、エ漁

港周辺への来訪者の交通手段は自家用車が主であり、現在においても、夏休みなどの

繁忙期においては、周辺道路に渋滞が発生している状況である。今後新たに集客施設

を整備した場合には現在よりもさらに多くの来訪者が見込まれるため、現状のままで

は周辺道路の混雑はますます深刻な状況となることが予想される。 

 

【漁港及び漁港周辺道路の問題】
ビジターセンターやレストランに訪れ
る観光客の車両により、駐車場に入る
ための渋滞が発生。
漁港に隣接したマリーナを訪れる観光
客と漁業者の導線が重なっている。

【地域活性化に係る利用の構想】
今後、漁港の一部を埋め立てること
を検討しており、埋立地には、直売
所や加工場、出来れば陸上養殖等の
整備も構想している。

埋め立てを検討
（現在は砂浜、船揚場）

エ漁港

 

図 1-(2)-4)-38 エ漁港における地域活性化のための課題 

 

 

図 1-(2)-4)-39 必要な周辺整備 

出典：エ漁港本港地区活性化方策等検討業務委託業務報告書 

 

④連携施策による課題の解決手法 

a.解決の方針 

エ漁港では、砂浜の埋立てによる用地造成を実施したのちに荷さばき所や加工施設、
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直売所、陸上養殖施設等の整備が検討されており、これによる水産物の生産量の増加

や付加価値の向上が期待されるところであるが、同時に観光客の増加についても期待

されており、現在でも問題が生じている観光客による周辺道路の渋滞や路上駐車がよ

り深刻化することが懸念される。 

そのため、アクセス道路の改善を図るにあたり、海岸道路の拡幅の実施を検討する。

海岸沿いを走る都市計画道路 3･6･16 環状線(ｗ=8〜11ｍ、県道)は、すでに都市計画道

路としては完成しているが、エ漁港付近では幅員が８ｍと狭く、歩道は白線引きで区

分されているだけである。このため、埋立計画とあわせて、環状線のマリーナ入口か

ら漁港入口までの間について、観光客や来港者のために歩道幅員を４ｍとして海側に

拡幅する。 

これにより、漁港からビジターセンター、レストラン等の回遊性を確保することで

エ漁港周辺での観光客の滞留時間が延長し、直売所での売上向上や、水産物の消費拡

大が記載される。 

 
図 1-(2)-4)-40 都市計画道路 3･6･16 環状線 

 

17

【用地の造成】
周辺に用地が不足しているため、
直売所や加工場等を整備する用
地を埋立により造成する。

エ漁港

【道路の拡幅及び駐車場の確保】
ビジターセンターやレストランに
訪れる観光客の車両により渋滞が
発生し、マリーナや漁港への通行
が困難であるため、道路の拡幅と
駐車場を確保する。

【散策ルートの整備】
漁港からマリーナへ至るルートを確保する
ため、造成した用地の一部を県道の拡幅に
充て、歩車分離した道路を整備する。

 

図 1-(2)-4)-41 開発イメージの検討 
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b.具体的な手法  

②埋立事業の区域変更 

都市計画道路環状線の拡幅にあたっては、マリーナ入口付近の住宅地の移転

及びエ漁港入口付近の町内会館及び d市消防団第 29 消防分団の移転が必要とな

ることから、現在の埋立計画の区域では対応できないことになる。このため、

これらの建築物等の敷地を含む事業区域を設定し、これらを埋立地内に移転す

ることが考えられる。 
現計画の埋立事業の事業区域を拡大し、土地区画整理事業を導入することに

より、都市計画道路の拡幅や建築物の移転が容易となる。 
特に、建築物の移転については、換地手法により、土地の売買を経ないで現

在の敷地から換地への移転が可能である。 
また、都市計画道路の拡幅については、都市計画道路の都市計画変更による

拡幅のほか、都市計画道路に併走する歩行者専用道路としても整備することが

でき、土地区画整理事業による歩道のみの整備は、メニューとなっていない漁

港整備事業に比較して容易である。 
 

漁港区域

 
図 1-(2)-4)-42 都市計画道路拡幅にともない移転が必要となる建物 

 
土地区画整理法第 2 条第 2 項では、土地区画整理事業とあわせて行われる埋

立事業は当該土地区画整理事業に含まれるものとして、次のように定義されて

いる。 
同法第 2 条第 2 項の事業は、同条第 1 項の公共施設の整備・改善と宅地の利

用増進が本体事業として「2 条 1 項事業」と呼ばれるのに対して「2 条 2 項事業」

と呼ばれており、陸地と海面を施行地区とし、陸地の公共施設整備、宅地整備

とあわせて海面の埋立を行い、道路等の公共施設を整備することができる。 
しかし、2 条 2 項事業については、従来から国庫補助対象とはされていない

ため、埋立に係る水産庁所管の補助事業と組み合わせることにより、土地区画

整理事業の成立が見込まれる。 
なお、土地区画整理事業と海面の埋立の代表的な実施事例としては、n 市の o

地区がある。 
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土地区画整理法  
（定義）  
第二条 この法律において「土地区画整理事業」とは、都市計画区域内の

土地について、公共施設の整備改善及び宅地の利用の増進を図るため、こ

の法律で定めるところに従って行われる土地の区画形質の変更及び公共施

設の新設又は変更に関する事業をいう。  
２ 前項の事業の施行のため若しくはその事業の施行に係る土地の利用の

促進のため必要な工作物その他の物件の設置、管理及び処分に関する事業

又は埋立若しくは干拓に関する事業が前項の事業にあわせて行われる場合

においては、これらの事業は、土地区画整理事業に含まれるものとする。 
 

③換地処分にともなう公共施設の帰属 

土地区画整理事業により新たに整備された道路等の公共施設は、従来、換地

処分にともない施行地区の属する地方公共団体に帰属するものとされていたが、

現在では当該公共施設を管理すべき者に帰属することとなっている。このため、

埋立地に新たに整備された道路のうち、d 市が市道として管理すべき道路につい

ては d 市に、漁港管理者が管理すべき道路については、臨港道路として漁港管

理者に帰属することができる。 
 

漁港区域

 
図 1-(2)-4)-43 換地処分にともなう公共施設の帰属 
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4)-5.オ漁港地区（E 県 f 町） 

①地域の水産業・都市計画の概要 

a.水産業の概要 

オ漁港（第２種：町管理）の港勢を概観すると、船曳網が中心漁業であり、陸揚魚

種はすべてしらすである。過去 20 年間の推移で属地陸揚量は約 1.22 倍に増加してお

り、同金額も約 1.17 倍に増加している。 

一方、経営体数、利用・登録漁船隻数は、過去 20 年間で、約 83％、約 86％、約 75％

とやや減少を示しているが、他事例漁港に比べて、最盛期の港勢を比較的維持してい

る。 

また、平成 25 年に近隣の 4 漁協が合併して新たに u 漁協となり、オ漁港には u 漁協

のオ支所が置かれている。シラス船曳網漁業については合併に伴う水揚統合も行われ

ており、オ漁港へは他の支所に所属する船も水揚げを行うようになった。 

 

表 1-(2)-4)-13 主要港勢の推移（オ漁港：第２種） 

現状
平成9年 平成14年 平成19年 平成24年 平成28年 5年変化 10年変化 20年変化

（1997年） （2002年） （2007年） （2012年） （2016年） Ｈ28/Ｈ24 H28/H19 H28/H9
組合員数 （人） 1,010 983 938 828 789 0.953 0.841 0.781
経営体数 （体） 42 51 46 35 35 1.000 0.761 0.833
いわし類 （t) 1,289 1,190 1,305 1,621 1,580 0.975 1.211 1.226

（t) - - -
（t) - - -
（t) - - -
（t) - - -

属地計 （t) 1,293 1,193 1,305 1,621 1,580 0.975 1.211 1.222
計 （t) 0 0 0 0 0 - - -
計 (百万円) 901 1,008 697 1,024 1,050 1.025 1.506 1.165

実隻数 （隻) 121 120 101 92 104 1.130 1.030 0.860
総㌧数 （t) 871 823 717 659 776 1.178 1.082 0.891
平均㌧数 （t/隻) 7.2 6.9 7.1 7.2 7.5 1.042 1.051 1.037
実隻数 （隻) 103 104 101 92 77 0.837 0.762 0.748
総㌧数 （t) 722 734 718 659 562 0.853 0.783 0.778
平均㌧数 （t/隻) 7.0 7.1 7.1 7.2 7.3 1.019 1.027 1.041

資料 吉 漁港港勢調査

主要指標
過去20年の推移（5年毎〉 増減傾向

担い手(漁港地区）

魚種別属地陸揚量
（上位5位）

陸上搬入量
　　　属地陸揚金額

漁　船

利用漁船

登録漁船

 

 
 

b.漁港施設の利用状況 

オ漁港の漁港施設の老朽化状況及び利用状況を表に示す。 

オ漁港の漁港施設の平均経過年数は 38.2 年であり、すべての施設において、老朽化

しているが、すぐに更新が必要というほどではない状況である。また、利用状況につ

いても、すべての施設において所要に対し余剰が生じている状況であり、今後の需要

参照：平成 28 年港勢調査 
 図 1-(2)-4)-44 主要港勢指数推移(オ漁港） 

 

0

0.2

0.4
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0.8

1

1.2

1.4

平成9年 平成14年 平成19年 平成24年 平成28年

経営体数 属地陸揚量 属地陸揚金額

利用漁船隻数 登録漁船隻数

資料-E 県ＨＰ(E 県の漁港一覧) 

図 1-(2)-4)-45 オ漁港の概況 
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についても当面は現状の利用が維持されることが想定されている。 

 

表 1-(2)-4)-14 オ漁港の漁港施設の老朽化状況及び利用状況 

荷さばき所（市場施設） S63 31 中 中 維持

製氷施設 S59 35 中 中 維持

貯氷施設 S59 35 中 中 維持

給油施設 S49 45 中 中 維持

漁具倉庫 S41 53 中 中 維持

漁協事務所 H1 30 中 中 維持

平均経過年数：38.2年

施設の種類
現在の
利用状況

今後の
需要

整備年 経過年数
老朽化
状況

 
＜凡例＞

・老朽化状況
高＝老朽化が著しい
中＝老朽化しているが、すぐに更新が必要というほどではない
低＝ほとんど老朽化しておらず、当面更新の必要はない

・現在の利用状況
高＝施設の所要に対し、利用が十分なされている状況

（施設が不足している状況も含む）、
中＝施設の所要に対し、利用に若干の余裕がある状況、
低＝利用が低下し、余剰が生じている状況

・今後の需要
増＝現状と比べて今後需要が増加することが想定される場合
維持＝当面は現状の利用が維持されることが想定される場合
減＝現状と比べて今後需要が減少することが想定される場合

 
 

 

c.都市の規模と都市計画要件 

オ漁港の立地する f 町は、E 県の中部に位置し、町の大半が、川に挟まれた平野部で

ある。平成 28 年の人口、世帯数は約 3.0 万人、約 1.1 万世帯である。 

また、オ漁港の漁港区域の用途地域は工業地域である。漁港の背後は第一種住居地

域に指定されており、集落の中には、オ漁港に水揚げされたしらすの加工場が点在し

ている。 

漁港背後の空き家率 20%未満、空き地率 20%未満となっている。 
 

表 1-(2)-4)-15 f 町の人口・世帯数 

 資料-f 町ＨＰ（常住人口調査）  

      区  分 人　　　　　口１世帯当りの

  年 総  数 人　口

　　Ｈ28 10,671 29,702 2.8

世帯数
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図 1-(2)-4)-46 f 町内におけるオ漁港の位置 

出典：f 町都市計画マスタープラン（平成 30 年 3 月 f 町）  

オ漁港 
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図 1-(2)-4)-47 オ漁港周辺の用途地域指定状況 

出典：都市計画情報ＧＩＳ（平成 31 年 3 月 E 県） 

 

d.活性化の状況 

漁港では、u 漁協オ支所が主催する「しらすマーケット」が毎年開催されており、生

しらすや釜揚げしらす、地場農産物等が販売されており、毎年 8,000 人以上の集客が

ある。 

また、町内の県営公園は花と緑が楽しめる公園であり、花の開花に合わせたイベン

ト等も行われており、年間 20 万人が訪れている。 

 

②地域活性化に係る将来構想 

f 町の都市計画マスタープラン（平成 30 年 3 月）においては、オ漁港周辺は、「シーガ

ーデンゾーン」に位置づけられており、来訪者を含めた多くの人々に利用される防災機能

と賑わいの創出機能を併せ持ったシーガーデンを整備すると記載されている。 

シーガーデンとは、f 町独自の取組である「シーガーデンシティ構想」の主な取組のひ

とつである。「シーガーデンシティ構想」とは、防潮堤や津波避難タワー整備などの「津波

防災まちづくり」により、1000 年に一度の大津波への備えを構築し、「新たな安全」を創

出するとともに、「津波防災まちづくり」で整備されるシーガーデン（多目的広場、海浜回

廊、河川防災ステーション、県営公園など）において「新たな賑わい」を創出し、併せて

町の玄関口であるオアシスパーク（防災公園）の情報発信機能の充実・活用を図り、シー

ガーデンなど町内各所への新たな人の流れを喚起し、魅力あるまちづくりを行う取組であ

る。 

オ漁港の漁港区域内においては L2 対応の高さまで嵩上げをした多目的広場の整備が検

討されている。広場は、災害時にはヘリポートや緊急物資の一時保管場所等としての利用

オ漁港 
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が想定されているが、平常時には水産振興とイベント開催等による賑わい創出の場として

の利用が想定されているため、自治会や漁協、水産加工業者、観光協会等による委員会に

て広場の利活用の方法が検討された。 

 

オ

オ漁港

 
図 1-(2)-4)-48 都市計画マスタープランにおけるオ漁港の位置づけ 

 

 

図 1-(2)-4)-49 シーガーデン整備イメージ 

オ漁港 
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図 1-(2)-4)-50 多目的広場の概要 

出典：シーガーデンシティ構想（概要版）（f 町） 

 

③地域活性化のための課題 

f 町の観光資源として、オ漁港に水揚げされるしらすがあるが、年に一度「しらすマ

ーケット」にてしらすやしらすを使った料理が販売される以外には、漁港周辺の水産

加工場が個々に店先で販売をしているのみであり、観光客がしらすを購入、喫食する

機会が少ない。 

また、町内に知名度の高い観光地が少なく、f 町に訪れた観光客が町内を周遊するこ

とがなく、滞在時間が短い状況である。 

 

④連携施策による課題の解決手法 

上記の課題に対し、f 町においては、オ漁港周辺の地域活性化を図るにあたり、オ漁

港に水揚げされるしらすを集客の目玉とし、多目的広場においてしらすやしらすを使

った料理の販売等の「しらすまるごと堪能」をキーワードとした賑わいの場を創出す

ることを検討している。また、公園からの誘客を図るために、多目的広場から公園の

間の防潮堤を活用した遊歩道の整備を検討している。 

これにより、しらすの販売量の拡大による水産振興を図るとともに、観光客が周遊

することで、町内での消費の拡大が期待できると考えられる。 

オ 

E 
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図 1-(2)-4)-51 開発イメージの検討 

出典：シーガーデンシティ構想推進計画（令和元年 12 月 f 町） 

 

オ  
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4)-6.カ漁港地区（F 県 g 市） 

①地域の水産業・都市計画の概要 

a.水産業の概要 

カ漁港（第２種：県管理）は、背後に都市計画用途地域指定の g 市街地を擁し、古

くから漁業が盛んな漁港である。 

カ漁港の港勢を概観すると、底びき網（沖合及び小型）を中心漁業として、多種多

様な魚種が漁獲されており、過去 20 年間の推移で属地陸揚量、同金額は約 76％、約

75％に若干減少しているが、漁獲を維持している。 

一方、経営体数、利用・登録漁船隻数は、過去 20 年間で、約 83％、約 60％、約 66％

とやや減少を示しているが、比較的港勢は維持されている。 

 

表 1-(2)-4)-16  主要港勢の推移（カ漁港：第２種） 

現状
平成9年 平成14年 平成19年 平成24年 平成28年 5年変化 10年変化 20年変化

（1997年） （2002年） （2007年） （2012年） （2016年） Ｈ28/Ｈ24 H28/H19 H28/H9
組合員数 （人） 438 463 476 421 460 1.093 0.966 1.050
経営体数 （体） 47 46 35 32 39 1.219 1.114 0.830
その他魚類 （t) 0 0 256 243 345 1.422 1.346 -
えそ類 （t) 162 165 257 251 253 1.008 0.985 1.562
その他貝類 （t) 57 221 289 220 170 0.773 0.588 2.982
むつ （t) 25 47 68 115 132 1.148 1.930 5.280
にぎす類 （t) 126 83 199 151 118 0.779 0.592 0.937

属地計 （t) 2,133 1,968 2,003 1,855 1,616 0.871 0.807 0.758
計 （t) 0 0 0 0 0 - - -
計 (百万円) 848 748 651 634 634 1.000 0.974 0.748

実隻数 （隻) 125 105 91 79 75 0.949 0.824 0.600
総㌧数 （t) 883 658 576 458 428 0.934 0.743 0.485
平均㌧数 （t/隻) 7.1 6.3 6.3 5.8 5.7 0.984 0.902 0.808
実隻数 （隻) 88 70 53 51 58 1.137 1.094 0.659
総㌧数 （t) 696 451 332 313 377 1.204 1.136 0.542
平均㌧数 （t/隻) 7.9 6.4 6.3 6.1 6.5 1.059 1.038 0.822

主要指標
過去20年の推移（5年毎〉 増減傾向

担い手(漁港地区）

魚種別属地陸揚量
（上位5位）

陸上搬入量
　　　属地陸揚金額

漁　船

利用漁船

登録漁船

資料 知柄漁港港勢調査
  

参照：平成 28 年港勢調査 

0

0.2

0.4

0.6

0.8

1

1.2

平成9年 平成14年 平成19年 平成24年 平成28年

経営体数 属地陸揚量 属地陸揚金額

利用漁船隻数 登録漁船隻数  
 

 

 

b.漁港施設の利用状況 

カ漁港の漁港施設の老朽化状況及び利用状況を表に示す。 

カ漁港には昭和 20 年代より施設整備を始めた旧港と、昭和 57 年から埋立事業を開

始し整備した新港があるが、表中の漁港施設は旧港に位置するものである。カ漁港の

漁港施設の平均経過年数は 52 年であり、モデル地区の中では最も施設の老朽化が進ん

でいる漁港である。整備から 60 年を経過した施設が多く、特に、荷さばき所は 70 年

資料-F 県ＨＰ(F 県の漁港の概要) 

図 1-(2)-4)-52 カ漁港の概況 
資料：カ漁港港勢調査  

図 1-(2)-4)-53 主要港勢指数推移(カ漁港） 
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となっている。どの施設も老朽化がみられるものの、利用状況については、施設の所

要に対し利用が十分になされているか、利用に若干の余裕がある程度であり、利用は

低下していない状況である。今後の需要についても当面は現状の利用が維持されると

想定される施設が多いが、荷さばき所についてのみ、今後の需要は現状と比べて減少

することが想定されている。 

なお、新港については、現在機能施設が整備されていないため、新港の泊地や物揚

場の利用は非常に低く、決まって物揚場を利用しているのは沖合底引網漁船（2 船）で

ある。他の漁業者については、使い慣れた旧港を利用しており、新港への移行には消

極的な状況である。 

 
表 1-(2)-4)-17 カ漁港の漁港施設の老朽化状況及び利用状況 

荷さばき所（市場施設） S24 70 中 高 減
冷蔵冷凍施設 S27 67 高 高 維持
冷蔵冷凍施設 H1 30 中 中 維持
給油施設 S57 37 中 中 維持
漁具倉庫 S29 65 高 高 維持
漁具倉庫 S29 65 高 高 維持
漁具倉庫 H1 30 高 高 維持
平均経過年数：52年

整備年 経過年数
老朽化
状況

施設の種類
現在の
利用状況

今後の
需要

 

＜凡例＞
・老朽化状況

高＝老朽化が著しい
中＝老朽化しているが、すぐに更新が必要というほどではない
低＝ほとんど老朽化しておらず、当面更新の必要はない

・現在の利用状況
高＝施設の所要に対し、利用が十分なされている状況

（施設が不足している状況も含む）、
中＝施設の所要に対し、利用に若干の余裕がある状況、
低＝利用が低下し、余剰が生じている状況

・今後の需要
増＝現状と比べて今後需要が増加することが想定される場合
維持＝当面は現状の利用が維持されることが想定される場合
減＝現状と比べて今後需要が減少することが想定される場合

 
 

c.都市の規模と都市計画要件 

カ漁港の立地する g 市は、F 県の南東部に位置している。市域は三方を山に囲まれ、

市内を東西に抜ける主要道路は国道 23 号、国道 247 号のみであり、鉄道は JR の路線

が市内を東西に抜ける他、私鉄の路線が走っている。g 市周辺部は、古くからの保養地

として知られ、景勝地、温泉地として親しまれている。平成 28 年の人口、世帯数は約

8.1 万人、約 3.2 万世帯である。 

カ漁港及び漁港周辺は都市計画区域の市街化区域に指定されており、用途指定は準

工業である。新港等、漁港内に一部用途が指定していない箇所があるが、これは土地

利用の方針が決まっていないためであり、利用の担保なしに用途を決めることができ

ないからである。また、F 県では、防潮堤の海側の土地については高潮等により被災の
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可能性があることから市街化区域に含めないことにしている。 

漁港背後の空き家率 10%未満、空き地率 10%未満となっている。 

 

表 1-(2)-4)-18 g 市の人口・世帯数 

      区  分 人　　　　　口１世帯当りの

  年 総  数 人　口

　　Ｈ28 31,595 80,886 2.6

世帯数

 

資料-g 市ＨＰ（常住人口調査）  
 

カ漁港
 

図 1-(2)-4)-54 g 市内におけるカ漁港の位置 

出典：g 市都市計画マスタープラン（平成 19 年） 
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※一部、漁港区域内に
市街化調整区域がある。

 
図 1-(2)-4)-55 カ漁港周辺の用途地域指定状況 

出典：g 市都市計画図（平成 31 年 3 月） 

 

d.地域活性化に係る漁港周辺の状況 

水産物を活用した地域活性化の状況として、漁港背後に漁協が運営している組合マ

ーケットがある。マーケットには、9 社の鮮魚店が出店しており、カ漁港に水揚げされ

た地元の魚を販売している。年間入場者数は 34,000 人程度である。また、常設のマー

ケットとは別に、漁協が主催となって、漁業者等が魚介類を販売する「青空市」を年

に一度開催している。青空市は後述する漁港内の荷さばき所用地において開かれてお

り、令和元年の開催には約 2,000 人が訪れた。 
その他、漁港から 2km 程の距離にある温泉には、マリーナや海水浴場もあることか

ら、平成 29 年には年間約 92 万人（出典：g 市の統計）の観光客が訪れている。 

 

②地域活性化に係る将来構想 

カ漁港では、昭和 57 年から新たに新港用地（荷さばき所用地、道路用地、関連用地

等）の埋立事業を開始し、市場や背後水産加工場の新港移転及び漁港区域北部に位置

する市道と接続させる計画がある。  
これまでに、F 県、g 市及び漁協との間で平成 13 年「利用促進確約書」を締結、同

三者に観光協会を加えて平成 30 年に「カ漁港未利用地利活用検討会」を開催し、未利

用地の利活用に向けて検討、取組が進められている。 
主な検討内容は以下の通りである。 

カ漁港 
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＜市場の移転＞（図の①） 
主要な陸揚岸壁を埋立用地に移転し、盛漁期における船舶の混雑を解消すると

ともに、市場機能も移転し、効率的な荷さばき作業を可能とする。 
＜水産加工場の集約移転＞（図の②） 

漁港への出入口の陸閘や加工場周辺の道路が狭く、車両の往来に問題があるこ

とから、漁港背後に点在する水産加工場を移転させ、背後集落での移動作業を解消

し、就労環境の改善を図る。 
＜港内道路の新設＞（図の③） 

漁港周辺の道路は狭く、対面通行が難しい道路もある。また、臨港道路の南端

以外の港内への入り口には陸閘があるため狭くなっている。市場や加工場の移転に

併せて、漁港背後の狭隘な県道に変わり、港内へアクセスする臨港道路を新たに整

備し、港内移動や出荷の安全性、効率性を高める。 
 

表 1-(2)-4)-19 カ漁港を利用する車両の台数（日最大想定） 

 平日 休日 

車両台数 （うち、大型トラ

ック） 

車両台数 （うち、大型トラ

ック） 

水産加工場 40 台程度 3～5 台程度 40 台程度 3～5 台程度 

仲買人等 

 
＜組合マーケットの移転＞（図の④） 

漁港背後にある組合マーケットについて、現在は売り場が手狭であり、駐車場

も不足している。そこで、新港漁港関連施設用地に移転をして売り場面積を拡大し、

さらに近接用地に駐車場を整備することで、来訪者の増大（年間 70,000 人程度を

想定）と安全を図り、賑わいのある漁港を目指す。 
また、平成 19 年に策定された g 市の都市計画マスタープランにおいても、カ漁

港は、個々の個性を活かした商業・観光空間としての整備を促進することや、カ漁

港の未利用地について、漁港施設用地としての利用促進により、漁港としての機能

増進を推進することが施設整備の方針として位置づけられている。 
その他にも、都市計画マスタープランにおいては、漁港北側の土地に対してウ

ォーターフロントの特性を活かしたレクレーション空間としての整備・保全の推進

や、漁港周辺の液状化対策や津波・高潮等の被害経験対策のための災害施設整備の

方針が位置づけられている。 
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図 1-(2)-4)-56 カ漁港の土地利用計画平面図 

 

カ漁港

カ

カ

カ

カ

 

図 1-(2)-4)-57 g 市都市計画マスタープランにおけるカ漁港の位置づけ 



106 
 

 

図 1-(2)-4)-58 漁港北側部のレクレーション空間の整備を踏まえた土地利用計画 

出典：カ漁港内公有水面埋立免許願書 F 県 

 

③地域活性化のための課題 

上記の新港の土地利用計画の実施にあたっての課題は下記の通りである。 
＜市場の移転＞（図の①） 

・近隣に同程度の規模である漁港があり、市場統合を検討したいが、調整が難

しく、新施設の規模や土地利用の見通しが立たない。 
・施設整備にあたり、漁協の費用負担がある。 

＜水産加工場の集約移転＞（図の②） 
・移転予定地はまだ未整地であり、電気や上下水道等のインフラも整備がされ

ていない状況である。 
・近隣漁港との市場統合の見通しが立たない。 
・移転にあたり施設整備の負担がある。 

＜港内道路の新設＞（図の③） 
・港内の土地利用の変化による道路需要の見通しが立たない。 
・一般交通と漁業関係車両との混同利用が懸念される。 

＜組合マーケットの移転＞（図の④） 
・移転予定地は下水道が未整備である 
・施設整備にあたり漁協の費用負担がある。 
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近隣の漁港

カ漁港

・市場統合を検討しているが、操業形
態が等しく陸揚量も同規模であるため、
調整が難しい。
・市場統合の話が進まないため、カ漁
港では荷さばき所や製氷施設の規模が
決まらず、施設の更新ができない。
・加工業者の移転も、市場が将来どち
らの漁港に残るのか決まらないことが、
進まない一因であると考えらえる。

漁港入口の陸閘が狭い

加工場周辺の道路が狭い

水産加工場が点在している。

加工場移転用地の上下水道、電気、
ガス等のインフラが未整備であり、
市場統合の先行きも不透明のため、
加工場移転が進まない。

市場統合の検討が進まないた
め、荷さばき所の規模等が決
まらず、新施設の整備ができ
ない。

荷さばき所が老朽化
している。 旧港エリア

新港エリア

幹線道路
（県道）

現在の臨港道路では幹線
道路（県道）へアクセス
できない。

陸閘のない港内への入り
口は一か所のみであり、
大型車両の交通に不便。

マーケット
移転用地

漁協のマーケット
（直売所）が手狭で
あるため、港内への
移転を検討している。

 

図 1-(2)-4)-59 カ漁港における地域活性化のための課題 

 

④連携施策による課題の解決手法 

カ漁港においては、新港への市場、水産加工場等の移転の検討が進められているも

のの、移転先のインフラが整わないことにより、施設移転が進んでいない。 

そこで、新港の未利用地の活用するインセンティブとなる施策を実施する。具体的

には、まず、水産加工場の移転については、漁港後背地にある水産加工場や市場等の

用地を区画整理手法で交換（換地）し、移転補償費を対応する。また、水産加工場用

地及びマーケット用地の上下水道や電気等のインフラの整備についても、区画整理事

業において実施する。そして、漁港臨港道路事業により県道へのアクセス道路を整備

し、漁港関連道路事業により漁港北側へのアクセス道路を整備する。また、隣接する

海岸沿岸地区を公園・緑地として整備し、交流拠点としての活用を検討する。 

これによって、漁港内への各種の施設移転が促進され、漁港と県道をつなぐアクセ

ス道路を整備等の整備されることで、カ漁港の水産物の生産流通機能が強化されると

ともに、水産加工業の振興や、温泉地からの誘客、直売所への集客増加につながるこ

とで、魅力拠点として地域全体のボトムアップを図る。 
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新港への施設整備や水産加工場移転と
合わせ、漁港内を南北に抜けて幹線道
路に接続する新たな臨港道路の整備。
（茶色部が道路整備案）

 

図 1-(2)-4)-60 開発イメージの検討 

 

Ａ
・漁港後背地にある水産加工場や市場等
の用地を区画整理手法で交換（換地）し、
移転補償費を対応。
・区画整理事業によりインフラを整備

区画整理施行地区

区画整理施行地区

①地区の課題
・整備済の新港エリア埋立用地の未利用
・新港用地へのアクセス道路の未整備

②まちづくりの整備方針
（漁港施設関連）
イ）荷捌き場や市場の移転
・既漁港にある荷捌き場や製氷施設の新港用地への移転

ロ）水産加工場の移転
・漁港後背地に立地する水産加工場の新港用地への移転

（アクセス道路関連）
イ）漁港内道路の整備
・旧港と新港をつなぐ道路の確保

ロ）周辺地域と新港をつなぐアクセス道路の整備
・新港と既存県道とのアクセス道路の確保

【現状】

■新港未利用地を活用するインセン
ティブとなる施策の実施

・水産加工場や市場の新港への移転費用の対応
・新港地区をつなぐアクセス道路の対応

Ａ．漁港後背地にある水産加工場や市場等の用地を区画整
理手法で交換（換地）し、移転補償費を対応

Ｂ．漁港臨港道路による県道へのアクセス道路を整備
Ⅽ．漁港関連道路により漁港北側へのアクセス道路を整備

【具体的な解決策】

Ⅽ
漁港関連道路を活用して
漁港北側へのアクセス道
を整備

Ｂ
漁港関連道路を活用して県道
へのアクセス道路を整備

未利用となっている埋立用地
未整備のアクセス道路

＜カ漁港地区の連携施策による整備イメージ＞

 

図 1-(2)-4)-61 具体的な連携施策の考え方 
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4)-7.キ漁港地区（G 県 h 市） 

①地域の水産業・都市計画の概要 

a.水産業の概要 

h 市には第 2 種キ漁港の他、周辺に４漁港（全て第 1 種）が立地し、キ漁港が中核漁

港を形成している。キ漁港は、背後に都市計画用途地域指定の既成市街地を擁し、山

地が迫っている。 

キ漁港の港勢を概観すると、小型底びき網、船びき網漁業を中心漁業として、しら

す、たちうお、たい類その他多様な魚種が漁獲されており、過去 20 年間の推移を見る

と、属地陸揚量は約 48％に減少しているが、同金額は約 78％にとどまっている。 

一方、経営体数（※港勢データが不明のため漁協組合員で概観）、利用・登録漁船隻数

は、過去 20 年間で、約 31％、約 76％、約 76％とやや減少を示しているが、担い手を

除き、利用・登録漁船隻数は比較的維持されている。ただし、属地漁獲量を始め、全

ての指標で縮減傾向は否めない。 

 

表 1-(2)-4)-20  主要港勢の推移（キ漁港：第２種） 

現状
平成9年 平成14年 平成19年 平成24年 平成28年 5年変化 10年変化 20年変化

（1997年） （2002年） （2007年） （2012年） （2016年） Ｈ28/Ｈ24 H28/H19 H28/H9
組合員数 （人） 1,400 1,252 1,145 456 427 0.936 0.373 0.305
経営体数 （体） 265 249 225 0 0 - 0.000 0.000
いわし類 （t) 436 682 174 893 1,135 1.271 6.542 2.603
その他魚類 （t) 0 0 522 669 702 1.050 1.346 -
たちうお （t) 3,422 2,329 1,288 772 603 0.781 0.468 0.176
たい類 （t) 0 0 121 152 134 0.880 1.111 -
いか類 （t) 0 0 346 238 119 0.501 0.344 -

属地計 （t) 6,190 4,828 2,788 3,136 2,983 0.951 1.070 0.482
計 （t) 0 0 0 0 0 - - -
計 (百万円) 2,352 2,274 1,396 1,786 1,840 1.030 1.318 0.782

実隻数 （隻) 379 378 352 324 289 0.892 0.821 0.763
総㌧数 （t) 2,496 2,527 2,496 2,346 2,075 0.884 0.831 0.831
平均㌧数 （t/隻) 6.6 6.7 7.1 7.2 7.2 0.992 1.013 1.090
実隻数 （隻) 338 336 311 296 257 0.868 0.826 0.760
総㌧数 （t) 2,360 2,404 2,378 2,253 1,960 0.870 0.824 0.831
平均㌧数 （t/隻) 7.0 7.2 7.6 7.6 7.6 1.002 0.997 1.092

漁　船

利用漁船

登録漁船

主要指標
過去20年の推移（5年毎〉 増減傾向

担い手(漁港地区）

魚種別属地陸揚量
（上位5位）

陸上搬入量
　　　属地陸揚金額

 
参照：平成 28 年港勢調査 

 

 

b.漁港施設の利用状況 

キ漁港の漁港施設の老朽化状況及び利用状況を表に示す。 

キ漁港の漁港施設の平均経過年数は 31.1 年であり、平成 21 年に整備されたその他

参照：平成 28 年港勢調査 
 図 1-(2)-4)-62 主要港勢指数推移(キ漁港） 
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0.4

0.6

0.8

1

1.2

平成9年 平成14年 平成19年 平成24年 平成28年

経営体数 属地陸揚量 属地陸揚金額

利用漁船隻数 登録漁船隻数

資料-G 県ＨＰ(G 県北部の漁港) 

図 1-(2)-4)-63 キ漁港の概況 
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の漁港施設（船舶上下架施設）以外は老朽化が著しい状況である。特に荷さばき所は

老朽化が進んでおり、改修工事が予定されている。利用状況については、全ての施設

において施設の所要に対し利用が十分になされている状況であり、今後の需要につい

ても、全ての施設において当面は現状の利用が維持されると想定される。 

 
表 1-(2)-4)-21 キ漁港の漁港施設の老朽化状況及び利用状況 

荷さばき所（市場施設） 不詳 高 高 維持
荷さばき所（市場施設） S52 42 高 高 維持
冷凍冷蔵施設 不詳 高 高 維持
製氷・貯氷施設 S53 41 高 高 維持
製氷・貯氷施設 H7 24 高 高 維持
製氷・貯氷施設 不明 高 高 維持
製氷・貯氷施設 S53 41 高 高 維持
製氷・貯氷施設 H7 24 高 高 維持
給油施設 H4 27 高 高 維持
給油施設 不詳 高 高 維持
その他の漁港施設 H21 10 低 高 維持
漁協事務所 S54 40 高 高 維持
平均経過年数：31.1年

整備年 経過年数
老朽化
状況

施設の種類
現在の
利用状況

今後の
需要

 
＜凡例＞

・老朽化状況
高＝老朽化が著しい
中＝老朽化しているが、すぐに更新が必要というほどではない
低＝ほとんど老朽化しておらず、当面更新の必要はない

・現在の利用状況
高＝施設の所要に対し、利用が十分なされている状況

（施設が不足している状況も含む）、
中＝施設の所要に対し、利用に若干の余裕がある状況、
低＝利用が低下し、余剰が生じている状況

・今後の需要
増＝現状と比べて今後需要が増加することが想定される場合
維持＝当面は現状の利用が維持されることが想定される場合
減＝現状と比べて今後需要が減少することが想定される場合

 
 

 

c.都市の規模と都市計画要件 

キ漁港が立地する h 市は、G 県の中部に位置し、北で p 市をはさんで、県都に近接し

ている。かつては、たちうおの漁獲が日本一と言われていた。平成 28 年の人口、世帯

数は約 2.8 万人、約 1.1 万世帯である。 

漁港区域は準工業地域に指定されている。h 市では立地適正化計画が策定されており、

キ漁港の漁港区域は計画区域に含まれているが、区域指定はされていない。 
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図 1-(2)-4)-64 h 市内におけるキ漁港の位置 

出典：h 市都市計画マスタープラン 

 
図 1-(2)-4)-65 キ漁港周辺の用途地域指定状況 

出典：国土交通省国土政策局 国土数値情報（用途地域データ） 

資料-h 市ＨＰ（国勢調査）  

表 1-(2)-4)-22 h 市の人口・世帯数 

      区  分 人　　　　　口１世帯当りの

  年 総  数 人　口

　　Ｈ27 10,576 28,470 2.7

世帯数

キ漁港 

キ漁港 
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d.活性化の状況 

漁協・h 市・G 県の３者で産地協議会を立ち上げ、水産業の振興や漁業者の所得向上、

６次産業化を目指し、直売所の開設に向けて平成 24 年 9 月から漁港において毎月第３

土曜日に「朝市」を開催している、朝市では、キ漁港に陸揚げされた鮮魚を漁師が販

売しているほか、地域の特産品・農産品を販売しており、12,500 人程度の集客がある。

前述の荷さばき所の改修工事に伴い、平成 31 年 1 月の開催を最後に現在は行われてい

ない。 

 

②地域活性化に係る将来構想 

h 市では、市の西海岸エリアにある「岬の稜線を走る風光明媚な海道」、「美しい海岸

と急峻な斜面に広がる地区」、「水揚げ日本一を誇るキ漁港」、「江戸時代には出荷の拠

点であった歴史ある港町」、「海域に浮かぶ無人島」の 5 つの地域資源において、様々

な取り組みを進めている。 

このうち、キ漁港においては、上記の「朝市」の経験を踏まえた新たな産直施設が

令和 2 年 4 月 28 日に開店予定である。産直施設の検討にあたっては、平成 28 年に商

工会議所、観光協会、金融機関、直売で店舗を構える業者などをメンバーとしたプロジェ

クトチームが発足し、産直市場の視察やイメージパースの作成を行った。平成 29 年に

はプロジェクトチームメンバーが交代し、漁協の役員による検討委員会が 4 回開催さ

れた。 

整備する施設の主な機能としては、物販（水産物、農産物、特産品等）、飲食、その

他（トイレ・駐輪場等）が予定されており、施設の事業主体は漁協である。年間来場

者数は、近隣の同様の施設の実績を踏まえ、30 万人程度を見込んでいる。また、産直

施設を中心とした h 市の地域産業の振興については、漁協・h 市・民間（地元スーパー）

と３者で協定を結び、３者それぞれが持つ知見や情報、特長をいかし、産直施設における

漁業 経営の安定及び農業、観光、商工業等、関連する地域産業にも波及する消費の促進、

交流人口の増加や地元雇用の確保に関することなどについて連携・協力することとしてい

る。 

 

③地域活性化のための課題 

市内中心部から漁港にアクセスする県道について、既成市街地の高密度性や沿岸形

状の複雑さから、途中で線形や幅員に問題がある区間が見られ、仲買人のトラックが

スムーズに通行できない状況である。 

なお、漁港へのアクセス道路を利用する車両は、現在は水産物運搬のための車両が

主であるが、令和 2 年 4 月に開店する産直施設を利用する一般車両も通行することと

なる。また、産直施設には一般車両 135 台と大型バス 4 台分の駐車場が確保されてい

るが、現在においても近隣でマラソン大会が実際される際には、漁港付近に 500～600

台の車が駐車される。 

そのため、今後はこれまで以上に、生産・観光車両動線の輻輳・渋滞や駐車場需要

等が懸念されている。 
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図 1-(2)-4)-66 キ漁港における地域活性化のための課題 

 

④連携施策による課題の解決手法 

上記の課題に対し、漁港に向かう車両のアクセスをスムーズにするために、道路の

拡幅や整備を検討する。整備にあたっては、街路事業による用地買収方式や、区画整

理方式(沿道整備街路事業)により換地を沿道に配置する手法の適用が考えられる。

市内から漁港に向かう県道が途

中から細く法線も曲がっており、

漁港までのアクセスがスムーズ

でない。 
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4)-8.ク漁港地区（G 県 i 町） 

①地域の水産業・都市計画の概要 

a.水産業の概要 

ク漁港（第３種：県管理）の港勢を概観すると、外来船を含めたまぐろはえ縄（遠

洋、近海）を中心に地元漁船による多様な沿岸漁業が営まれており、まぐろ類を筆頭

に、かじき類、いわし類の他多種多様な魚種が漁獲されている。過去 20 年間の推移を

見ると、属地陸揚量、同金額は約 51％、約 59％に減少している。 

一方、経営体数、利用・登録漁船隻数は、過去 20 年間で、約 82％、約 42％、約 45％

と、経営体数を除き利用・登録漁船隻数の減少が著しく、港勢全般で縮減傾向にある

ことは否めない。 

また、ク漁港において市場を営んでいたク漁協が経営難から平成 28年 5 月に解散し、

平成 28 年 10 月にク市場は i 町に譲渡され、G 県漁業協同連合会がク市場の事業を引き

継いでいる。 

 

表 1-(2)-4)-23 主要港勢の推移（ク漁港：第３種） 

現状
平成9年 平成14年 平成19年 平成24年 平成28年 5年変化 10年変化 20年変化

（1997年） （2002年） （2007年） （2012年） （2016年） Ｈ28/Ｈ24 H28/H19 H28/H9
組合員数 （人） 996 555 456 387 219 0.566 0.480 0.220
経営体数 （体） 89 79 73 70 73 1.043 1.000 0.820
まぐろ類 （t) - - 10,314 11,127 8,913 0.801 0.864 -
かじき類 （t) 1,299 1,045 964 996 1,084 1.088 1.124 0.835
いわし類 （t) - - 180 86 17 0.197 0.094 -
むつ （t) 5 2 2 4 14 3.462 5.870 2.700
いせえび （t) - - 7 9 6 0.652 0.870 -

属地計 （t) 19,684 12,982 11,763 12,442 10,058 0.808 0.855 0.511
計 （t) 0 21 1 0 4 - 4.000 -
計 (百万円) 12,081 6,822 6,755 6,529 7,085 1.085 1.049 0.586

実隻数 （隻) 715 584 586 541 297 0.549 0.507 0.415
総㌧数 （t) 18,503 12,634 8,762 7,981 4,386 0.550 0.501 0.237
平均㌧数 （t/隻) 25.9 21.6 15.0 14.8 14.8 1.001 0.988 0.571
実隻数 （隻) 249 203 172 139 112 0.806 0.651 0.450
総㌧数 （t) 8,015 3,947 1,337 371 256 0.690 0.191 0.032
平均㌧数 （t/隻) 32.2 19.4 7.8 2.7 2.3 0.856 0.294 0.071

主要指標
過去20年の推移（5年毎〉 増減傾向

担い手(漁港地区）

魚種別属地陸揚量
（上位5位）

陸上搬入量
　　　属地陸揚金額

漁　船

利用漁船

登録漁船

 
参照：平成 28 年港勢調査 

 

 

b.漁港施設の利用状況 

ク漁港の漁港施設の老朽化状況及び利用状況を表に示す。 

参照：平成 28 年港勢調査 

図 1-(2)-4)-67 主要港勢指数推移(ク漁港） 
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資料-G 県ＨＰ(G 県南部の漁港) 

図 1-(2)-4)-68  ク漁港の概況 
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ク漁港の漁港施設の平均経過年数は 26.0 年であり、平成 22 年から平成 26 年に整備

された荷さばき所や製氷・貯氷施設以外は老朽化が著しい状況である。利用状況につ

いては、冷凍冷蔵施設において利用が低下し、余剰が生じている状態であるが、その

他の施設においては施設の所要に対し利用が十分になされているか、若干の余裕があ

る状況である。今後の需要については、全ての施設において当面は現状の利用が維持

されると想定される。 

 
表 1-(2)-4)-24 ク漁港の漁港施設の老朽化状況及び利用状況 

荷さばき所（市場施設） S50 44 高 高 維持
荷さばき所（市場施設） S58 36 高 高 維持
荷さばき所（市場施設） H22 9 低 高 維持
冷凍冷蔵施設 S50 44 高 低 維持
冷凍冷蔵施設 S55 39 高 低 維持
製氷・貯氷施設 H26 5 低 高 維持
製氷・貯氷施設 H26 5 低 高 維持
給油施設 不明 高 中 維持
漁具倉庫 不明 高 高 維持
漁具倉庫 不明 高 高 維持
平均経過年数：26.0年

施設の種類 整備年 経過年数
老朽化
状況

現在の
利用状況

今後の
需要

 
＜凡例＞

・老朽化状況
高＝老朽化が著しい
中＝老朽化しているが、すぐに更新が必要というほどではない
低＝ほとんど老朽化しておらず、当面更新の必要はない

・現在の利用状況
高＝施設の所要に対し、利用が十分なされている状況

（施設が不足している状況も含む）、
中＝施設の所要に対し、利用に若干の余裕がある状況、
低＝利用が低下し、余剰が生じている状況

・今後の需要
増＝現状と比べて今後需要が増加することが想定される場合
維持＝当面は現状の利用が維持されることが想定される場合
減＝現状と比べて今後需要が減少することが想定される場合

 
 

 

c.都市の規模と都市計画要件 

ク漁港が立地する i 町は、G 県の南部に位置し、温泉と生鮮まぐろの町として、有数

の観光地である。近年、ユネスコ世界遺産「霊場と参詣道」のエリアにあたっており、

観光と水産の町として知られる。平成 28 年の人口、世帯数は約 1.6 万人、約 0.8 万世

帯である。 
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ク漁港

i

i

駅

 

図 1-(2)-4)-69 i 町内におけるク漁港の位置 

出典：都市計画マスタープラン（平成 27 年 5 月 G 県）  

 

d.活性化の状況 

ク漁港は、JR の駅から商店街を抜けて徒歩３分の至近に位置し、背後は比較的平坦

な地形に商店や住居が立地するわが国随一の生鮮まぐろの集散基地である。 

また、ク漁港の漁港区域内に「にぎわい市場」が平成 30 年 6 月に開店した。この施

設は地元の食材を使った飲食ブースと地元特産品を販売する直売コーナーがあり、直

売コーナーでは生まぐろや水産加工品、野菜、土産物等が販売されている。 

 

②地域活性化に係る将来構想 

i 町では、町の観光振興と次世代を担う人材育成を目的とした「i 町観光振興ワーク

ショップ」を昨年８月に立ち上げ、これまでに６回のワークショップを開催した。 

同ワークショップは、官民が一体となり、観光振興の機運を高めるとともに、観光

振興の次世代を担う人材の育成を目的としたものであり、観光振興計画の基盤となる

「地域コンセプト」を策定し、同町の基幹産業である観光産業における交流人口の増

加や地域内経済の活性化を目標に活動している。 

６回のワークショップの結果により地域コンセプトが策定され、地域コンセプトを

基に、御神水を使用した飲料、各地域の特産物などを使用した「お結び」、同町内のコ

資料-i 町ＨＰ（国勢調査）  

表 1-(2)-4)-25 i 町の人口・世帯数 
      区  分 人　　　　　口１世帯当りの

  年 総  数 人　口

　　Ｈ28 8,092 16,154 2.0

世帯数
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ンテンツを巡る「パスポート」などの同町の魅力と地域コンセプトを結びつけた「観

光振興プラン」を立案した。 

i 町では、このワークショップによる検討結果を踏まえ、来年度より、観光振興の基

本計画、未来に向けての構想、それを支えるＤＭＯについて取り組む予定である。 

 

③地域活性化のための課題 

i 町は、南海トラフ巨大地震において甚大な被害が想定されている。町が公表してい

る津波ハザードマップにおいては、漁港や町役場を含む町の中心地域は津波によって

3.0m～5.0m 未満の浸水が想定されている。また、平成 26 年 3 月に G 県から公表された

地震被害想定調査報告書では、東海・東南海・南海 3 連動地震の死者数は 5,200 人（死

者率 33％）と想定されており、死者数は県内 1 位、死者率で 2 位（1 位は r 町）とな

っている。 

死者数はあくまでも住民のみを対象として想定されており、観光客が多く訪れるシ

ーズンであれば、i 町で犠牲になる人の総数はさらに増えることも想定される。また、

津波の第一波は最短 3 分で来襲するとされており、避難時間を確保することも困難な

状況にある。 

 

 

図 1-(2)-4)-70 ク漁港周辺の津波浸水想定状況 

出典：津波ハザードマップ（平成 31 年 3 月改定 i 町） 

 

④連携施策による課題の解決手法 

この被害想定を踏まえ、i 町では、G 県が平成 26 年に策定した「対策プログラム」

によって、漁港周辺の津波避難困難地域の解消のため、関係者で対策を検討している。

検討にあたっては、漁業組合、観光協会、旅館組合、民宿組合等の民間事業者も参画

し、防潮堤等の設置の可否について、観光の町としての景観の保存を踏まえた意見を

挙げている。 

また、G 県が平成 30 年に策定した「復興計画事前策定の手引き」を踏まえ、事前復

興計画を策定している。この計画においては、町の水産業の特徴や、防災減災対策の

ク 
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取組状況を踏まえ、地域の事前復興にあたっての主要な問題点・課題を整理している。 

 

i町 v地区

i町v地区 i町

i町

i町 G県

ク

 

図 1-(2)-4)-71 現況・課題想定図（ク漁港地区） 

出典：G 県における津波対策について（平成 29 年 12 月 G 県） 
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4)-9.ケ漁港地区（H 県 j 市） 

①地域の水産業・都市計画の概要 

a.水産業の概要 

ケ漁港（第２種：市管理）は、j 市の東端に位置している。 

ケ漁港の港勢を概観すると、巾着網を中心漁業として、船びき網や釣り、刺網等の

多様な沿岸漁業が営まれており、ぶり類、あじ類、あなご類等多種多様な魚種が漁獲

されている。過去 20 年間の推移を見ると、属地陸揚量は約 78％と減少率は緩やかであ

るが、同金額は約 64％に減少している。 

一方、経営体数、利用・登録漁船隻数は、過去 20 年間で、約 66％、約 73％、約 85％

と、経営体数を除き利用・登録漁船隻数の減少は緩やかで、比較的港勢は維持されて

いる。 

 

表 1-(2)-4)-26  主要港勢の推移（ケ漁港：第２種） 

現状
平成9年 平成14年 平成19年 平成24年 平成28年 5年変化 10年変化 20年変化

（1997年） （2002年） （2007年） （2012年） （2016年） Ｈ28/Ｈ24 H28/H19 H28/H9
組合員数 （人） 1,300 855 798 893 839 0.940 1.051 0.645
経営体数 （体） 235 227 153 158 156 0.987 1.020 0.664
ぶり類 （t) 604 354 286 396 1,243 3.141 4.340 -
あじ類 （t) - - 2,046 508 932 1.835 0.456 -
あなご類 （t) - - - 30 162 5.403 - -
いさき （t) 105 25 117 58 117 2.012 1.000 1.117
いか類 （t) - - 185 202 114 0.565 0.615 -

属地計 （t) 4,136 4,716 5,138 2,963 3,207 1.082 0.624 0.775
計 （t) 0 0 0 0 0 - - -
計 (百万円) 3,054 2,638 2,374 1,617 1,959 1.212 0.825 0.641

実隻数 （隻) 273 313 335 243 200 0.823 0.597 0.733
総㌧数 （t) 1,857 1,876 1,871 1,608 1,465 0.911 0.783 0.789
平均㌧数 （t/隻) 6.8 6.0 5.6 6.6 7.3 1.107 1.312 1.077
実隻数 （隻) 235 225 245 243 200 0.823 0.816 0.851
総㌧数 （t) 1,697 1,670 1,656 1,608 1,465 0.911 0.885 0.863
平均㌧数 （t/隻) 7.2 7.4 6.8 6.6 7.3 1.107 1.084 1.014

陸上搬入量
　　　属地陸揚金額

漁　船

利用漁船

登録漁船

主要指標
過去20年の推移（5年毎〉 増減傾向

担い手(漁港地区）

魚種別属地陸揚量
（上位5位）

  

参照：平成 28 年港勢調査 

 
 

b.漁港施設の利用状況 

ケ漁港の漁港施設の老朽化状況及び利用状況を表に示す。 

ケ漁港の漁港施設の平均経過年数は 27.7 年であり、平成 5 年に整備された冷凍冷蔵

施設は老朽化が著しい状況であるが、それ以外の施設については老朽化しているが、

すぐに更新が必要というほどではないという状況である。利用状況については、すべ

0

0.2

0.4

0.6

0.8
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平成9年 平成14年 平成19年 平成24年 平成28年

経営体数 属地陸揚量 属地陸揚金額

利用漁船隻数 登録漁船隻数

0
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0.8

1

1.2

1.4

平成9年 平成14年 平成19年 平成24年 平成28年

経営体数 属地陸揚量 属地陸揚金額

利用漁船隻数 登録漁船隻数

参照：平成 28 年港勢調査 
図 1-(2)-4)-72 主要港勢指数推移(ケ漁港） 

 

資料-H 県ＨＰ（H 県の漁港） 

図 1-(2)-4)-73 ケ漁港の概況 
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ての施設においては施設の所要に対し利用が十分になされている。今後の需要につい

ては、平成 16 年に整備された冷凍冷蔵施設や製氷・貯氷施設については需要の増加が

想定されており、その他の施設においても当面は現状の利用が維持されると想定され

ている。 

荷さばき所については、令和 3 年度に新しく衛生管理型の施設への更新が予定され

ている。また、併せて漁港区域内へのアクセス道路が整備されることから、来訪者が

増大することが予想される。これに伴い、活魚・鮮魚をはじめ各種加工品の販売促進

についても期待されている。 

 
表 1-(2)-4)-27 ケ漁港の漁港施設の老朽化状況及び利用状況 

荷さばき所（市場施設） H16 15 中 高 維持
冷凍冷蔵施設 H5 26 高 高 維持
冷凍冷蔵施設 H16 15 中 高 増
製氷・貯氷施設 H1 30 中 高 増
製氷・貯氷施設 H21 10 中 高 増
給油施設 H16 15 中 高 維持
その他の漁港施設 S44 50 中 高 維持
その他の漁港施設 S61 33 中 高 維持
漁具倉庫 S52 42 中 高 維持
漁具倉庫 S53 41 中 高 維持
平均経過年数：27.7年

施設の種類 整備年 経過年数
老朽化
状況

現在の
利用状況

今後の
需要

 
＜凡例＞

・老朽化状況
高＝老朽化が著しい
中＝老朽化しているが、すぐに更新が必要というほどではない
低＝ほとんど老朽化しておらず、当面更新の必要はない

・現在の利用状況
高＝施設の所要に対し、利用が十分なされている状況

（施設が不足している状況も含む）、
中＝施設の所要に対し、利用に若干の余裕がある状況、
低＝利用が低下し、余剰が生じている状況

・今後の需要
増＝現状と比べて今後需要が増加することが想定される場合
維持＝当面は現状の利用が維持されることが想定される場合
減＝現状と比べて今後需要が減少することが想定される場合

 
 

 

c.都市の規模と都市計画要件 

ケ漁港が立地する j 市は、H 県の北東部に位置する市で、地理的条件の良さから古く

からベッドタウンとして発展し、平成 28 年の人口、世帯数は約 9.7 万人、約 4.1 万世

帯である。 

ケ漁港の漁港区域は市街化調整区域である。また、j 市は立地適正化計画を策定して

おり、ケ漁港は特定機能広域連携拠点に位置づけられている。 
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ケ漁港

 
図 1-(2)-4)-74 j 市内におけるケ漁港の位置 

出典：第２次 j 市都市計画マスタープラン（平成 27 年 5 月 j 市）  

 

②地域活性化に係る将来構想 

ケ漁港の漁港区域内にある全国豊かな海づくり大会の会場跡地について、 漁協、観

光協会、地元コミュニティ、行政による地区活性化構想検討委員会を設立し、会場跡

地を拠点に地域全体の活性化を図るための方策についての協議を行い、平成 30 年 5 月

資料-j 市ＨＰ（常住人口調査）  

表 1-(2)-4)-28 j 市の人口・世帯数 
      区  分 人　　　　　口１世帯当りの

  年 総  数 人　口

　　Ｈ28 41,333 96,785 2.3

世帯数
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に「x 地区活性化構想」がとりまとめられた。 
この構想においては、ケ漁港を３つのゾーンに分けて整備イメージを作成している。

まず、新しく整備される荷さばき所や広場が含まれる A ゾーンにおいては、飲食や様々

な体験が楽しめる施設の誘致、整備が想定されており、ケ漁港の集客の核と位置付け

ている。B ゾーンにおいては、既存の漁協直営の直売店舗の改善や、魚さばき教室や

魚料理を提供して貰うなど体験メニューの実施が挙げられており、６次産業化の拠点

として位置づけられている。C ゾーンにおいては、神社の活用、遊歩道や世界遺産の

視点場を整備し、歴史や自然景観等を楽しめるエリアと位置付けられている。 
 

ケ

ケ

ケ
j

x

 

図 1-(2)-4)-75 ケ漁港における地域活性化に係る将来構想 

出典：x 地区活性化構想（平成 30 年 5 月 x 地区活性化構想検討委員会） 

 

③地域活性化のための課題 

活性化構想の実現に向けては、水産業の振興が欠かせないことから、漁船漁業だけ

に頼らない漁業を模索するとともに、水揚げされた魚の高付加価値化、6 次産業化の推

進といった取り組みを加速させる必要がある。 

また、広場におけるバーベキューやレストラン、直売所などの事業を実施するにあ

たっては、民間企業の参入を検討しているが、j 漁協も一緒に共同事業者として参画で

きるような仕組みづくりが必要と考えられる。 

④連携施策による課題の解決手法 

上記の課題に対し、j 市においては、地区活性化構想の実現にあたって実施すべき内容

を、短期、中期、長期のスケジュールにて整理をしている。 

このスケジュールに基づき、今年度は、A ゾーンにおける民間施設の進出の可能性

を探るための実証事業としてバーベキュー広場を期間限定（令和元年の 8 月から 9 月

の土曜日と日曜日）で実施した。15 日間の営業日において、個人客 17 組、団体客 2



123 
 

組が来場した。この実証事業は漁協が主体となって行われたものである。この他にも、

令和元年度は既存の直売所や広場におけるイベントの開催や、j 漁協女性部による食堂

の試験的な営業、ボランティアガイドの研修等を実施し、構想の実現に向けた事業を

進めている。 
 

 

図 1-(2)-4)-76 x 地区活性化構想の実現にあたってのスケジュール 

出典：x 地区活性化構想（平成 30 年 5 月 x 地区活性化構想検討委員会） 
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4)-10.コ漁港地区（I 県 k 市） 

①地域の水産業・都市計画の概要 

a.水産業の概要 

コ漁港（第３種：県管理）の港勢を概観すると、巾着網、敷網、刺網等の網漁業と

採貝藻等多様な漁業が営まれており、いわし類、さば類、あじ類その他多種多様な魚

種が漁獲されている。過去 20 年間の推移を見ると、属地陸揚量、同金額は約 67％、約

53％と減少傾向にある。 

一方、経営体数、利用・登録漁船隻数は、過去 20 年間で、約 55％、約 34％、約 53％

と、全般に港勢は縮減傾向で推移している。 

 

表 1-(2)-4)-29  主要港勢の推移（コ漁港：第３種） 

現状
平成9年 平成14年 平成19年 平成24年 平成28年 5年変化 10年変化 20年変化

（1997年） （2002年） （2007年） （2012年） （2016年） Ｈ28/Ｈ24 H28/H19 H28/H9
組合員数 （人） 861 827 682 551 516 0.936 0.757 0.599
経営体数 （体） 190 190 127 112 105 0.938 0.827 0.553
いわし類 （t) 0 0 6,303 6,595 12,820 1.944 2.034 -
さば類 （t) 7,835 3,905 3,696 1,291 1,978 1.532 0.535 0.252
あじ類 （t) 0 0 1,831 1,691 1,290 0.763 0.704 -
その他魚類 （t) 0 0 1,342 824 660 0.801 0.492 -
えび類 （t) 0 0 147 192 165 0.858 1.120 -

属地計 （t) 26,300 13,444 14,531 11,915 17,607 1.478 1.212 0.669
計 （t) 0 0 48 42 35 0.833 0.729 -
計 (百万円) 3,691 2,432 2,150 1,700 1,951 1.148 0.907 0.529

実隻数 （隻) 927 777 416 358 312 0.872 0.750 0.337
総㌧数 （t) 22,599 18,622 2,746 1,852 1,808 0.976 0.658 0.080
平均㌧数 （t/隻) 24.4 24.0 6.6 5.2 5.8 1.120 0.878 0.238
実隻数 （隻) 245 208 216 185 130 0.703 0.602 0.531
総㌧数 （t) 912 725 664 511 369 0.722 0.556 0.405
平均㌧数 （t/隻) 3.7 3.5 3.1 2.8 2.8 1.028 0.923 0.763

　　　属地陸揚金額

漁　船

利用漁船

主要指標
過去20年の推移（5年毎〉 増減傾向

担い手(漁港地区）

魚種別属地陸揚量
（上位5位）

陸上搬入量

登録漁船

 
参照：平成 28 年港勢調査 

0

0.2

0.4

0.6

0.8

1

1.2

平成9年 平成14年 平成19年 平成24年 平成28年

経営体数 属地陸揚量 属地陸揚金額

利用漁船隻数 登録漁船隻数       
 
 
 
b.漁港施設の利用状況 

コ漁港の漁港施設の老朽化状況及び利用状況を表に示す。 

コ漁港は、k 市の中心市街地（都市計画用地地域指定）を背後に擁して立地しており、

新港と旧港に分かれている。荷さばき所や製氷施設等の主な漁港施設は新港に整備し

資料-I 県ＨＰ（I 県の漁港） 

図 1-(2)-4)-78 コ漁港の概況 

参照：平成 28 年港勢調査 
図 1-(2)-4)-77 主要港勢指数推移(コ漁港） 
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たため、旧港は主に漁船の係留場所として準備や休けいのために使われている。 

コ漁港の漁港施設の平均経過年数は 36.2 年であり、平成 17 年に整備された荷さば

き所とその他の漁港施設（直販施設）は老朽化していないが、それ以外の施設につい

ては老朽化が著しいか老朽化がしているがすぐに更新が必要というほどではない状況

である。利用状況については、昭和 42 年に整備された荷さばき所や給油施設、漁具倉

庫、その他の漁港施設（地区用施設）については施設の所要に対し、利用に若干の余

裕がある状況であるが、それ以外の施設については施設の所要に対し、利用が十分に

なされている。今後の需要については、全ての施設において当面は現状の利用が維持

されると想定されている。 

 
表 1-(2)-4)-30 コ漁港の漁港施設の老朽化状況及び利用状況 

荷さばき所（市場施設） S42 52 高 中 維持
荷さばき所（市場施設） S42 52 高 中 維持
荷さばき所（市場施設） S49 45 高 高 維持
荷さばき所（市場施設） S51 43 高 高 維持
荷さばき所（市場施設） S63 31 中 高 維持
荷さばき所（市場施設） S63 31 中 高 維持
荷さばき所（市場施設） H17 14 低 高 維持
冷凍冷蔵施設 S52 42 高 高 維持
冷凍冷蔵施設 H2 29 中 高 維持
製氷・貯氷施設 S58 36 中 高 維持
製氷・貯氷施設 S58 36 中 高 維持
製氷・貯氷施設 S62 32 中 高 維持
製氷・貯氷施設 S62 32 中 高 維持
製氷・貯氷施設 H2 29 中 高 維持
製氷・貯氷施設 H2 29 中 高 維持
給油施設 S55 39 中 中 維持
漁具倉庫 S55 39 中 中 維持
漁具倉庫 不明 高 中 維持
漁具倉庫 不明 高 中 維持
漁具倉庫 S52 42 高 中 維持
その他の漁港施設 S42 52 高 中 維持
その他の漁港施設 H19 12 低 高 維持
漁協事務所 S51 43 高 高 維持
平均経過年数：36.2年

今後の
需要

整備年 経過年数
老朽化
状況

施設の種類
現在の
利用状況

 
＜凡例＞

・老朽化状況
高＝老朽化が著しい
中＝老朽化しているが、すぐに更新が必要というほどではない
低＝ほとんど老朽化しておらず、当面更新の必要はない

・現在の利用状況
高＝施設の所要に対し、利用が十分なされている状況

（施設が不足している状況も含む）、
中＝施設の所要に対し、利用に若干の余裕がある状況、
低＝利用が低下し、余剰が生じている状況

・今後の需要
増＝現状と比べて今後需要が増加することが想定される場合
維持＝当面は現状の利用が維持されることが想定される場合
減＝現状と比べて今後需要が減少することが想定される場合
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c.都市の規模と都市計画要件 

コ漁港が立地する k 市は、I 県の北西部に位置し、西は海に面し、島嶼が点在する。

市の中心地は平坦であるが全般的には山林や丘陵となっている。平成 27 年の人口、世

帯数は約 2.1 万人、約 0.9 万世帯である。 

コ漁港の漁港区域は都市計画区域に含まれており、用途指定は準工業用地である。 
漁港背後の空き家率は 10%未満、空き地率は 5%未満である。漁港付近の青果市場の

建物は I 県の所有であり、現在は本来の目的では使用されていない。また、漁港周辺

には民家、レストラン、パチンコ店等があるが、空き家も点在している。 
 

 
 

コ漁港

ｖ

 
図 1-(2)-4)-79 k 市内におけるコ漁港の位置 

出典：k 市都市計画（平成 16 年 5 月 I 県）  

 

 

      区  分 人　　　　　口１世帯当りの

  年 総  数 人　口

　　Ｈ27 9,169 21,198 2.3

世帯数

表 1-(2)-4)-31 k 市の人口・世帯数 

資料-k 市ＨＰ（国勢調査）  
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コ漁港
（新港）

コ漁港
（旧港）

ｋ

 
図 1-(2)-4)-80 コ漁港周辺の用途地域指定状況 

出典：国土交通省国土政策局 国土数値情報（用途地域データ） 

 

d.活性化の状況 

新港では、毎年８月に「おさかな祭り」が開催されており、魚介類や水産加工品が

販売されるほか、魚のつかみどりやマグロの解体ショー等が実施されている。 

また、コ漁港沖の島は「快水浴場百選」に選定さてれおり、海水浴やキャンプ、釣

りの名所として有名である。夏場には毎年 10,000 人前後の観光客が訪れている。島へ

の渡船場は新港の北端にあるが、これは元々旧港にあったものを新港に移したもので

ある。 

 

②地域活性化に係る将来構想 

k 市では、第５次 k 市総合計画や I 県の観光振興基本方針を踏まえ、地域活性化にあ

たり、平成 29 年に「k 市「再生整備基本計画」を策定している。 
本計画は、本計画範囲である都市再生整備エリアにおいて、駅前エリア、旧港エリ

ア、市役所周辺エリアの３つを特に重要なエリアと定め、本市活性化のための計画を

様々な関係者と連携して立案し、それぞれの地区や施設における今後の実施計画の策

定作業に取り組むための再生整備方針を示した基本計画である。本計画の策定に当た

っては、市が設置する再生整備基本計画策定委員及び本市の市民代表による再生整備

基本計画ワーキンググループの意見を基本計画に反映させ、その取りまとめにおいて

は、パブリックコメントを通して市民の意向を反映させている。 
旧港エリアは整備目標を、k 市の＜原風景＞＜海と港の恵み体験＞の機能と役割を果

たすため、エリア内の地域特性を活かしながら、k 市の特性が集約した魅力と情報発信

力のある空間形成を図り、人々が交流するグリーンツーリズムやブルーツーリズムの

活動拠点を目指すものとし、漁業活動を含む k 市独自の景観と新鮮な魚介類が楽しめ

る場所として、イベント広場（バーベキュー場）、お魚市場（物販施設）等の整備を

計画している。 
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図 1-(2)-4)-81 再生整備基本計画の対象区域

コ漁港 

旧港 

駅 

市民会館 

コ漁港 

新港 



129 
 

 

図 1-(2)-4)-82 旧港エリアの将来計画 

出典：「再生整備計画（平成 29 年 k 市） 

 

③地域活性化のための課題 

再生整備計画の３つの重要エリアのうち、駅前エリアと市役所周辺エリアについて

は、既に計画実現のための施設整備に着手しているが、旧港エリアについては具体的

な整備が進んでいない。 
旧港エリアでは、荷さばき所や冷凍冷蔵施設等の老朽化した施設が建っている土地

をイベント広場や駐車場として活用する計画となっている。そのため、施設の撤去が

できないと整備が進まないが、老朽化した施設は s 漁協の所有物であり、s 漁協は施設

を撤去したいが、費用が高く実施できない状況である。 
また、施設の運営主体等、具体的な担い手についても決まっていない。なお、s 漁協

では、バーベキュー場が運営される場合には、食材提供等の一部協力も可能であると

考える。 
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コ漁港
（新港）コ漁港

（旧港）

• コ漁港の主な漁港機能は、旧港から新港に移転しており、旧港
の荷さばき所等（漁協所有）は、現在利用されていない。

• 旧港の老朽化した漁港施設は、撤去費が高額であるため、漁協
が負担できずそのままとなっている。旧港の老朽化した荷さばき所

現在利用している漁港施設

老朽化し使われていない漁港施設

 
図 1-(2)-4)-83 コ漁港における地域活性化のための課題 

 

④連携施策による課題の解決手法 

上記の課題に対し、旧港エリアにおける再生整備計画の実現を図るにあたり、区画

整理による活性化施設用地の確保と老朽化施設撤去の実施を図る。 

まず、土地区画整理事業により、旧港の敷地と道路を一体的に整備する際に、事業

の仕組みを活用し、旧港の荷さばき所等があったところに広場としても活用可能な公

園を整備することとし、老朽化した s 漁協所有の施設を除却する。また、物販施設整

備予定地は保留地とし、施設整備者へ売却することで区画整理事業の事業費に繰り入

れる。 
これにより、老朽化した漁港施設が撤去され、跡地が地域活性化のために有効活用

される。 

なお、現在準備や休けいに利用している岸壁はそのまま維持し、漁業利用を継続す

る。北端の野積み場に至る道路は、臨港道路として維持する。 
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漁港整備

保留地処分
（お魚市場）公園整備

（広場）

 
図 1-(2)-4)-84 土地区画整理事業による道路と敷地の一体的整備  
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５) 漁港と都市を結ぶアクセス道路の実態調査 

モデル 10 地区のうち、漁港と都市を結ぶアクセス道路の問題が顕在化し、改善が

必要で、連携事業の可能性のある地区の抽出し、詳細実態と課題解決方策の検討を

行った。 

 

表 1-(2)-5)-1 漁港と都市を結ぶアクセス道路の問題を有する地区の課題とその解決

方策及び効果の検討（1/2） 

地区名 アクセス道路の実態・課題と課題解決方策の検討 

ア漁港地区 

(第 3 種) 

A 県 

a 市 

（アクセス道路の実態と課題） 

・駅からおさかな市場に隣接する県営駐車場へ至る道路において、
おさかな市場への来訪者の車両（来訪者の 9 割は自家用車又は観
光バス利用）によって渋滞が発生する。 

・平成 27 年から平成 30 年における平均の年間駐車台数は、普通車
が 431,778 台、中型車が 474 台、大型車が 299 台である。 

・県営駐車場が道路の突き当りにあることで車両の出入場がスムー
ズにできずに混雑することが渋滞の要因である。 

・ピーク時には、高速道路の I.C から国道を通りおさかな市場に向
かう 5km 程の道のりに、約 5 時間半かかる渋滞が発生する。 

・県営駐車場の他に漁港周辺の住宅街にも駐車場が点在しているた
め、来訪者の車が近隣住民の生活空間まで入り込んでおり、住環
境が低下している。 

（課題解決方策と効果の検討） 

・おさかな市場の一部店舗を残土処理用地へ移転し、観光客の分散
化を図る。 

・漁港周辺の空き地や、住宅地内に点在している駐車場を集約して
駐車場用地を確保し、大型の駐車場の整備を検討する。 

・観光客を分散させることで周辺道路の渋滞を緩和するとともに、
出店者においては、１店舗あたりの売り場面積が広くなることに
よる売上増加の効果が期待される。 

イ漁港地区 

（第 3 種） 

B 県 

b 市 

（アクセス道路の実態と課題） 

・朝市に訪れる観光客が駐車場から漁港へ至るアクセス道路におい
て、水産物運搬車両の動線が輻輳している。特に 4～6 月のカツ
オの時期になるとトラックの通行量が増えるため、歩行者の安全
が確保されていない。 

・漁港用地が手狭であり、大型トラックが回転するスペースや漁港
利用者の駐車スペースが十分に確保されていない。  

（課題解決方策と効果の検討） 

・観光客の安全性を確保するため、車歩道の分離を検討する。 
・漁港背後の空き地や空き家の土地を集約し、漁港周辺に駐車場や

道路（回転スペース）の確保を検討する。 
・漁港周辺での魅力を創出し、朝市へ訪れた観光客が周辺観光施設

を含めて回遊できる散策路の整備を検討する。 
・水産物運搬トラックの通行が円滑化される。 
・朝市や歴史的資産等を活用した中心市街地のまちづくりと連携し

た、漁港地区の魅力を向上による地域全体のボトムアップを図り、
来訪者の増加や滞留時間の延伸等による活性化が期待される。 
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表 1-(2)-5)-2 漁港と都市を結ぶアクセス道路の問題を有する地区の課題とその解決

方策及び効果の検討（2/2） 

地区名 アクセス道路の実態・課題と課題解決方策の検討 

ウ漁港地区 

（第 3 種） 

B 県 

c 市 

（アクセス道路の実態と課題） 

・高速道路のインターチェンジから当地区へとスムーズにアクセス
するためには、現在都市計画決定されている道路が必要であるが、
整備が進んでいない。 

（課題解決方策と効果の検討） 
・漁港関連道路事業と都市計画事業を組み合わせて、都市計画道路

の整備を検討する。 
・これによって、観光客の動線を海岸沿いに引き込むことができ、

ウ漁港において検討されている飲食・物販・各種情報発信機能やフ
ィッシャリーナ等が実現した際の利用者の増加が期待できる。 

・漁港から幹線道路へのアクセス性も向上するため、ウ漁港へ陸揚
げされた水産物の円滑な流通にも効果が期待される。 

エ漁港地区 

（第 2 種） 

C 県 

d 市 

（アクセス道路の実態と課題） 

・漁港周辺のビジターセンターや飲食店、マリーナへ訪れる観光客
により、県道からマリーナまでの市道・臨港道路に渋滞が発生す
る。特に、夏休み期間等の観光客が集中する期間は慢性的に渋滞
している。 

・漁港周辺に駐車場が少なく、ビジターセンターに 15 台分、マリ
ーナに 80 台分整備されているが、県道からマリーナまでの市道・
臨港道路において駐車場が空くのを待つ観光客の車の列が出来て
しまう。 

（課題解決方策と効果の検討） 

・県道からマリーナへ至る道路の拡幅を検討する。 
・埋立によって造成した用地を活用し、駐車場や歩車分離した道路

を整備し、漁港周辺の飲食店、観光地へ歩いて行ける遊歩道の整
備を検討する。 

・漁港からビジターセンター、レストラン等の回遊性を確保するこ
とでエ漁港周辺での観光客の滞留時間が延長し、直売所での売上
向上や、水産物の消費拡大が記載される。 

カ漁港地区 

（第 2 種） 

F 県 

g 市 

 

（アクセス道路の実態と課題） 

・臨港道路の南端以外の港内への入り口には陸閘があり狭いため、
車での漁港内への行き来に支障を来している。 

・漁港背後の道路も狭く、水産加工場が点在している箇所では対向
車のすれ違いが不可能である。 

・幹線道路である県道へ漁港からスムーズにアクセスできる道路が
なく、漁港背後の狭い道路を通る必要がある。 

・カ漁港を利用する車両の日最大想定台数は 40 台程度。うち、大
型トラックが 3~5 台程度である。 

（課題解決方策と効果の検討） 

・旧港から新港、水産加工施設用地をつなぐよう、漁港内を南北に
抜けて幹線道路に接続する道路を、臨港道路と漁港関連道によっ
て整備することを検討する。 
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６）民間等における需要の把握 

モデル 10 地区のうち、当該地区の民間等（漁協、地元の土地開発業者、商工会議

所、建設業者等）における需要（水産関連：直売施設・レストラン、宿泊施設、水

産加工場等、都市関連：福祉・保育施設、企業誘致、住宅（マンション）等）のニ

ーズや開発イメージがあり、連携事業の可能性のある地区を抽出し、詳細実態と民

間活力導入可能性の検討を行った。 

表 1-(2)-6)-1 民間等のニーズ・開発イメージと民間活力導入可能性の検討 

地区名 民間等のニーズ・開発イメージと民間活力導入可能性の検討 

ア漁港地区 

(第 3 種) 

A 県 

a 市 

（民間等のニーズ・開発イメージ） 

・ア漁港は m 町から海浜公園へ至る観光動線上に位置しているため、残
土処理用地や低利用となった泊地及び用地を観光拠点として活用した
い。 

（民間活力導入可能性の検討） 

・残土処理用地は、おさかな市場の一部店舗の移転、駐車場の整備を行
うことで観光交流拠点としての機能を持たせる。 

・漁港北側の泊地では低利用化している水面や岸壁を再活用し、漁業体
験を実施することで集客の場として機能させる。 

イ漁港地区 

（第 3 種） 

B 県 

b 市 

（民間等のニーズ・開発イメージ） 

・観光部局が実施したアンケートでは、b 市は水産のイメージが強く、
魚を食べることや漁港を視察することへのニーズが高くなっている。 

（民間活力導入可能性の検討） 

・漁港周辺の歴史的建築物をめぐる既存のまちあるきルートと合わせ、
漁港の見学を含めた漁港周辺の散策ルートの開発を検討する。 

ウ漁港地区 

（第 3 種） 

B 県 

c 市 

（民間等のニーズ・開発イメージ） 

・「港湾振興ビジョン」において飲食・物販・各種情報発信機能の強化や漁

港施設用地の有効利用、プレジャーボートの保留保管、クルージングポ

イントづくり等が位置づけられている。 

（民間活力導入可能性の検討） 

・c 市、B 県、漁業関係者、有識者、プレジャーボート利用者、観光協会

等を構成メンバーとする検討部会を設立し、上記機能について検討す

る仕組みづくりを行う。 

エ漁港地区 

（第 2 種） 

C 県 

d 市 

（民間等のニーズ・開発イメージ） 

・漁協では、自前の水産加工場をもち、漁港で上がった水産物を加工し
て販売したいとの考えがある。 

（民間活力導入可能性の検討） 

・埋立により造成する用地を活用し、水産加工場や直売所を整備し、加
工によって高付加価値化した商品を漁業者自らが販売できるようにす
ることを検討する。 

オ漁港地区 

（第 2 種） 

E 県 

f 町 

（民間等のニーズ・開発イメージ） 

・漁港外港防波堤沖の多目的広場の活用を通じた賑わいの場づくりに向
けた検討が進められている。 

（民間活力導入可能性の検討） 
・多目的広場において、しらすの販売やしらす料理を提供するイベント

の開催や移動型店舗の運営を検討する。 
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表 1-(2)-6)-2 民間等のニーズ・開発イメージと民間活力導入可能性の検討 

地区名 民間等のニーズ・開発イメージと民間活力導入可能性の検討 

カ漁港地区 

(第 2 種) 

F 県 

g 市 

（民間等のニーズ・開発イメージ） 
・漁協運営の組合マーケットの店舗や駐車場が手狭となっている。 
・漁港付近に点在している水産加工場周辺の道路が狭く、トラックがす

れ違うことができない。 

（民間活力導入可能性の検討） 

・新港整備事業により整備された用地への市場、水産加工場等の移転を
進めるとともに、移転跡地を交流拠点としての活用を検討する。 

・隣接する海岸沿岸地区を公園・緑地として整備し、交流拠点としての

活用を検討する。 

キ漁港地区 

（第 2 種） 

G 県 

h 市 

（民間等のニーズ・開発イメージ） 

・漁港域内に計画が検討されている産直施設に関して、漁協、観光協会、
商工会を中心に協議会が設置され、検討が進められており、専門的知
見を有する地元スーパーがアドバイザーとして参加している。 

（民間活力導入可能性の検討） 

・産直施設を中心とした地域産業の振興に対し、漁協・h 市・民間（地
元スーパー）と３者で協定を結び、産直施設における漁業経営の安定及
び農業、観光、商工業等、関連する地域産業にも波及する消費の促進、交
流人口の増加や地元雇用の確保に関することについて連携・協力する。 

ク漁港地区 

（第 3 種） 

G 県 

i 町 

（民間等のニーズ・開発イメージ） 

・衛生管理型施設の移転整備に伴い、市場跡地に体験交流型観光施設が
整備され、より魅力的な集客拠点形成に向けた検討が進められている。 

・漁港背後の平坦な市街地は、概ね浸水危険区域に指定されており、事
前防災・復興まちづくりの要請が高い。 

（民間活力導入可能性の検討） 

・官民が一体となり、観光振興計画の基盤となる「地域コンセプト」を
策定し、同町の基幹産業である観光産業における交流人口の増加や地
域内経済の活性化を目標としたワークショップを開催している。 

・漁港周辺の津波避難困難地域解消のため、漁業組合、観光協会、旅館
組合等の民間事業者も参画し、防潮堤等の設置について検討している。 

ケ漁港地区 

（第 2 種） 

H 県 

j 市 

（民間等のニーズ・開発イメージ） 

・漁港南端に平成 29 年に整備された広場用地において、漁業を核とした
活性化施設の整備について、協議会による検討が行われている。 

・当該協議会では、平成 30 年 5 月に「活性化構想」を公表し、令和元年
からは具体的な方策についての検討に入っている。 

（民間活力導入可能性の検討） 

・民間施設の進出の可能性検討の実証事業として、バーベキュー広場を
期間限定で実施した。このほか、既存の直売所や御製広場におけるイ
ベントの開催や、漁協女性部による食堂の試験的な営業、ボランティ
アガイドの研修等を実施し、構想の実現に向けた事業を進めている。 

コ漁港地区 

（第 3 種） 

I 県 

k 市 

（民間等のニーズ・開発イメージ） 

・旧港エリアは、漁業活動を含む k 市独自の景観と新鮮な魚介類が楽し
める場所として、イベント広場（バーベキュー場）、お魚市場（物販
施設）等の整備を計画している。 

（民間活力導入可能性の検討） 

・漁港施設用地跡地の地域活性化施設用地におけるイベント広場やお魚
市場等の整備を検討する。 
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２．事業実施に係る優遇措置等の整理 

水産都市活性化の取組に資する税制優遇措置や融資制度の抽出し、整理した。 
なお、３のモデル地区で検討した整備内容と適用事業に対し、有効な現行措置が

ないものを抽出し、その整備内容と適用事業について、有効であると考えられる税

制優遇措置や融資制度を検討した。更に、検討した税制優遇措置や融資制度の適用

条件を、以下に取りまとめた。 
 

（ア）水産都市活性化に関する税制優遇措置や融資制度の整理 

国土交通省の事業を中心に、水産都市活性化に適用が可能と考えられるまちづく

りや地域活性化に関する施設整備等に関する支援制度を表に整理した。 
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表 2-(ア)-1 水産都市活性化に関する税制優遇措置や融資制度 

 

交
付

の
要

件
対

象
区

域
支

援
の

内
容

交
付

対
象

施
設

等
建

築
物

の
整

備
に

関
す

る
支

援
要

件

道
路

公
園

古
都

保
存

・
緑

地
保

全
等

事
業

河
川

下
水

道

駐
車

場
有

効
利

用
シ

ス
テ

ム

地
域

生
活

基
盤

施
設

緑
地

、
広

場
、

駐
車

場
（
共

同
駐

車
場

含
む

）
、

自
転

車
駐

車
場

、
荷

物
共

同
集

配
施

設
、

公
開

空
地

（
屋

内
空

間
も

含
む

）
、

情
報

板
、

地
域

防
災

施
設

、
人

工
地

盤
等

高
質

空
間

形
成

施
設

緑
化

施
設

等
、

電
線

類
地

下
埋

設
施

設
、

電
柱

電
線

類
移

設
、

地
域

連
暖

房
施

設
、

歩
行

支
援

施
設

・
障

害
者

誘
導

施
設

等

高
次

都
市

施
設

地
域

交
流

セ
ン

タ
ー

、
観

光
交

流
セ

ン
タ

ー
、

ま
ち

お
こ

し
セ

ン
タ

ー
、

子
育

て
世

代
活

動
支

援
セ

ン
タ

ー
、

複
合

交
通

セ
ン

タ
ー

既
存

建
造

物
活

用
事

業

土
地

区
画

整
理

事
業

市
街

地
再

開
発

事
業

住
宅

街
区

整
備

事
業

バ
リ

ア
フ

リ
ー

環
境

整
備

促
進

事
業

優
良

建
築

物
等

整
備

事
業

住
宅

市
街

地
総

合
整

備
事

業

街
な

み
環

境
整

備
事

業

住
宅

地
区

改
良

事
業

都
心

共
同

住
宅

供
給

事
業

公
営

住
宅

等
整

備
公

営
住

宅
、

地
域

優
良

賃
貸

住
宅

都
市

再
生

住
宅

等
整

備

防
災

街
区

整
備

事
業

事
業

活
用

調
査

ま
ち

づ
く

り
活

動
推

進
事

業

地
域

創
造

支
援

事
業

市
町

村
の

提
案

に
基

づ
く

調
査

・
事

業

都 市 再 生 土 地 区 画 整 理 事 業

○
対

象
者

地
方

公
共

団
体

、
土

地
区

画
整

理
組

合
、

独
立

行
政

法
人

都
市

再
生

機
構

※
、

個
人

施
行

者
（
３

人
以

上
の

地
権

者
か

ら
な

る
共

同
施

行
者

又
は

公
的

同
意

施
行

者
に

限
る

。
）
、

区
画

整
理

会
社

、
等

※
社

会
資

本
整

備
総

合
交

付
金

の
枠

外
で

直
接

補
助

①
地

区
要

件
○

一
般

地
区

直
前

の
国

勢
調

査
に

基
づ

く
Ｄ

ＩＤ
に

係
る

地
区

（
重

点
地

区
に

つ
い

て
は

、
施

行
後

直
近

の
国

勢
調

査
に

基
づ

く
Ｄ

ＩＤ
に

含
ま

れ
る

と
見

込
ま

れ
る

区
域

を
含

む
）
、

か
つ

、
次

の
要

件
を

全
て

満
た

す
地

区
（
イ

）
施

行
前

の
公

共
用

地
率

 1
5
％

未
満

（
幹

線
道

路
等

を
除

く
。

拠
点

的
市

街
地

形
成

重
点

地
区

に
お

い
て

、
狭

隘
道

路
等

を
解

消
す

る
と

と
も

に
公

益
施

設
等

を
整

備
す

る
事

業
に

つ
い

て
は

、
道

路
幅

員
 6

ｍ
未

満
（
住

宅
地

に
お

い
て

は
 4

ｍ
未

満
と

す
る

）
の

狭
隘

道
路

等
に

つ
い

て
も

除
く

。
）

（
ロ

）
市

町
村

の
都

市
計

画
に

関
す

る
基

本
方

針
、

都
市

再
生

整
備

計
画

等
法

に
基

づ
く

計
画

に
位

置
づ

け

○
重

点
地

区
（
拠

点
的

市
街

地
形

成
重

点
地

区
）

一
般

地
区

に
係

る
要

件
を

満
た

し
、

か
つ

以
下

の
①

を
満

た
す

地
区

又
は

②
か

ら
⑤

の
い

ず
れ

か
に

係
る

地
区

。
①

次
の

（
イ

）
（
ロ

）
の

全
て

を
満

た
す

地
区

（
イ

）
中

心
市

街
地

活
性

化
法

に
規

定
す

る
認

定
基

準
に

合
致

す
る

地
区

（
ロ

）
中

心
市

街
地

活
性

化
基

本
計

画
の

目
標

の
実

現
に

大
き

く
貢

献
す

る
中

核
的

な
地

区
で

あ
り

、
都

市
機

能
導

入
施

設
の

整
備

が
行

わ
れ

る
地

区
②

都
市

再
生

緊
急

整
備

地
域

又
は

都
市

再
開

発
方

針
２

号
、

２
項

地
区

③
都

市
鉄

道
等

利
便

増
進

法
に

基
づ

く
交

通
結

節
機

能
高

度
化

構
想

区
域

④
バ

リ
ア

フ
リ

ー
基

本
構

想
区

域
⑤

市
町

村
の

都
市

計
画

に
関

す
る

基
本

方
針

等
に

お
い

て
位

置
付

け
ら

れ
た

地
域

の
拠

点

②
面

積
要

件
指

定
容

積
率

（
予

定
を

含
む

。
）
／

1
0
0
％

×
（
地

区
面

積
）
≧

2
.0

h
a＊

＊
一

体
的

土
地

区
画

整
理

事
業

プ
ロ

グ
ラ

ム
に

お
い

て
、

街
路

等
の

他
事

業
と

一
体

的
に

行
わ

れ
る

複
数

の
土

地
区

画
整

理
事

業
で

あ
っ

て
、

一
体

的
に

整
備

す
べ

き
一

団
の

区
域

の
１

／
２

以
上

が
土

地
区

画
整

理
事

業
に

よ
り

整
備

さ
れ

る
場

合
を

含
む

＊
安

全
市

街
地

形
成

重
点

地
区

の
う

ち
重

点
供

給
地

域
に

お
い

て
行

う
事

業
に

つ
い

て
は

、
指

定
容

積
率

（
予

定
を

含
む

。
）
／

1
0
0
％

×
（
地

区
面

積
）
≧

1
.0

h
a 

と
す

る
。

＊
密

集
市

街
地

緊
急

リ
ノ

ベ
ー

シ
ョ

ン
事

業
の

整
備

計
画

に
位

置
づ

け
ら

れ
た

事
業

に
つ

い
て

は
、

面
積

要
件

を
１

／
２

ま
で

引
き

下
げ

る
。

＊
拠

点
的

市
街

地
形

成
重

点
地

区
に

お
い

て
、

狭
隘

道
路

等
を

解
消

す
る

と
と

も
に

公
益

施
設

等
を

整
備

す
る

事
業

に
つ

い
て

は
、

指
定

容
積

率
（
予

定
を

含
む

。
）
／

1
0
0
％

×
（
地

区
面

積
）
≧

1
.0

h
aと

す
る

。

○
交

付
率

一
般

地
区

：
1
/
3
、

重
点

地
区

：
1
/
2

○
交

付
対

象
土

地
区

画
整

理
事

業
費

（
調

査
設

計
費

、
宅

地
整

備
費

、
移

転
移

設
費

、
公

共
施

設
工

事
費

、
供

給
処

理
施

設
整

備
費

、
電

線
類

地
下

埋
設

施
設

整
備

費
、

減
価

補
償

費
又

は
公

共
施

設
充

当
用

地
取

得
費

、
公

開
空

地
整

備
費

、
立

体
換

地
建

築
物

工
事

費
、

営
繕

費
、

機
械

器
具

費
、

事
務

費
等

）

交
付

対
象

事
業

等

基 幹 事 業 提 案 事 業

○
通

常
事

業
：
国

費
率

原
則

4
0
%

市
町

村
が

作
成

す
る

こ
と

が
前

提
と

な
る

が
、

官
民

連
携

に
よ

る
総

合
的

な
ま

ち
づ

く
り

計
画

や
民

間
主

体
の

活
動

の
み

を
計

画
事

項
と

す
る

こ
と

も
可

能
。

○
国

と
し

て
特

に
推

進
す

べ
き

施
策

に
合

致
す

る
事

業
：
国

費
率

4
5
%

下
記

の
計

画
区

域
に

含
ま

れ
、

事
業

に
関

す
る

一
定

の
要

件
を

満
た

す
場

合
に

適
用

。
①

都
市

再
生

緊
急

整
備

地
域

関
連

、
②

中
心

市
街

地
活

性
化

計
画

関
連

、
③

歴
史

的
風

致
維

持
向

上
計

画
関

連
、

④
低

炭
素

ま
ち

づ
く

り
計

画
関

連
、

⑤
立

地
適

正
化

計
画

関
連

○
提

案
事

業
2
割

拡
充

：
国

費
率

原
則

4
0
%

下
記

の
計

画
区

域
の

概
ね

2
/
3
が

重
複

し
て

お
り

、
核

計
画

に
位

置
づ

け
ら

れ
た

主
要

な
事

業
が

区
域

内
に

存
す

る
な

ど
一

定
の

要
件

を
満

た
す

場
合

に
適

用
。

①
中

心
市

街
地

活
性

化
計

画
関

連
、

②
立

地
適

正
化

計
画

関
連

○
都

市
再

生
構

築
戦

略
事

業
：
国

費
率

原
則

5
0
%

立
地

適
正

化
計

画
に

基
づ

き
、

地
域

に
必

要
な

都
市

機
能

を
整

備
す

る
こ

と
に

よ
り

、
持

続
可

能
な

集
約

型
都

市
構

造
へ

の
再

構
築

を
図

る
こ

と
を

目
的

と
し

た
事

業
。

○
立

地
適

正
化

計
画

を
策

定
し

て
る

場
合

：
居

住
誘

導
区

域
内

○
立

地
適

正
化

計
画

を
策

定
し

て
い

な
い

場
合

：
鉄

道
・
地

下
鉄

駅
か

ら
半

径
1
km

び
範

囲
内

又
は

バ
ス

・
軌

道
び

停
留

所
・
停

車
場

か
ら

半
径

5
0
0
m

の
範

囲
内

の
区

域
○

観
光

等
地

域
資

源
の

活
用

に
関

す
る

計
画

が
あ

り
、

当
該

市
町

村
の

コ
ン

パ
ク

ト
化

の
方

針
と

齟
齬

が
な

い
区

域

建
築

物
（
高

次
都

市
施

設
・
誘

導
施

設
、

提
案

事
業

）
の

整
備

に
つ

い
て

は
、

以
下

の
全

て
の

条
件

を
満

た
す

場
合

の
み

支
援

が
受

け
ら

れ
る

。
（
民

間
施

設
を

除
く

）

１
．

維
持

管
理

費
を

算
出

し
国

へ
提

出
し

て
い

る
こ

と
２

．
以

下
の

 １
）
～

 ４
）
い

ず
れ

か
に

合
致

す
る

こ
と

１
）
郊

外
か

ら
ま

ち
な

か
へ

の
移

転
　

　
２

）
施

設
の

統
廃

合
　

　
３

）
他

の
施

設
と

の
合

築
　

　
４

）
公

共
施

設
等

総
合

管
理

計
画

を
策

定
済

み
で

あ
り

、
個

別
施

設
計

画
又

は
ま

ち
づ

く
り

の
た

め
の

公
的

不
動

産
有

効
活

用
ガ

イ
ド

ラ
イ

ン
に

基
づ

く
計

画
へ

の
当

該
施

設
整

備
の

明
確

な
位

置
付

け
が

な
さ

れ
て

い
る

こ
と

３
．

三
位

一
体

改
革

で
税

源
移

譲
の

対
象

と
な

っ
て

い
な

い
こ

と
４

．
他

省
庁

の
補

助
制

度
が

な
い

こ
と

市
町

村
が

都
市

再
生

整
備

計
画

事
業

を
位

置
付

け
た

社
会

資
本

整
備

総
合

交
付

金
の

交
付

を
受

け
る

た
め

に
は

、
都

市
再

生
整

備
計

画
と

と
も

に
、

そ
れ

を
位

置
付

け
た

社
会

資
本

総
合

計
画

を
作

成
し

、
国

土
交

通
大

臣
に

提
出

す
る

こ
と

が
必

要
。

事
業

名

都 市 再 生 整 備 計 画 事 業
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表 2-(ア)-2 水産都市活性化に関する税制優遇措置や融資制度 

 

特
定

機
能

病
院

地
域

医
療

支
援

病
院

病
院

診
療

所

調
剤

薬
局

社
会

福
祉

施
設

「
社

会
福

祉
法

」
、

「
老

人
福

祉
法

」
、

「
身

体
障

害
者

福
祉

法
」
、

「
知

的
障

害
者

福
祉

法
」
、

「
生

活
保

護
法

」
、

「
高

齢
者

の
医

療
の

確
保

に
関

す
る

法
律

」
、

「
地

域
に

お
け

る
公

的
介

護
施

設
等

の
計

画
的

な
整

備
等

の
促

進
に

関
す

る
法

律
」
、

「
介

護
保

険
法

」
、

「
児

童
福

祉
法

」
、

「
母

子
及

び
寡

婦
福

祉
法

」
、

「
母

子
保

健
法

」
、

「
障

害
者

総
合

支
援

法
」
に

定
め

る
施

設
又

は
事

業
の

用
に

供
す

る
施

設
の

う
ち

、
通

所
等

を
主

目
的

と
す

る
施

設
認

定
こ

ど
も

園

幼
稚

園

小
学

校

中
学

校

高
等

学
校

中
等

教
育

学
校

特
別

支
援

学
校

大
学

高
等

専
門

学
校

専
修

学
校

各
種

学
校

図
書

館

博
物

館
・
美

術
館

博
物

館
相

当
施

設

商
業

施
設

以
下

の
要

件
を

満
た

す
施

設
・
周

辺
に

同
種

施
設

が
な

い
こ

と
・
市

町
村

が
必

要
と

判
断

し
た

こ
と

・
多

数
の

者
が

出
入

り
し

利
用

す
る

こ
と

が
想

定
さ

れ
る

こ
と

（
風

営
法

第
2
条

各
項

に
規

定
す

る
施

設
で

な
い

こ
と

）
病

院

診
療

所

調
剤

薬
局

商
業

施
設

以
下

の
要

件
を

満
た

す
施

設
・
周

辺
に

同
種

施
設

が
な

い
こ

と
・
市

町
村

が
必

要
と

判
断

し
た

こ
と

・
多

数
の

者
が

出
入

り
し

利
用

す
る

こ
と

が
想

定
さ

れ
る

こ
と

（
風

営
法

第
2
条

各
項

に
規

定
す

る
施

設
で

な
い

こ
と

）
地

域
交

流
セ

ン
タ

ー
高

次
都

市
施

設
に

定
め

る
地

域
交

流
セ

ン
タ

ー

建
築

物
（
高

次
都

市
施

設
・
誘

導
施

設
、

提
案

事
業

）
の

整
備

に
つ

い
て

は
、

以
下

の
全

て
の

条
件

を
満

た
す

場
合

の
み

支
援

が
受

け
ら

れ
る

。
（
民

間
施

設
を

除
く

）

１
．

維
持

管
理

費
を

算
出

し
国

へ
提

出
し

て
い

る
こ

と
２

．
以

下
の

 １
）
～

 ４
）
い

ず
れ

か
に

合
致

す
る

こ
と

１
）
郊

外
か

ら
ま

ち
な

か
へ

の
移

転
　

　
２

）
施

設
の

統
廃

合
　

　
３

）
他

の
施

設
と

の
合

築
　

　
４

）
公

共
施

設
等

総
合

管
理

計
画

を
策

定
済

み
で

あ
り

、
個

別
施

設
計

画
又

は
ま

ち
づ

く
り

の
た

め
の

公
的

不
動

産
有

効
活

用
ガ

イ
ド

ラ
イ

ン
に

基
づ

く
計

画
へ

の
当

該
施

設
整

備
の

明
確

な
位

置
付

け
が

な
さ

れ
て

い
る

こ
と

３
．

三
位

一
体

改
革

で
税

源
移

譲
の

対
象

と
な

っ
て

い
な

い
こ

と
４

．
他

省
庁

の
補

助
制

度
が

な
い

こ
と

医
療

施
設

生 活 拠 点 区 域

都
市

全
体

の
公

的
不

動
産

の
活

用
方

針
を

記
載

し
た

立
地

適
正

化
計

画
に

位
置

づ
け

ら
れ

た
都

市
機

能
誘

導
区

域
内

で
、

か
つ

都
市

再
生

整
備

計
画

区
域

内

○
中

心
拠

点
区

域
（
設

定
は

必
須

）
必

要
な

都
市

機
能

を
誘

導
し

、
ま

ち
の

活
力

の
維

持
・
増

進
や

、
持

続
可

能
な

都
市

構
造

の
再

構
築

を
積

極
的

に
図

る
拠

点
区

域
・
人

口
集

中
地

区
（
D

ID
）
（
今

後
、

直
近

の
国

勢
調

査
の

結
果

に
基

づ
く

人
口

集
中

地
区

と
見

込
ま

れ
る

区
域

も
含

む
）

・
鉄

道
・
地

下
鉄

駅
か

ら
半

径
１

km
の

範
囲

内
、

又
は

バ
ス

・
軌

道
の

停
留

所
・
停

車
場

か
ら

半
径

5
0
0
ｍ

の
範

囲
内

（
い

ず
れ

も
ピ

ー
ク

時
運

行
本

数
が

片
道

３
本

以
上

を
満

た
す

も
の

）
・
公

共
用

地
率

1
5
％

以
上

（
今

後
、

公
共

用
地

率
が

1
5
％

以
上

と
な

る
こ

と
が

確
実

で
あ

る
地

域
も

含
む

）

○
生

活
拠

点
区

域
 （

設
定

は
任

意
）

中
心

拠
点

区
域

の
都

市
機

能
を

公
共

交
通

に
よ

り
活

用
可

能
な

区
域

で
、

公
共

交
通

の
利

用
促

進
に

も
つ

な
が

る
拠

点
区

域
・
中

心
拠

点
区

域
に

接
続

す
る

バ
ス

・
鉄

軌
道

の
停

留
所

・
停

車
場

等
の

半
径

1
0
0
ｍ

圏
内

・
中

心
拠

点
区

域
の

中
心

部
か

ら
半

径
５

ｋ
ｍ

の
範

囲
内

・
市

街
化

区
域

内
、

又
は

区
域

区
分

が
定

め
ら

れ
て

い
な

い
都

市
計

画
区

域
に

お
い

て
設

定
さ

れ
る

用
途

地
域

内
た

だ
し

、
生

活
拠

点
区

域
は

、
中

心
拠

点
区

域
を

設
定

し
て

い
る

場
合

に
限

り
、

区
域

設
定

が
で

き
る

も
の

と
す

る

医
療

施
設

中 心 拠 点 区 域

市
町

村
に

お
い

て
事

業
実

施
に

先
駆

け
て

「
立

地
適

正
化

計
画

」
を

作
成

し
、

居
住

及
び

都
市

機
能

の
適

正
な

立
地

に
向

け
た

方
針

や
区

域
の

設
定

（
居

住
誘

導
区

域
及

び
都

市
機

能
誘

導
区

域
）
等

を
定

め
る

こ
と

が
必

要
。

○
支

援
の

特
徴

◎
生

活
に

必
要

な
都

市
機

能
（
医

療
・
社

会
福

祉
・
教

育
文

化
・
子

育
て

支
援

）
を

都
市

機
能

誘
導

区
域

内
へ

誘
導

す
る

た
め

、
都

市
機

能
整

備
を

実
施

す
る

民
間

事
業

者
に

対
し

、
国

か
ら

直
接

支
援

。
（
補

助
基

本
額

を
2
/
3
と

し
補

助
率

1
/
2
、

専
有

部
整

備
費

に
つ

い
て

は
2
3
％

相
当

に
限

る
）

◎
交

付
金

事
業

の
間

接
交

付
と

は
異

な
り

、
民

間
事

業
者

に
対

す
る

公
有

地
等

賃
料

の
減

免
額

や
固

定
資

産
税

の
減

免
額

等
を

市
町

村
の

支
援

額
と

し
て

取
り

扱
う

こ
と

に
よ

り
、

民
間

事
業

者
に

対
し

て
国

か
ら

直
接

支
援

を
行

う
こ

と
が

可
能

。
◎

「
低

・
未

利
用

地
の

活
用

」
「
複

数
の

敷
地

の
集

約
・
整

序
」
「
既

存
ス

ト
ッ

ク
の

有
効

活
用

」
「
都

市
機

能
の

複
合

整
備

」
等

を
行

う
事

業
は

、
交

付
対

象
事

業
費

の
か

さ
上

げ
（
設

計
費

・
賃

借
料

を
除

い
た

額
に

係
数

1
.2

0
を

乗
じ

る
措

置
）

を
行

い
、

民
間

負
担

を
軽

減
。

こ
こ

で
い

う
低

・
未

利
用

地
と

は
、

指
定

容
積

率
の

充
足

率
が

1
/
3
以

下
の

土
地

利
用

を
行

っ
て

い
る

も
の

と
す

る
。

◎
都

市
機

能
誘

導
区

域
の

外
か

ら
中

へ
誘

導
施

設
を

移
転

す
る

場
合

、
土

地
負

担
の

増
分

の
一

部
を

支
援

。

○
誘

導
施

設
の

交
付

対
象

事
業

範
囲

・
専

有
部

整
備

費
（
2
3
%
相

当
に

限
る

）
・
共

同
施

設
整

備
費

・
土

地
整

備
費

・
用

地
取

得
費

（
緑

地
、

広
場

、
通

路
等

の
公

共
の

用
に

供
す

る
敷

地
に

相
当

す
る

部
分

に
限

る
）

・
設

計
費

、
賃

貸
料

○
支

援
額

に
つ

い
て

市
町

村
か

ら
の

支
援

額
（
民

間
事

業
者

に
対

す
る

公
有

地
等

賃
料

の
減

免
額

や
固

定
資

産
税

等
の

減
免

額
等

及
び

追
加

的
な

現
金

に
よ

る
支

援
額

を
計

上
）
と

国
費

対
象

の
い

ず
れ

か
低

い
額

が
国

か
ら

の
支

援
額

と
な

る
。

教
育

文
化

施
設

都 市 機 能 立 地 支 援 事 業 （ 人 口 密 度 維 持 タ イ プ ）
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表 2-(ア)-3 水産都市活性化に関する税制優遇措置や融資制度 

 実
施

団
体

名
称

対
象

事
業

者
対

象
施

設
、

事
業

、
費

用
事

業
に

対
す

る
条

件
支

援
内

容

農
林

漁
業

施
設

資
金

（
共

同
利

用
施

設
）

【
水

産
施

設
の

場
合

】
・
水

産
業

協
同

組
合

【
そ

の
他

の
施

設
の

場
合

】
・
土

地
改

良
区

、
土

地
改

良
区

連
合

、
農

業
協

同
組

合
、

農
業

協
同

組
合

連
合

会
、

水
産

業
協

同
組

合
、

森
林

組
合

及
び

森
林

組
合

連
合

会 ・
5
割

法
人

・
団

体
（
注

2
）
（
農

林
漁

業
者

及
び

上
記

1
か

ら
4
の

法
人

が
そ

の
構

成
員

又
は

資
本

金
に

つ
き

地
方

公
共

団
体

に
係

る
も

の
を

除
き

原
則

と
し

て
そ

の
過

半
を

占
め

又
は

出
資

若
し

く
は

拠
出

し
て

い
る

法
人

及
び

団
体

（
農

林
漁

業
者

及
び

上
記

1
か

ら
4
の

法
人

が
そ

の
構

成
員

又
は

そ
の

資
本

金
に

つ
き

地
方

公
共

団
体

に
係

る
も

の
を

含
む

全
体

の
3
分

の
1
以

上
を

占
め

る
も

の
に

限
る

。
）
）

・
農

林
漁

業
振

興
法

人
（
農

林
漁

業
者

若
し

く
は

農
林

漁
業

者
の

組
織

す
る

法
人

又
は

地
方

公
共

団
体

が
構

成
員

の
過

半
を

占
め

る
か

又
は

過
半

の
出

資
等

を
行

っ
て

い
る

法
人

で
、

農
林

漁
業

の
振

興
を

目
的

と
す

る
法

人
）

農
林

水
産

物
の

生
産

、
流

通
、

加
工

、
販

売
に

必
要

な
共

同
利

用
施

設
及

び
そ

の
他

共
同

利
用

施
設

の
改

良
、

造
成

、
復

旧
又

は
取

得

【
融

資
】

利
率

：
0
.3

0
%

融
資

限
度

額
：
負

担
額

の
8
0
％

に
相

当
す

る
額

農
林

漁
業

施
設

資
金

（
商

農
工

等
連

携
）

 １
．

土
地

改
良

区
、

農
業

協
同

組
合

、
農

業
協

同
組

合
連

合
会

、
農

業
共

済
組

合
、

森
林

組
合

及
び

漁
業

協
同

組
合

等
２

．
5
割

法
人

・
団

体
（
農

林
漁

業
者

及
び

上
記

1
に

掲
げ

る
者

が
そ

の
構

成
員

又
は

そ
の

資
本

金
（
基

本
財

産
を

含
む

。
）
に

つ
き

地
方

公
共

団
体

に
係

る
も

の
を

除
き

原
則

と
し

て
過

半
を

占
め

又
は

出
資

若
し

く
は

拠
出

し
て

い
る

法
人

及
び

団
体

（
農

林
漁

業
者

及
び

上
記

1
に

掲
げ

る
者

が
そ

の
構

成
員

又
は

そ
の

資
本

金
（
基

本
財

産
を

含
む

。
）
に

つ
き

地
方

公
共

団
体

に
係

る
も

の
を

含
む

全
体

の
3
分

の
1
以

上
を

占
め

る
も

の
に

限
る

。
）
）

３
．

農
林

漁
業

振
興

法
人

（
農

林
漁

業
者

若
し

く
は

農
林

漁
業

者
の

組
織

す
る

法
人

又
は

地
方

公
共

団
体

が
主

た
る

構
成

員
若

し
く

は
出

資
者

と
な

っ
て

い
る

か
又

は
基

本
財

産
の

額
の

過
半

を
拠

出
し

て
い

る
法

人
で

農
林

漁
業

の
振

興
を

目
的

と
す

る
も

の

国
が

認
定

し
た

「
総

合
化

事
業

計
画

」
に

基
づ

く
農

林
水

産
物

の
生

産
、

流
通

、
加

工
又

は
販

売
に

必
要

な
共

同
利

用
施

設
及

び
そ

の
他

共
同

利
用

施
設

の
改

良
、

造
成

、
復

旧
又

は
取

得

「
地

域
資

源
を

活
用

し
た

農
林

漁
業

者
等

に
よ

る
新

事
業

の
創

出
等

及
び

地
域

の
農

林
水

産
物

の
利

用
促

進
に

関
す

る
法

律
」
に

基
づ

く
「
総

合
化

事
業

計
画

」
を

実
施

す
る

場
合

【
融

資
】

利
率

：
0
.3

0
%

融
資

限
度

額
：
負

担
額

の
8
0
％

に
相

当
す

る
額

農
林

漁
業

施
設

資
金

（
6
次

産
業

化
）

 １
．

土
地

改
良

区
、

農
業

協
同

組
合

、
農

業
協

同
組

合
連

合
会

、
農

業
共

済
組

合
、

森
林

組
合

及
び

漁
業

協
同

組
合

等
２

．
5
割

法
人

・
団

体
（
農

林
漁

業
者

及
び

上
記

1
に

掲
げ

る
者

が
そ

の
構

成
員

又
は

そ
の

資
本

金
（
基

本
財

産
を

含
む

。
）
に

つ
き

地
方

公
共

団
体

に
係

る
も

の
を

除
き

原
則

と
し

て
過

半
を

占
め

又
は

出
資

若
し

く
は

拠
出

し
て

い
る

法
人

及
び

団
体

（
農

林
漁

業
者

及
び

上
記

1
に

掲
げ

る
者

が
そ

の
構

成
員

又
は

そ
の

資
本

金
（
基

本
財

産
を

含
む

。
）
に

つ
き

地
方

公
共

団
体

に
係

る
も

の
を

含
む

全
体

の
3
分

の
1
以

上
を

占
め

る
も

の
に

限
る

。
）
）

３
．

農
林

漁
業

振
興

法
人

（
農

林
漁

業
者

若
し

く
は

農
林

漁
業

者
の

組
織

す
る

法
人

又
は

地
方

公
共

団
体

が
主

た
る

構
成

員
若

し
く

は
出

資
者

と
な

っ
て

い
る

か
又

は
基

本
財

産
の

額
の

過
半

を
拠

出
し

て
い

る
法

人
で

農
林

漁
業

の
振

興
を

目
的

と
す

る
も

の

国
が

認
定

し
た

「
総

合
化

事
業

計
画

」
に

基
づ

く
農

林
水

産
物

の
生

産
、

流
通

、
加

工
又

は
販

売
に

必
要

な
共

同
利

用
施

設
及

び
そ

の
他

共
同

利
用

施
設

の
改

良
、

造
成

、
復

旧
又

は
取

得

「
地

域
資

源
を

活
用

し
た

農
林

漁
業

者
等

に
よ

る
新

事
業

の
創

出
等

及
び

地
域

の
農

林
水

産
物

の
利

用
促

進
に

関
す

る
法

律
」
に

基
づ

く
「
総

合
化

事
業

計
画

」
を

実
施

す
る

場
合

【
融

資
】

利
率

：
0
.3

0
%

融
資

限
度

額
：
負

担
額

の
8
0
％

に
相

当
す

る
額

水
産

加
工

資
金

水
産

加
工

業
を

営
む

法
人

・
個

人
、

水
産

業
協

同
組

合
、

中
小

企
業

等
協

同
組

合

１
．

工
場

建
物

、
冷

蔵
庫

、
製

品
保

管
庫

の
新

築
、

増
改

築
、

移
転

、
取

得 ２
．

建
物

建
設

に
伴

う
敷

地
の

取
得

、
造

成
３

．
加

工
機

械
、

包
装

機
、

運
搬

機
械

や
残

滓
・
汚

水
処
理

施
設

等
の

取
得

、
改

造
、
更

新
等

４
．

付
帯

施
設

（
加

工
場

に
必

要
な

従
業

員
食

堂
、
更

衣
室

、
休

憩
室

等

の
厚

生
施

設
や

研
修

施
設

、
駐
車

場
、

工
場

内
事

務
所

等
）
の

整
備

５
．

特
別

の
費

用
の

支
出

、
特

許
権

・
実

用
新

案
権

・
営

業
権

の
取

得
、

試
験

研
究

費
・
技

術
導

入
費

 な
ど

指
定

さ
れ

た
魚

種
（
あ

き
さ

け
、

あ
じ

、
い

か
な

ご
、

い
わ

し
、

か
つ

お
、

か
れ

い
、

さ
ば

、
さ

ん
ま

、
す

け
と

う
だ

ら
、

た
い

、
ぶ

り
、

ほ
っ

け
、

ま
ぐ

ろ
、

ま
だ

ら
、

い
か

、
た

こ
、

か
き

、
ほ

た
て

が
い

、
海

藻
類

）
等

（
一

次
加

工
品

含
む

）
を

使
用

す
る

事
業

【
融

資
】

利
率

：
0
.1

9
～

0
.3

4
%

融
資

限
度

額
：
負

担
額

の
8
0
％

に
相

当
す

る
額

返
済

期
間

：
1
0
年

超
1
5
年

以
内

（
う

ち
据

置
期

間
3
年

以
内

）

中
山

間
地

域
活

性
化

資
金

１
．

農
林

畜
水

産
物

を
使

用
し

て
製

造
・
加

工
を

行
う

事
業

者
２

．
農

林
畜

水
産

物
ま

た
は

そ
の

加
工

品
の

販
売

（
飲

食
提

供
を

含
む

）
の

事
業

を
行

う
一

定
規

模
以

上
の

事
業

者

次
の

事
業

に
必

要
な

施
設

や
機

械
の

取
得

な
ど

（
事

業
地

は
中

山
間

地
域

外
で

も
構

わ
な

い
）
。

ま
た

、
特

許
権

等
の

取
得

や
研

究
開

発
に

要
す

る
費

用
に

つ
い

て
も

融
資

の
対

象
と

な
る

。
１

．
新

商
品

・
新

技
術

の
研

究
開

発
、

利
用

２
．

新
し

い
商

品
を

開
発

・
製

造
す

る
、

あ
る

い
は

商
品

の
品

質
向

上
・
コ

ス
ト

削
減

の
た

め
新

し
い

技
術

を
導

入
す

る
事

業
需

要
の

開
拓

３
．

地
域

の
農

林
畜

水
産

物
（
ま

た
は

そ
の

加
工

品
）
の

新
た

な
需

要
の

創
出

ま
た

は
需

要
の

拡
大

を
図

る
事

業

１
．

中
山

間
地

域
内

の
農

林
漁

業
者

と
安

定
的

な
取

引
契

約
な

ど
を

締
結

す
る

こ
と

２
．

そ
の

地
域

内
か

ら
調

達
す

る
農

林
畜

水
産

物
（
ま

た
は

そ
の

加
工

品
）
の

使
用

量
等

が
5
年

間
で

、
お

お
む

ね
2
割

以
上

増
加

す
る

こ
と

【
融

資
】

利
率

：
0
.1

9
～

0
.4

4
%

融
資

限
度

額
：
負

担
額

の
8
0
％

に
相

当
す

る
額

返
済

期
間

：
1
0
年

超
1
5
年

以
内

（
う

ち
据

置
期

間
3
年

以
内

）

日 本 政 策 金 融 公 庫
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表 2-(ア)-4 水産都市活性化に関する税制優遇措置や融資制度 

 
 

  

実
施

団
体

名
称

対
象

事
業

者
対

象
施

設
、

事
業

、
費

用
事

業
に

対
す

る
条

件
支

援
内

容

（ 一 社 ） 地 域 総 合 整 備 財 団

ふ
る

さ
と

融
資

対
象

事
者

：
法

人
格

を
有

す
る

民
間

事
業

者
貸

付
団

体
：
地

方
公

共
団

体

１
．

設
備

の
取

得
等

に
係

る
費

用
（
運

転
資

金
は

含
ま

な
い

。
）

・
施

設
・
建

物
の

建
設

、
取

得
、

整
備

、
改

良
及

び
補

修
・
事

業
に

不
可

欠
な

機
械

装
置

な
ど

動
産

の
取

得
・
土

地
の

取
得

及
び

造
成

・
上

記
と

あ
わ

せ
て

取
得

さ
れ

る
無

形
固

定
資

産
２

．
試

験
研

究
開

発
費

等
当

該
設

備
の

取
得

に
伴

い
必

要
と

な
る

付
随

費
用

…
「
付

随
費

用
」
と

は
対

象
事

業
の

着
工

後
か

ら
完

了
ま

で
に

支
出

す
る

費
用

の
う

ち
、

人
件

費
、

賃
借

料
、

保
険

料
、

固
定

資
産

税
、

支
払

金
利

、
リ

ー
ス

料
に

該
当

す
る

も
の

。

地
域

振
興

に
資

す
る

あ
ら

ゆ
る

分
野

の
民

間
事

業
で

、
以

下
の

要
件

を
す

べ
て

満
た

す
も

の

○
公

益
性

、
事

業
採

算
性

等
の

観
点

か
ら

実
施

さ
れ

る
こ

と
○

事
業

の
営

業
開

始
に

伴
い

、
事

業
地

域
内

に
お

い
て

以
下

の
新

た
な

雇
用

の
確

保
が

見
込

ま
れ

る
こ

と
　

・
都

道
府

県
、

政
令

指
定

都
市

か
ら

融
資

を
受

け
る

場
合

 ・
・
・
1
0
 人

以
上

（
再

生
可

能
エ

ネ
ル

ギ
ー

電
気

事
業

は
１

人
）

　
・
市

町
村

か
ら

融
資

を
受

け
る

場
合

 ・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
1

人
以

上
○

用
地

取
得

費
を

除
い

た
貸

付
対

象
費

用
の

総
額

が
1
,0

0
0
 万

円
以

上

【
融

資
】

利
率

：
 無

利
子

融
資

期
間

：
 ５

年
以

上
１

５
年

以
内

　
　

　
　

　
　

　
 （

う
ち

据
置

期
間

５
年

以
内

）
※

民
間

金
融

機
関

等
の

連
帯

保
証

（
保

証
料

）
が

必
要

※
付

随
費

用
に

対
す

る
貸

付
額

は
、

原
則

、
対

象
事

業
一

件
当

た
り

貸
付

額
の

総
額

の
2
0
％

未
満

。

住 宅 金 融 支 援 機 構

ま
ち

づ
く

り
融

資
個

人
、

中
小

事
業

者
で

あ
る

法
人

又
は

建
替

え
事

業
を

行
う

組
合

（
市

街
地

再
開

発
組

合
・
防

災
街

区
整

備
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マ

ン
シ

ョ
ン
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替
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合

・
マ

ン
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ョ
ン

敷
地

売
却
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合
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ど

）

【
対

象
施

設
】

１
．

住
宅

部
分

が
建

物
全

体
の

1
/
2
超

で
あ

る
こ

と
２

．
構

造
が

耐
火

構
造

、
準

耐
火

構
造

（
省

令
準

耐
火

構
造

を
含

む
。

）
又

は
ま

ち
づ

く
り

省
令

準
耐

火
構

造
で

あ
る

こ
と

（
※

）
 （

※
）
賃

貸
建

築
物

建
替

え
事

業
の

場
合

は
、

耐
火

構
造

又
は

準
耐

火
構

造
で

あ
る

こ
と

。
３

．
法

定
容

積
率

の
1
/
2
以

上
を

利
用

し
て

い
る

こ
と

４
．

１
戸

当
た

り
の

住
宅

の
床

面
積

が
、

3
0
m

2
以

上
2
8
0
m

2
以

下
で

あ
る

こ
と

５
．

機
構

の
定

め
る

一
定

の
技

術
要

件
に

適
合

す
る

こ
と

【
対

象
費

用
】

以
下

の
事

業
に

係
る

調
査

設
計

計
画

費
 ・

土
地

・
借

地
権

の
取

得
費

 ・
建

築
工

事
費

、
補

償
費

 ・
参

加
組

合
員

負
担

金
・
購

入
費

　
等

１
．

マ
ン

シ
ョ

ン
建

替
え

事
業

２
．

共
同

建
替

え
事

業
（
敷

地
を

共
同

化
し

て
建

替
え

を
行

う
事

業
）

３
．

総
合

的
設

計
協

調
建

替
え

事
業

４
．

地
区

計
画

等
適

合
建

替
え

事
業

５
．

賃
貸

建
築

物
建

替
え

事
業

１
．

次
の

①
か

ら
③

ま
で

の
い

ず
れ

か
の

「
一

定
の

用
途

地
域

」
内

に
あ

る
こ

と
①

住
居

系
地

域
②

商
業

系
地

域
③

準
工

業
地

域

２
．

次
の

①
か

ら
⑧

ま
で

の
い

ず
れ

か
の

「
整

備
改

善
を

図
る

必
要

が
あ

る
区

域
」
内

に
あ

る
こ

と
①

重
点

密
集

市
街

地
②

防
火

地
域

又
は

準
防

火
地

域
③

防
災

再
開

発
促

進
地

区
④

再
開
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区
（
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市
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発

法
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市
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）
⑤
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⑥
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業
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街
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。
）
の

整
備

地
区

⑦
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化

促
進

区
域

⑧
都

市
再

生
緊
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整

備
地

域

【
融
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】
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率
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0
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融
資

限
度
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融
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．
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指
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（イ）有効な優遇措置等の提案 

（１）漁港再整備における土地区画整理事業の導入 

土地区画整理事業では、既存道路の拡幅、道路・公園の新設等の公共施設整備、

及び宅地(建築敷地)の整形化、大規模化等の事業効果により、宅地価格が事業施行

前よりも上昇する。このため、施行前の宅地総価額に比較して施行後の宅地総価額

は増加し、原則として、その増加額(増進額)の範囲内の価額に相当する施行後の土

地を「保留地」として施行者が取得し、これを処分して事業費に充当することがで

きる。 

すなわち、保留地の処分とは、外部資本特に民間事業者からの事業資金の調達を

意味しており、同時にまた民間事業者が保留地を取得することにより、商業・業務

施設、集合住宅、工場等の建築物が整備され、新規雇用の発生、関連産業の進出・

誘発、生活利便性の向上等地域経済の活性化をもたらしている。 

漁港の再整備にあたっても、土地区画整理事業手法を導入して保留地を活用する

ことにより、事業資金を民間事業者から調達することができるとともに、民間事業

者による施設整備により漁港の活性化が期待される。 

 
１）土地区画整理事業の施行による宅地総価額の増加と保留地の設定 

・一般的に、土地区画整理事業の施行により土地の価格は上昇する。 
・土地価格の上昇により施行地区内の施行後の宅地の総額は施行前より増加する。 
・増加額(増進額)の範囲内の価額に相当する施行後の土地を保留地として施行者が

取得できる。 
・保留地は施行者が処分して事業費に充てる。 

 
図 2-(イ)-1 土地区画整理事業による事業施行前後の土地総価額と増進額 

 
２）土地区画整理事業の施行による宅地総価額の増加と保留地の設定 

・土地区画整理事業の事業費は、一般に、道路、公園等の公共施設整備費、建築

物等の移転補償費、上下水道、電気・電話・ガス等のインフラ移設補償費、宅

地整備費等となっている。 
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・土地区画整理事業の事業資金は、旧道路特会による補助金に相当する社会資本

整備総合交付金によるほか、保留地処分金に多くを依存している。 
・保留地処分金とは、個人向け住宅敷地の分譲販売によるほか、民間事業者への

商業業務施設、集合住宅、工場等の敷地の販売による収入であり、実質的に民

間事業者からの事業資金の調達にほかならない。 
・現代の土地区画整理事業の事業経営にあたっては、宅地需要の長期的減退の傾

向から、事業立案段階で土地利用計画と進出する民間事業者の事業計画とのマ

ッチングを図ったうえで、保留地となる敷地をオーダーメイド設計しているの

が実態である。 
 

 
図 2-(イ)-2 土地区画整理事業の収支構造 

 
３）土地区画整理事業による漁港の再整備 

・漁港の土地は通常漁港管理者が所有する土地であり、土地の再配置にあたって

は、自用地内の再配置であり、特別な事業を必要としない。 
・しかし、再配置後に漁港施設用地としては余剰地が発生し、民間施設の導入を

計画している場合には、漁港管理者が土地区画整理事業の施行者となり、民間

施設の計画敷地を保留地とすることにより、事業資金に民間資本を導入するこ

とができるとともに、民間事業者による商業施設等の建設・運営により、再整

備後の漁港の活性化が期待される。 
・また、土地区画整理事業の結果として漁港管理者の所有地面積は減少するが、

区画整理事業前後で総価額が変わらないため、漁港管理者の財産価値は変わっ

ていない。 
・なお、補助用地の処分については、補助金等に係る予算の執行の適正化に関す

る法律が適用されることに留意する。 
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図 2-(イ)-3 土地区画整理事業による漁港の再整備 

 
 
４）土地区画整理事業における民間事業者の活用事例 

・土地区画整理事業の保留地処分にあたっては、バブル経済崩壊以前は、慢性的

な住宅宅地不足を背景として、戸建て住宅敷地が圧倒的多かったが、近年では、

大規模敷地の確保に苦慮しているショッピングセンター業界が、事業経営が多

難な組合施行の区画整理とタイアップして大型のショッピングセンターを開設

している。 
・ショッピングセンターの敷地となる土地は、保留地のほか、敷地の一部が地権

者からの借地となっている場合もあり、地方都市における土地活用の手法とも

なっている。 
 

 
図 2-(イ)-4 土地区画整理事業の保留地におけるショッピングセンターの進出事例 

(福岡県新宮町) 
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図 2-(イ)-5 土地区画整理事業の保留地におけるショッピングセンターの進出事例 

(岩手県盛岡市) 

 

（２）津波災害警戒区域における都市関連施策の課題と対応について 

１）課題 

水産都市活性化モデル都市の本年度調査地区のうち２地区（ア漁港地区、カ漁港

地区）において、津波浸水区域における立地適正化計画に基づく居住誘導区域の設

定に問題があると都市計画部局から指摘があった。 

立地適正化計画が策定される都市にあっては、居住誘導区域に指定されない場合、

都市再生整備計画事業交付金の支援が不可である。これに対し、国土交通省市街地

整備課に意見照会をしたところ、現在公表されている「立地適正化計画の作成に関

するＱ＆Ａ（国土交通省 平成 30 年 7 月 17 日改訂）」に準拠して計画策定者の判断

との回答であった。 

当Ｑ＆Ａでは、津波災害区域のうち津波災害警戒区域（イエローゾーン）におい

てしかるべき措置を講じることにより居住誘導区域の指定が可能であると考えられ

るが、不明確である。 

 

表 2-(イ)-1 ケーススタディ地区における課題 

＜A 県 a 市 ア漁港地区＞ 

【都市計画上の位置づけ】  

・既存の埋め立て地は、準工業や工業用地と

して用地地域指定済みである。 

・今後、埋め立て工事が完了した後、活性化

のために活用する為には、用途指定をした上

で、各種整備を進めることが考えられるが、

津波浸水区域（現時点で A 県は津波災害警戒

区域の指定には至っていないが津波災害警戒

区域となることが想定されている）について

は、市街化区域に指定しないとの指導があり

市ではどう対応すべきか苦慮してしまう。  

  

＜F 県 g 市 カ漁港地区＞ 

【都市計画上の位置づけ】  

・現状では、昔からの漁港用地及び加工場が立地

している背後用地は準工業用地として用地指定

されているが、新たに造成した土地は市街化調整

区域（用途未指定）となっている。 

・今後、市場や加工場、直売店などを整備するこ

とになると、用途 指定し開発することが一般的

と考える。 

・ここで、g 市から F 県より、津波による浸水が

想定されている区域（当該エリアは津波災害警戒

区域内）については市街化区域に指定しない方針

を持っているとの話があった。   
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表 2-(イ)-2 立地適正化計画の作成に関するＱ＆Ａ（国土交通省 平成 30 年 7 月 17

日改訂） 

（４）災害危険区域の取扱について  

Ｑ２０：浸水想定区域を居住誘導区域に設定することは可能でしょうか。少しでも浸水想定区域

が係っている場合、除外すべきでしょうか。  

Ａ： 運用指針において、水防法第１４条第１項に規定する浸水想定区域や、特定都市河川浸水

被害対策法第３２条第２項に規定する都市浸水想定区域、津波防災地域づくりに関する法律第８

条第１項に規定する津波浸水想定における浸水の区域など（以下「浸水想定区域等」 ）につい

ては、「それぞれの区域の災害リスク、警戒避難態勢の整備状況、災害を防止し、又は軽減する

ための施設の整備状況や整備見込み等を総合的に勘案し、居住を誘導することが適当でないと判

断される場合は、原則として、居住誘導区域に含まないこととすべき」としています。  

 したがって、浸水想定区域については、避難態勢の整備状況、災害を防止し、又は軽減するた

めの施設の整備状況や整備見込み等を踏まえた上で、災害頻度が高い地域にコストをかけて将来

的に居住を誘導していく合理性や、河川事業の進捗等を総合的に勘案し、居住誘導区域の設定を

慎重に検討することが重要です。  

 その上で、浸水想定区域に居住誘導区域の設定が必要な場合には、災害時の避難経路の記載や

ハザードマップの周知等を行うだけでなく、より高いレベルで避難の確実性・迅速性を向上させ

るための措置を講じるとともに、立地適正化計画内には、それらの措置や詳細を明示するなど、

実効性を担保することが必要です。  

 

２）国土交通省における今後の法改正の方針 

国土交通省は、災害危険区域の開発防止に関する、都市計画法及び都市再生緊急

措置法の改正(案）を今国会に提出予定である。＜参考３＞ 

本改正(案）によると、立地適正化計画に関し、政令改正により居住誘導区域から

災害レッドゾーンを原則除外と明記し、これまでの運用上不明確であった点が元首

となる。 

災害イエローゾーンについては、一定の防災対策を講じることにより、居住誘導

区域の設定が可能であるとの判断が可能である。（ただし、本改正(案）において津

波防災地域づくりに関する法律との対応は明示されていない） 
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図 2-(イ)-6 防災・減災等のための都市計画法・都市再生特別措置法等の改正内容（案）

について（出典：第 16 回都市計画基本問題小委員会[平成 31 年 1 月 27 日]配布資料） 
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３）連携施策による対応案 

津波災害警戒区域（イエローゾーン）については、しかるべき措置を講じること

により居住誘導区域の指定が可能であるとの記載があるものの、具体的な措置の内

容については記述がない。 

那珂湊漁港では、漁港海岸事業により津波高潮対策として防潮堤整備を実施して

おり、加えて構想案として、避難施設等の整備も盛り込むことにより、漁港背後の

防災に資することになる。 

以上を踏まえ、漁港で実施する防災対策を背後の都市計画に組み入れることで、

津波災害警戒区域で必要とされる「しかるべき措置」に該当するのであれば、今後、

津波災害警戒区域で居住誘導区域の指定を検討している地区において、有効な連携

施策になることが期待される。 

 

 

図 2-(イ)-7 ア漁港における連携施策による対応案 
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３．モデル地区における事業化の検討支援 

水産都市の活性化の必要性が高いと判断された地区より、水産庁と協議の上、過

年度に引き続き、焼津、高浜、牛深の 3 モデル地区について、水産都市の活性化に

向けた連携施策の事業化に向けた検討援を行うと共に、全国に成果を普及するため

の事業化のための事例を整理した結果を以下に示す。 

 

（１）モデル地区における連携施策の事業化に向けた支援 

モデル地区における検討の概要を下表に示す。 

 

表 3-(1)-1 モデル地区における検討の概要 
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１）焼津漁港地区における連携施策の事業化に向けた支援 

昨年度の勉強会を継続し、外港地区からの迂回ルートを確保する事業に特化し、 

具体的事業化に向けての検討を進めた。 
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２）高浜漁港地区における連携施策の事業化に向けた支援 

昨年度の勉強会を継続し、高浜町水産部局と都市部局に加え、県嶺南振興局水

産課(漁港担当)とで連携した計画を検討した。 
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３）牛深漁港地区における連携施策の事業化に向けた支援 

昨年度のシミュレーション結果を天草市へ説明すると共に、以下の検討支援を

行った。 
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（２）検討事例の整理 

全国の都道府県及び市町村の水産部局及び都市部局の担当者に広く普及するた

め、モデル地区の事業化支援を通じて得られた、水産都市の活性化の事業化に向け

た検討体制、検討過程、検討内容、検討結果等を最終現地検討会の結果を踏まえて、

参考事例として整理する。 

１）焼津漁港地区 
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２）高浜漁港地区 
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３）牛深漁港地区 
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ｆ 今後の課題 
全国において民間事業者等との連携による水産都市活性化の取組を普及するため

の今後の課題と対策案を以下に述べる。 

 

（１）都市計画における漁港区域の位置づけを踏まえた土地利用の検討の必要 

水産都市活性化の取組では、漁港区域においてこれまでに適用実績のある水産

庁の補助事業の他、他省庁や民間の事業を適用したハード整備やソフト対策の実

施について検討を行う必要がある。 

その際に、国土交通省の事業においては、都市計画区域の市街化区域や DID 地

区等の当該地の都市計画上の位置づけや、当該地を適用範囲とする立地適正化計

画の策定等の計画策定が適用条件となる場合が多い。そのため、水産都市活性化

の検討にあたっては、漁港区域における現在の都市計画上の位置づけを把握し、

実施を希望する土地利用や施設整備の内容によっては、必要に応じて都市計画の

変更についても検討事項として考慮する必要がある。 

なお、その際の都市計画区域における市街化区域の指定において、漁港区域が

「津波防災地域づくりに関する法律」における津波浸水危険区域に該当する場合

に、同法には津波災害計画区域内に開発規制はない旨が示されているものの、対

象地として除外されている例がみられた。津波災害警戒区域内には、土地利用や

開発行為等に規制はかからないうえ、津波から「逃げる」ための計画避難体制の

整備が促進されるため（引用：津波防災地域づくりに関する法律パンフレット（平

成 29 年 3 月 国土交通省））、津波災害計画区域において水産都市活性化の検討を

行う場合には、漁港部局と都市部局だけでなく防災部局も参画し、防災対策と合

わせた活性化の連携施策を検討することが重要である。 

 

（２）問題意識を持つ地域における水産都市活性化の検討の促進 

過年度及び今年度調査の結果より、漁港周辺の活性化に係る課題に対し、水産

部局と都市部局が連携をすることで解決策を見いだせる可能性が高いことが示唆

されたところである。 

それを踏まえ、全国において水産都市活性化の検討の促進を図るためにガイド

ラインの作成等を行ってきたところであるが、現実的には、水産部局と都市部局

の連携の際のコーディネーター、発意者によっては､議論がスムーズに運ばない場

合がある。また、漁港部局、都市部局、民間事業者等が連携して水産都市活性化

に取組むことは、これまでに実施されてこなかったことであり、新しい考え方で

あるため、既に漁港部局あるいは都市部局が単独で漁港区域の活性化について検

討し、実施段階まで計画が進んでいる場合には、連携施策を取り入れて新たな土

地利用や事業を実施する計画変更を行うことが難しい例がみられた。 

そのため、連携による活性化の取組を促進するためには、過年度及び今年度の

検討結果を事例に、漁港部局、都市部局、民間事業者等が連携することで実現可

能な課題解決策の組合せのパターンを示し、多様な活性化が実施可能であること

を地方自治体へ周知することで、漁港周辺の活性化に対し問題意識を持ちながら

も連携した検討を進められない地域に対し、水産都市活性化の検討を促進するこ

とが必要である。 
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